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１章 学習指導要領の内容 

１節 学習指導要領改訂の概要 

１ 学習指導要領改訂の背景 

  受験競争の激化、不登校児童生徒の増大は、今も大きな課題である。しかし、その内実は、

受験競争が年々激しくなっているのではなく、私学の場合に見られるように受験の低年齢化が

大きな問題となっているのである。都会の保護者は、早いうちから子どもを学習塾に通わせ、

少しでも良い私学の中・高一貫校に通わせたいと望んでいるのである。これは、経済的に余裕

ができたことと少子化によるものと考えられる。 

  平成８年に中央教育審議会が出した第一次答申では、「過度の受験競争の問題と並んで、いじ

め・登校拒否の問題がある」としている。答申ではいじめ・登校拒否の背景として、「いじめ・

登校拒否の問題の背景には、様々な要因が考えられ、また個々のケースによりまちまちである

が、一つの見方として、我々の社会が『同質にとらわれる社会』という問題点を持っているこ

とから来ているという指摘もなされている。個性を尊重し、お互いの差異を認め合うことの大

切は、これまでの我々の社会では十分に顧みられてこなかった。」としている。テストの点数が

子どもの能力や進路を決めるものとなり、本人の志望や意志が十分に反映されないため、周囲

に自分の存在をアピールできず、その反動が時に「いじめ」や「犯罪行為」となって現れるの

である。 

  また、平成元年度版（昭和 64 年度版）学習指導要領で、「生活科」を小学校低学年に創設し

たのは、もっと現実の自然や社会に直接触れる機会を数多く与えたいという意図があった。し

かし、この意図は、十分実現されているとは言い難い状況であった。 

  受験競争、いじめや不登校、社会体験不足は、これからの学校教育にとって大きな課題であった。 

  また、我が国にとってモデルとなっていた社会体制が、もはやモデルではなくなったことも

課題である。それまでは、あらゆる分野で先進国の動向を見てそれに沿って考え、動いていれ

ばほぼ間違いないという状況であり、教育も同様であった。 

  しかし、昭和 40年代の世界的動向の「教育内容の現代化」を我が国も取り入れて失敗したこ

とは明らかである。また、昭和 50年代の学習指導要領改訂では、ほとんど独自の観点から改訂

を行ったが、40年代の改訂が多くの「落ちこぼれ」と呼ばれた生徒を産み出したという反省か

らなされた感が強かった。 

  我が国が諸外国から学ぶことは、一般的な模倣ではなく、個別的で主体的なものでなければ

ならない。ここで考えられたのが、「学校週５日制の完全実施」である。欧米では、学校制度の

成立と同時であったため問題とはならなかった。我が国では、６日制からの変更であり、まず、

月１回の土曜休日から始め、隔週土曜日の休日と進め、完全学校週５日制を実施しようとした。 

  子どもに「ゆとり」を与えるためにこのような改革が必要であるが、同時に保護者の教育意

識を高め、「学校と家庭の教育上の役割分担」を進める必要がある。中央教育審議会は答申の中

で、「子供を持つ親が家庭教育の重要性について再認識し、それぞれの家庭においてこれからの

時代にふさわしい子供の教育の在り方を確立し、子供たちが［ゆとり］と潤いのある家庭生活

の中で［生きる力］をはぐくんでいくことを期待する。」としている。 

  さらに、「国際化」、「情報化」への対応も大きな課題である。世界は地球的尺度でものを考え、

行動する時代を迎えている。従って、大人はもちろん、将来を担う子どもの生活も大きく変わ
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り続けていくにちがいない。例えば、諸外国の人々が来日し、観光だけでなく、労働し、生活

し、教育にも従事するようになってきている。一方、日本人も、世界各地を訪れ、観光だけで

なく各地で生活し、労働し、教育を受ける時代になっている。また、我々の衣食住だけを見て

も諸外国との結びつきが強くなってきていることが分かる。今や「国際化」への対応は、大き

な課題である。 

  また、パソコンなどの情報機器やメディアの発達、インターネットなどの世界的な通信シス

テムの発達により、「情報化」は急速に進んでいくことが考えられる。次代を担う子どもは、こ

れらを使いこなすために必要な情報リテラシーを身につけていくことが求められる。その際、

国際言語が当面英語だとすれば、英語の能力も必要不可欠になってくる。 

  これからの社会にとって、「国際化」、「情報化」への対応は、避けて通れない課題である。 

  そして、「ゆとり」の中で「生きる力」を育成することが、学校教育の課題である。受験競争、

いじめや不登校、社会体験不足等の社会的背景に対応して、「ゆとり」のなさの面から子どもの

生活を見直し、解決の方向を示したのが、平成８年（1996年）７月 19日の第 15期中央教育審

議会第一次答申である。この時、社会の変化に対応して生きていくことを「生きる力」と表現

し、解決の方向を示したのである。 

  この「ゆとり」をどうとらえるかが一つの問題である。このゆとりには、時間的、空間的、心

理的な全てのゆとりが含まれていると考えられ、先に述べたストレスに関係しているのである。 

  子どもには、時間的なゆとりがない。保護者は、幼いころから子どもに塾やけいこ事などを

求め、子どもの自由時間が少ないのが現状である。時に集団的な遊びの時間や睡眠時間が減っ

ていることは、憂慮すべき事態である。また、子どもには空間的なゆとりもない。学校、家、塾

を往復するだけの生活の子どもが多いとの調査報告もある。広場、野原等が減り、子どもの遊

び場がゲームセンターになり、その延長で家でもテレビゲームに時間を使い、外遊びをしない

子が増えている状況がある。そして、心理的ゆとりに欠けている。心理的ゆとりとは、自分か

ら何かを始める自由があるということである。今の子どもは、言われてからする、強制されて

する活動が多く、自分から何かを始めることが少ない。「自ら学び、自ら考える」を核にした「生

きる力」は、この心理的拘束から子どもを解放してはじめて可能となるのである。 

  「ゆとり」は、子どもの生きる力を育て、子どもの未来を拓くのである。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「21世紀を展望した我が国の教育の在り方について」中央教育審議会第一次答申 1996.7.19 

 

２ 学習指導要領改訂の経過と実施 

  平成７年（1995 年）４月、文部大臣が第 15 期中央教育審議会に「21 世紀を展望したわが国

の教育の在り方について」諮問。翌年、７月 19日、中央教育審議会は、「総合的な学習の時間」

の創設など、第１次答申を発表。 

  平成８年（1996年）８月 27日、文部大臣は、教育課程審議会に「幼稚園、小学校、中学校、

高等学校、聾学校及び養護学校の教育課程の基準の改善について」諮問。これを受け、翌年 11

月 17日、教育課程審議会が新教育課程の枠組を示した「中間まとめ」を発表し、平成 10年（1998

年）７月 29日、「教育課程の基準の改善について」を答申。 
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  平成 10年（1998年）12月 14日、小・中学校学習指導要領を告示。翌年３月、幼稚園教育要

領、高等学校学習指導要領を告示。 

  平成 11年（1999年）６月３日、文部省が学習指導要領の移行措置を告示。 

  平成 14年（2002年）４月１日、小・中学校学習指導要領同時実施。また、完全学校週５日制

を実施。 

  平成 15年（2003年）４月１日、高等学校学習指導要領が学年進行で実施に入る。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「学制百二十年史」文部省 1992 

 

３ 改訂の特徴と授業時数の変化 

  平成 10 年（1998 年）７月 29 日、教育課程審議会は答申し、改訂の基本方針として、次の  

４点を示している。 

 

（１）豊かな人間性、国際社会に生きる日本人としての自覚を育成すること。 

（２）自ら学び、自ら考える力を育成すること。 

（３）ゆとりのある教育活動を展開する中で、基礎・基本の確実な定着を図り、個性を生かす   

教育の充実を図ること。 

（４）各学校が創意工夫を生かし特色ある教育、特色ある学校づくりを進めること。 

 

  これを受け、平成 10年度版（1998年度版）学習指導要領が作成された。その骨子は、「自ら

学び、自ら考える力の育成、基礎基本の定着、個性を生かす教育の推進」を通して、児童生徒

の「生きる力」を育成することにある。歴史的にみると、知識の定着よりも知識の創造に力点

を置く「ゆとり」を大切にする考え方は、昭和 52年度（1977年度）学習指導要領以降の動向で

あるが、今回の学習指導要領でも、この考えをさらに徹底したものになっている。 

  例えば、次のようなことからも分かる。 

（１）完全学校週５日制の実施に伴い、年間 70 時間削減されたうえで、削減後の時数の８割で 

扱えることを目安として、指導内容の大幅な削減ないし集約がなされた。 

（２）教科・科目の時数が縮小された一方で、国際化や情報化など社会の新たな課題に対応する

面から、「総合的な学習の時間」が創設された。これも、主体的に学ぶことや学ぶことを  

重くみる「ゆとり」の考え方の一環である。 

（３）「ゆとり」の考え方を実質化するために各学校が創意工夫した教育活動を展開する必要が 

あるとされ、「教科内容を２学年まとめて示したり、創意工夫を生かした時間割編成を可能

とするなど教育課程の基準の大綱化・弾力化」が図られた。 

    これによって、「実験を行う理科の授業を 75 分で行ったり、日々の習熟の必要な英語を

25分授業で毎日行うことが可能」となった。 

  安彦忠彦は、平成 10年度版（1998年度版）学習指導要領の性格について、次のように述べて

いる。 
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   2002年からの日本の学校教育は大きく変わることになる。その社会的背景にある最大のも

のは、日本が先進諸国にキャッチアップする段階が終わり、それらの国々と同様に、自らの

経験に基づいて今後の進路を切り開いて行かねばならない段階に入ったということである。 

   そういう意味では、今回の学習指導要領の改訂は、第２次世界大戦以後の、これまでの６

回の改訂の方向の最後であるとともに、これからの方向の最初ともいえる大きな境目となる

性格のものといってよい。そういえる理由は、 

  （1）完全学校週５日制の実施 

  （2）教科再編に影響を与える「総合的な学習の時間」の創設 

  （3）規制緩和による学校での教育課程編成における自由裁量の大幅な拡大 

  （4）教科内容と授業時数の大幅な削減 

  （5）学校開放による教師・保護者・地域住民等の分担・協力の強化 

など、「学校の在り方」を根本から変えるような内容が認められるからである。 

（編者 安彦忠彦 小学校新学習指導要領 Q＆A～解説と展開～総則編 教育出版） 

 

  まさに校長を中心とした「全教職員による主体的な学校・教育課程づくり」が求められてい

たのである。 

  授業時数については、次のとおりである。 

○ 小学校 

学習指導要領告示年月日 平成 10 年（1998 年）12 月 14 日 

学習指導要領実施年月日 平成 14 年（2002 年）４月１日 

区 分 １ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年 ５ 年 ６ 年 

各
教
科 

国語 272 280 235 235 180 175 

社会   70 85 90 100 

算数 114 155 150 150 150 150 

理科   105 105 105 105 

生活 102 105     

音楽 68 70 60 60 50 50 

図画工作 68 70 60 60 50 50 

家庭     70 70 

体育 90 90 90 90 90 90 

道徳 34 35 35 35 35 35 

特別活動 34 35 35 35 35 35 

総合的な学習の時間   105 105 110 110 

総授業時数 782 840 910 945 945 945 
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○ 中学校 

 

≪参考資料≫ 

 ・「小学校学習指導要領」文部省 1998 

 ・「中学校学習指導要領」文部省 1998 

・「小学校新学習指導要領 Q&A解説と展開 総則編」安彦忠彦 教育出版 1999

学習指導要領告示年月日 平成 10 年（1998 年）12 月 14 日 

学習指導要領実施年月日 平成 14 年（2002 年）４月１日 

区 分 １ 年 ２ 年 ３ 年 

各

教

科 

国語 140 105 105 

社会 105 105 85 

数学 105 105 105 

理科 105 105 105 

音楽 45 35 35 

美術 45 35 35 

保健体育 90 90 90 

技術家庭 70 70 35 

外国語 105 105 105 

道徳 35 35 35 

特別活動 35 35 35 

選択教科 0-30 50-85 105-165 

総合的な学習 70-100 70-105 70-100 

総授業時数 980 980 980 
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２節 教育課程と指導要録・評価 

１ 道徳教育の変遷 

平成 10 年(1998 年)の学習指導要領改訂にあたり、道徳は各学校において校長をはじめとす

る全教員が道徳教育を推進するため、道徳教育の全体計画と道徳の時間の年間指導計画を作成

するものとし、全教員が協力して道徳教育を展開することを明示した。年間指導計画の作成に

当たっては、全体計画に基づき計画的・発展的に授業がなされるよう小学校では２学年、中学

校では３学年を見通した重点的な指導が重視された。 

  道徳の内容については、小学校低学年では、基本的な生活習慣や善悪の判断、社会生活上の

ルールを身に付けること、中学年では、自主性、協力し助け合う態度を育てること、高学年で

は、自立心、国家・社会の一員としての自覚を育てることに加え、さらに悩みや心の揺れ、葛

藤等の課題を積極的に取り上げ、考えを深めるよう指導の工夫が求められた。 

  また、平成 14年（2002年)には道徳の時間をはじめ、学校の教育活動の様々な場面で使用す

るとともに、家庭など生活の様々な場面において活用することができる教材として「心のノー

ト」が全児童生徒に配布された。平成 15 年度（2003 年度）の調査によると、この「心のノー

ト」は小学校で 97.1％、中学校で 90.4％が使用されている。 

 

  横須賀市にあってもこのような経過の中、道徳の授業づくりに創意工夫を凝らした取組が研

究所月報で紹介されている。 

 

「一人一人の心の高まりをめざして」  小学校教諭 

   （略）授業づくりに際しては、年間指導計画・学級指導計画を吟味しつつ、子どもたちの

様子（実態）を重要視してプランを立てます。資料から入ったり、ねらいに合わせて資料を

探したりし、次いで流れの中で最も重要な山場となるねらいについての迫り方（方法・形態）

を考えます。それから、ねらいに向けての意識や関心が高まっていくような導入、余韻や日

常の生活に活かしていける終末を考えます。 

 授業のポイント（心掛けていること）はいくつかありますが、子ども主体の授業展開を考

え、何よりも子ども一人一人の心の中に入っていける授業にしたいと考えています。そして

流れの中で、子どもの心の変容（意識の変化）を見取るようにしています。そのためには、

価値観の違う子どもたちを同じ土俵（題材）に上げて、互いの価値観を共有しつつ、練り上

げ、よりよい価値観に気付かせたいのです。（略） 

 子どもたちの自己肯定感を認めながら、「本当にそれでよいのかな」と向き合って考えてこ

そ、子どもたちの心を耕し、響きをもたらす授業になると思います。（略） 

 

「自分のことばで自分を語る」   中学校教諭 

   （略）モラルの低下が社会の大きな問題として取り沙汰される今日にあっては、生徒にも

のごとは平板ではないということを認識させることが必要だと思います。短絡的にものを考

え、刹那的に自分の感情に走って結果を出そうとするのではなく、目に見えることの裏側に

大切なことがあるということを理解してほしいと思うのです。このことが自己を知り、高め
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ること、他者を理解することにつながると考えるからです。 

   その実現のために、一人一人が自分の言葉で自分を語るということを道徳の授業では心が

けています。（略） 

 勿論、道徳は授業という場だけで展開されるものではありません。日常の何気ない場面か

らも生徒は学ぶ機会を見つけ出します。その場その場で適切な助言や指導をしたいのですが、

実際は自分自身がまだまだ未熟な面があり、十分な成果を上げられない状態です。そこで、

自分自身が己を高めるために一層の努力をしなければならないという意識を持って毎日を過

ごしています。 

（横須賀市教育研究所「研究所月報 493」） 

 

  多くの教員が学習指導要領に示された目標達成に向けて授業づくりに励んでいることがうか

がえる寄稿である。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「教育課程部会考える道徳への転換に向けたワーキンググループ資料」文部科学省 2016.5.27 

 ・「小学校学習指導要領」文部省 1998 

 ・「『心のノート』の概要等について 『心のノート』の改善に関する協力者会議第１回配布資料」 

文部科学省 2016.7.23 

 ・「研究所月報 493」横須賀市教育研究所 2005 

 

２ 指導要録の改訂 

（１）改訂の趣旨等 

平成 13年（2001年）４月 27日付けで、文部科学省初等中等教育局長名で「小学校児童指

導要録、中学校生徒指導要録、高等学校生徒指導要録、中等教育学校生徒指導要録並びに盲

学校、聾学校及び養護学校の小学部児童指導要録、中学部生徒指導要録及び高等部生徒指導

要録の改善等について（通知）」が通知された。 

この中で、指導要録は「児童生徒の学籍並びに指導の過程及び結果の要約を記録し、その

後の指導及び外部に対する証明等に役立たせるための原簿」であることを踏まえ、今後は絶

対評価と個人内評価が中心となるようにすることを示している。 

また、「各学校において、指導と評価の一体化、評価方法の工夫改善、学校全体としての評

価の取組が進められるとともに、学習の評価の内容について、日常的に児童生徒や保護者に

十分説明し、共通理解が図られるようお願いします」と述べられている。 

なお、「２ 小・中学校の指導要録について」では、次のような方針で、改訂されることが

述べられている。 

 

ア 各教科の評定について、学習指導要領に示す基礎的・基本的な内容の確実な習得を図る

などの観点から、学習指導要領に示す目標に照らしてその実現状況を評価することに努め

る。 
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イ 「総合的な学習の時間」について、各学校で評価の観点を定めて、評価を文章記述する

欄を新たに設ける。 

ウ 「生きる力」の育成を目指し、豊かな人間性を育てることが重要であることを踏まえ、

「行動の記録」の項目を見直す。 

エ 「生きる力」は全人的な力であることを踏まえ、児童生徒の成長の状況を総合的にとら

える工夫ができるようにする趣旨から、所見欄等を統合する。 

 

（２）記入項目 

ア 「学籍に関する記録」 

「児童生徒の氏名、性別、生年月日及び現住所」 「保護者の氏名及び現住所」 

     「入学前の経歴」 「入学・編入学」 「転入学」 「転学・退学」 「卒業」  

     「進学先」 「学校名及び所在地」 「校長氏名印、学級担任者氏名印」 

イ 「指導に関する記録」 

     「各教科の学習の記録」 「総合的な学習の時間の記録」 「特別活動の記録」 

     「行動の記録」 「総合所見及び指導上参考となる諸事項」 「出欠の記録」 

 

（３）「各教科の学習の記録」の記入のし方 

「Ⅰ 観点別学習状況」については、小・中学校学習指導要領に示す各教科の目標に照ら

して、その実現状況を観点ごとにＡ・Ｂ・Ｃの記号により評定し、記入することとしている。

記入のし方は、以前と同様、３段階絶対評価が求められている。また、特に必要があれば、

観点を追加して記入するとされている。 

「Ⅱ 評定」については、第３学年以上の各教科の絶対評価結果を記述するとされている。

その３段階絶対評価は、「小学校学習指導要領に示す各教科の目標に照らして、その実現状況を

総括的に評価し、記入する」とされ、「十分満足できると判断されるもの」を３、「おおむね満

足できると判断されるもの」を２、「努力を要すると判断されるもの」を１とするとされている。 

中学校の必修科目の場合、５段階評定で、中学校学習指導要領に照らし、「十分満足できる

と判断されるもののうち、特に高い程度のもの」を５、「十分満足できると判断されるもの」

を４、「おおむね満足できると判断されるもの」を３、「努力を要すると判断されるもの」を

２、「一層努力を要すると判断されるもの」を１とすると、絶対評価すべきこととされている。

また、選択教科については、各教科の目標に照らし、「十分満足できると判断されるもの」を

Ａ、「おおむね満足できると判断されるもの」をＢ、「努力を要すると判断されるもの」をＣ

とすると、３段階絶対評価が原則となっている。 

 

（４）「総合的な学習の時間の記録」の記入のし方 

「この時間に行った学習活動及び指導の目標や内容に基づいて定めた評価の観点を記し、

それらの観点のうち、児童生徒の学習状況に顕著な事項がある場合などにその特徴を記入す

るなど、児童生徒にどのような力が身に付いたかを文章で記述する」とされている。個人内

評価を文章で記述するのである。 
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≪参考資料≫ 

 ・「小学校児童指導要録、中学校生徒指導要録、高等学校生徒指導要録、中等教育学校生徒指導

要録並びに盲学校、聾（ろう）学校及び養護学校の小学部児童指導要録、中学部生徒指導要

録及び高等部生徒指導要録の改善等について（通知）」文部科学省 2001.4.27 

 

３ 評価評定、通知表の変遷 

平成 14年（2002年）から実施された学習指導要領は、子どもたちに基礎的・基本的な内容を

確実に身につけさせ、自ら学び、自ら考える力などの「確かな学力」他人を思いやる心や感動

する心などの「豊かな人間性」、たくましく生きるための「健康や体力」などの「生きる力」を

育むことをねらいとしている。この年の研究所月報 448号での巻頭言には、「今回の新しい学習

指導要領の開始と完全週５日制の実施は、まさに『第３の教育改革』であり、教育界にとって

は、本年が『教育元年』の始まりでもある。」との言葉が掲載されている。 

平成元年度（1989年度）の学習指導要領改訂の際の「新しい学力観」の更なる徹底を目指し

て、今回の指導要録の改訂は、目標に準拠した評価を一層重視することとなる大きな分岐点と

なった。きめ細かい学習指導の充実と児童一人一人の学習内容の確実な定着を目指し、学習指

導要領に示す目標に照らしてその実現状況をみる評価とした。そして、評定も、観点別学習状

況の評価をもとに総括的な学習状況を示すこととし、評定についても目標に準拠した評価とな

った。 

 

 ＜観点別学習状況の評価＞ 実現状況を観点ごとに評価 ＡＢＣ 

    〇十分満足できると判断されるもの：Ａ 

    〇おおむね満足できると判断されるもの：Ｂ 

      学習指導要領に示されている「内容」「指導事項」を基準とする評価 

    〇努力を要すると判断されるもの：Ｃ 

      「Ｃ」と評価した場合には、「Ｂ」に実現するように具体的な手立てを講じて指導と

する。 

  ＜評定＞ 小学校３学年以上 ３段階 

     各観点別の評価を評定にいかに総括するかについては、各学校の工夫が求められた。 

 

目標に準拠した評価を行うに当たっては、子どもたちが自ら獲得し身に付けた資質や能力の

質的な面を評価しなければならず、説明責任が求められるようになるため、明確な評価規準・

基準が必要となり、国立教育政策研究所では、平成 13年（2001年）１月から評価規準の研究開

発を進め、平成 14年（2002年）２月に「評価規準の作成、評価方法の工夫改善のための参考資

料」を発表した。また、平成 16年（2004年）３月には「評価規準および評価方法等の改善と開

発に関する研究」の研究成果報告書を発表した。 

神奈川県教育委員会も平成 14年（2002年）６月に「評価資料集」を作成し、平成 16年（2004

年）９月には、国立教育政策研究所の研究成果報告書を受け、「評価資料集Ⅱ」を作成している。 
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横須賀市においても、この評価観の大転換に際し、学習評価への取組に力を入れている。教

育研究所では研究所月報において、平成 14年（2002年）８・９月の連続で、「求められる客観

性・信頼性のある評価の工夫～問われる日常的な評価の積み重ねと通知表・指導要録の改善～」

とのテーマで所長による巻頭言が掲げられ横須賀市教育委員会の評価への取組の紹介と同時に

評価観への啓発が行われている。 

 

通知表に関して横須賀市教育委員会では、小・中学校の校長会代表、教頭会代表、教員代

表の方々を通知表検討委員として委託し、平成 11年の７月より保護者などからアンケートを

とったり、各学校で使用されている通知表の実態調査をした。そして、新教育課程の理念に

基づいた通知表づくりの検討に入り、平成 12年７月より、各教科・領域専門部会を立ち上げ、

観点別学習状況欄の評価項目の検討を進め、「新しい通知表」について平成 13 年５月に報告

があり、各学校で活用されている。 

振り返ると、平成 10年度に告示された新しい学習指導要領は、完全学校週５日制の下、基

礎的・基本的な内容の確実な習得を図り、自ら学び自ら考えるなどの「生きる力」を育成す

ることを基本的なねらいとしている。 

このようなねらいを実現するための児童生徒の学習の評価の在り方について、平成 12年 12

月に、教育課程審議会から答申「児童生徒の学習と教育課程の実施状況の評価の在り方につ

いて」が出された。 

答申においては、観点別学習状況の評価を基本とする現行の評価方法を発展させ、目標に

準拠した評価を一層重視するとの基本的な考え方に立っている。 

平成 14年２月には、国立教育政策研究所の教育課程政策センターから各学校の参考資料と

なる「評価規準の作成、評価方法の工夫改善」が報告された。この参考資料は、教課審答申

の課題にすべて答えているわけではない。例示に基づきながら各学校でより具体的な作成が

求められている。 

この参考資料は、学習指導要領とのかかわりに視点をおき作成されたものである。全国共

通の内容になっているので、各学校の視点も必要になる。 

保護者から信頼されるには、子どもたちにしっかりとした「学力」をつけなければならな

い。「学力」は学習指導要領が示す『基礎的・基本的な内容』に『自ら学び考える力』などの

「生きる力」を含めたものである。「学力」は、一人一人の到達度や個人内のよさや可能性、

総合的な学習などの評価結果のトータルから評価するようにしたい。 

通知表の評価においても、これまでの相対評価による評価からの転換を図り、絶対評価と

個人内評価の両面を生かす評価を充実させることが大切であろう。そして、学習の過程にお

ける評価の充実に取り組み、１学期の到達度評価の結果を、２学期以降の指導に生かす工夫

をすることが重要である。 

今後は、単元終了後、学期末、学年末ごとにそのことの共通理解を深めて、学校の評価観

を確立し、客観性や信頼性のあるものに改善していくことが求められる。 

（教育研究所「研究所月報 454」） 
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教育研究所では、この年の研究員会で小・中学校それぞれ「評価・評定の実践的研究」を新

たに立ち上げ、横浜国立大学の高木教授をスーパーバイザーに迎え、調査研究をスタートし、

教育課題研修講座の中に「評価・評定・通知表を考える」をテーマにした講座を設けた。 

各学校においては、評価規準・基準を具体的に細かく作成し、指導計画の中に評価方法も組

み込み、また、観点別学習状況の評価を評定にする工夫への取組が見られるようになった。 

しかしながら、小学校現場においては、目標に準拠した評価に基づく通知表の導入に当たっ

てかなりの検討が重ねられ、児童・保護者にとってわかりやすい通知表を求めて各学校独自の

通知表が作成される動きが進められることになった。評価観の転換に加えて、平成 15年度（2003

年度）の管理運営規則の改正による２学期制の実施による長期にわたる学期の評価に対する考

え方も通知表の在り方に影響を及ぼした。 

 

大塚台小学校は、平成 18 年度（2006 年度）神奈川県教育課程研究会で「大塚台小学校の評

価」を発表している。この当時、大塚台小学校は開校４年目を迎えている。通知表について今

までの経験を振り返り、これからの通知表の在り方を見据え、新しい通知表づくりに３年計画

で取り組んだ。 

 

 ＜大塚台小の通知表への疑問＞ 

   ・通知表をもらってもすぐに長期休業に入ってしまう。→学びの意識の継続への疑問 

   ・「できました」の〇の数だけ数えている子どもがいる。→認められた努力点や今後の課題が

伝わっているか。結果のお知らせだけに終わっていないか。 

   ・子どもたち、保護者にとって、分かりやすい内容だったか。 

 

＜通知表作成の視点＞ 

  ・分かりやすい、タイムリー、次への励み、継続的、学び方を学ぶ、自己評価力育成 

 

〇平成 15年度（2003年度） 

   ・１年生のみ学習のまとまりごとに提出する「評価シート」を活用したファイル形式の通

知表『大塚台の子』 

   ・２年生以上は横須賀市共通様式通知表 B様式 

   ・保護者参画双方向の通信欄導入 

 

〇平成 16年度（2004年度） 

   ・１～３年生が「評価シート」を活用したファイル形式の通知表『大塚台の子』 

    ４～６年生は、導入できる単元で「評価シート」 

   ・評価規準の作成、年間指導計画の見直し。 

 

〇平成 17年度（2005年度） 

   ・全学年で「評価シート」を活用したファイル形式の通知表『大塚台の子』 
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   ・学習を始める前に、学年で評価シートの目標、観点別の内容を確認。 

   ・児童の振り返り欄を設けた。 

   ・３～６年生に学年末評価、評定を記入した「一年間の学びの様子」を提出した。 

 

＜子どもたちの声＞ 

   ・一つの勉強が終わるとすぐにシートが来るので、分かりやすい。できていないところが

わかる。 

   ・分かりやすいけど、全部のシートが一枚にまとまっていると見やすい。 

   ＜保護者の声＞ 

   ・単元別にシートが来るので、分かりやすい。 

   ・できていないところは、備考欄にコメントが書いてあるので、納得できる。 

   ＜教師の声＞ 

   ・学習の様子を保護者に早く伝えられる。 

   ・三者で通知表をつくっていく感じがしてうれしい。 

 

〇平成 18年度（2006年度） 

 ・独自の『大塚台の子』の見直し、手直し、確認、更新 

 

＜大塚台の学習評価＞ 

『大塚台の子』 

 

学年末評価・評定 

 

評価の蓄積 

 

「評価シート」の提出・評価資料 

 

見取り・励まし・手立て・評価・自己評価・教師からのメッセージ 

 

授業づくり 

 

「評価シート」（目標・観点別内容の確認） 

 

このように、各学校においては、子どもたちに「生きる力」を育成するための通知表の在り

方を求めて独自の通知表を作成し、子どもたちを認め励ます評価を積み重ねていくこととなっ

た。 
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≪参考資料≫ 

 ・「学習評価に関する資料 総則・評価特別部会」文部科学省 2016.1.18 

・「教育課程の改善の方針、各教科等の目標、評価の観点等の変遷－教育課程審議会答申、学習

指導要領、指導要録（昭和 22年～平成 15年）－」国立教育政策研究所 2005.3 

 ・「学習評価の工夫改善に関する調査研究」国立教育政策研究所 2004.3 

 ・「評価資料集Ⅱ－評価活動の参考資料として」神奈川県教育委員会 2004.9 

 ・「研究所月報 448号」横須賀市教育研究所 2002 

  ・「研究所月報 454号」横須賀市教育研究所 2002 

  ・「研究所月報 455号」横須賀市教育研究所 2002 

 ・「道徳教育に係る評価等の在り方に関する専門家会議（第３回）配付資料 資料８ 高木委員

発表資料『指導要録の改訂と学習評価の変遷』」文部科学省 2015 

 ・「指導要録における『評価の観点』の史的変遷」西辻正副 2010 

 ・「2006年教育課程研究会発表資料」横須賀市立大塚台小学校 2006 
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２章 行政としての視点から 
１節 国の制度や教育全般に係る出来事 

１ 人事評価制度の導入 

    平成 12年（2000年）総理大臣の私的諮問機関「教育改革国民会議」は、教育を変える 17の

提案の一つとして「教師の意欲や努力が報われ評価される体制をつくる」という項目を掲げ、

教員免許更新制とともに教職員の評価についても提言した。 

  内容は、「努力を積み重ね、顕著な効果を上げている教師には、『特別手当』などの金銭的処

遇、準管理職扱いなどの人事上の措置、表彰などによって、努力に報いる。」というものであ

る。この提言の背景には、指導力不足教員の存在や公務員制度改革の中で職員の能力や業績を

評価し、能力等級制度の導入が提案されていることがある。 

   教職員の評価については、これまでも 1950年代に導入された「勤務評定」が行われていたが、

教職員団体「日本教職員組合」の反対運動いわゆる「勤評闘争」等があり、必ずしも機能して

おらず形骸化していた。神奈川県においても「勤評神奈川方式」が実施されており、教育改革

国民会議が提案した内容とは異なる内容であった。 

  平成 14年（2002年）文部科学省は、教育改革国民会議のこの提案を受け、教員の資質向上を

図ることと学校の活性化を重要課題と位置付け、形骸化している勤務評定に代わる新しい教職

員評価制度導入の方針を決定し、平成 15年（2003年）に全国都道府県教委・政令指定都市教委

に教員評価の調査研究を委嘱した。 

 

  国の決定に先行して真っ先に新しい評価制度を導入したのは東京都教育委員会である。平成

12年度（2000年度）から教育職を対象とした「能力開発型人事考課制度」として実施した。ま

た、大阪府教育委員会は平成 14年度（2002年度）から「教職員の評価・育成システム」を試験

実施し、平成 15年度（2003年度）には試行実施、平成 16年度（2004年度）から完全実施とい

うスケジュールを立てた。続いて、平成 15年度（2003年度）には、神奈川県教育委員会が「教

職員の新たな人事評価システム」を、広島県教育委員会が「新たな人事評価」を実施し、平成

16年度（2004年度）には京都府教育委員会が「新しい教職員の評価制度」を実施した。 

 

  神奈川県教育委員会は「教職員の新たな人事評価制度」を導入するに当たり、長期間にわた

る準備を行っていた。スタートは、平成 11年（1999年）に神奈川県が策定した「人材育成マス

タープラン」を受けてのことである。それをもとに、県教委は平成 12 年度（2000 年度）以降

に、「教職員人事制度研究会」、「教職員人事制度検討会」を立ち上げ内容を固め、平成 15年

度（2003年度）からの実施をめざすこととしたのである。 

  しかし、神奈川県では、従来、教育問題に関し労使間で協議するという慣行があった。この

新しい教職員の人事評価制度の導入は、大きな問題となったのである。当時の状況を教職員団

体の資料では、次のように記している。 

 

60年代初頭以降、勤評神奈川方式が、紆余曲折を経ながらも継続していたのは、教育論に

立脚した県教委との協議関係である。こうした経過がありながら、研究会、検討会による新
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制度への移行を企図した県教委の動きに対し、私たち神教組（神奈川県教職員組合）は強い

危機感を持ち、神高教（神奈川県高等学校教職員組合）とともに県教委に対して交渉・協議

の場を設定することを強く求めてきた。その結果平成13年（2001年）11月、交渉・協議の場

を持つことを両者で確認することができ、以後100回を超える交渉・協議を行う中で、神奈

川らしい制度を追求してきた。 

  （教職員評価（育成）制度の現状と課題 国民教育文化総合研究所 2005年６月） 

 

  交渉・協議の論点は、①実績主義、成果主義に立つ評価は学校になじまないこと。②全ての

教職員の信頼と協働の上に成り立つ学校においては競争的評価はなじまないこと。③数値的に

評価する要素や基準の設定は困難である。給与等への反映はかえってモラルの低下を招くこ

と。④段階評価のために管理職が教職員の職務行動全般を把握することは無理である等々であ

る。 

  教職員団体との１年半にわたる交渉と協議の末、まとまったのが「教職員の新たな人事評価

システム」であり、その概要は次のとおりである。 

 

（１）評価の目的 

ア 学校全体の教育力の向上や学校の活性化 

イ 教職員の人材育成・能力開発に資すること 

 

（２）評価の方法と扱い 

学校目標、学年・グループ目標をもとに自己目標を設定し自己評価を行う「目標管理手法」

である。 

      「自己観察書」と「観察指導記録」を使用する。 

ア 年度当初（４月中旬～５月中旬） 

自己観察書に自己目標とその手立てを記入する。 

イ １月下旬～２月上旬 

        自己観察書に自己反省と自己評価を記述する。 

        観察指導記録の自己評価欄に３段階絶対評価で自己評価をする。 

    ※ 自己観察書は、自己目標に対する達成状況等に関わって記述する。 

ウ ２月上旬～２月下旬 

        教頭が助言指導記録と５段階評価を記載する。 

        校長が５段階評価（ＳＡＢＣＤ）と特記事項を記載する。 

    ※ 観察指導記録の評価は、自己目標を重要な観点としながら職務状況全般を教頭と校

長が評価する。観察指導記録の評価は、職務分類別、評価項目別の絶対評価で行う。 

エ ３月初旬 

    評価結果は全て本人に開示する。評価結果の写し１枚を本人に交付し、１枚は校長が保

管し、原本は市教委教職員課に提出する。 
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（３）苦情について 

評価の誤りに校長自身が気づいたときは、自ら評価の訂正をすることができる。 

   観察指導者（校長）の評価に対して納得できない場合は、苦情を申し出ることができる。

（市教委教職員課対応） 

 

  横須賀市では「教職員の新たな人事評価制度」の導入を受け、教職員課が管理職を対象に説

明と研修を実施した。５段階評価や助言指導記録など、従来と大きく異なる評価方法であるた

め、学校運営の中でどのように定着させていこうか、その当時は戸惑いを受けた管理職も多か

ったのではないだろうか。一方、当然のことながら被評価者である教職員も、今までの「校長

先生」「教頭先生」の仕事の中に「評価者」という側面が大きくなることを意識し始め、導入初

年度には、各学校で校長が教職員に制度内容の説明を行った際、教職員の反応や雰囲気がいつ

もと違った学校もあったようである。また、初めてのことだからなのか、年度当初の忙しい時

に、自己目標を設定するなどに重圧を感じている教職員もいたようである。管理職にとっても

同様、教職員の自己評価に対する指導助言記録の記入と５段階評価を行うことは、評価者とし

ての責任の重さを痛感する年度末となった。 

 

≪参考資料≫ 

    ・「教育改革国民会議報告－教育を変える 17の提案－」教育改革国民会議 2000.12.22 

    ・「教職員評価（育成）制度の現状と課題 －先行都府県の実態に学び、これからの取組みに 

活かす－」国民教育文化総合研究所 2005 

 

２ 人権教育         

  21世紀は「人権の世紀」。これが時期のキーワードである。 

  20世紀は悲惨な二つの世界大戦を経験したことから「戦争の世紀」と呼ばれ、平和の大切さ

を学んだ。人権の尊重が平和の基礎であるとの共通認識から 21世紀は「人権の世紀」とすべく

国連を中心に様々な取組が進められた。 

  平成６年（1994年）には、国連総会において、人権教育を通じて人権という普遍的文化を築

くことを目的として、平成７年（1995年）から平成 16年（2004年）までの 10年間を「人権教

育のための 10年」と決議された。それを受けて、国においては、平成９年（1997年）「人権の

ための国連 10年」に関する国内行動計画を取りまとめた。この国内行動計画は人権教育の積極

的推進を図り、国際的視野に立って一人一人の人権が尊重される、真に豊かでゆとりのある人

権国家の実現を目指すものであった。あらゆる場を通じた人権教育の推進や重要課題への対応

として女性、子供、高齢者、障害者、同和問題、外国人等への対応も示され、総合的な施策が推

進された。そして平成 12年（2000年）には、更なる推進を図るために、「人権教育及び人権啓

発の推進に関する法律」が施行され、それに基づき、平成 14年（2002年）に「人権教育・啓発

に関する基本計画」が閣議決定され、人権教育・啓発が総合的・計画的に推進されるようにな

った。 
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 これらの流れを受けて、神奈川県では平成 15年（2003年）にかながわ人権施策推進指針を、

平成 21年（2009年）には横須賀市が横須賀市人権施策推進指針を策定している。 

 

  文部科学省においては、「人権教育の指導方法等に関する調査研究会議」が「人権教育の指導

方法等の在り方について」を、平成 16年（2004年）に第一次、平成 18年（2006年）に第二次、

平成 20年（2008年）に第三次取りまとめを公表し、これが現在まで続く人権教育の拠り所とな

っている。学校教育では、人権教育は推進されてはいても、知的理解にとどまり、人権感覚が

十分に身についていないと指摘されていた。そこで、人権尊重の理念について、特に人権感覚

の側面について分かりやすく表現するために、「自分の大切さとともに他の人の大切さを認める

こと」という言葉を使って説明した。 

  横須賀市の人権教育では、児童生徒への人権教育の具体的・実践的な指導を促進するため、

平成 10年（1998年）「人権教育指導者養成講座」（２年を１期間）を開設して、人権教育の指導

者を養成し、各学校に配置するようにした。各学校には、人権教育担当者もいて、担当者対象

の研修講座も開催している。平成 14年（2002年）には、調査研究テーマを「学校教育における

これからの人権・同和教育」とし、「人権教育の全体計画」及び「人権教育の年間計画」のモデ

ルプランの作成を行った。 

  文部科学省が出した「人権教育の指導方法等の在り方について（第一次とりまとめ）」には、

人権教育の目標として次のように述べている。 

 

  一人一人の児童生徒がその発達段階に応じ、人権の意義・内容や重要性について理解すると

ともに、「自分の大切さとともに他の人の大切さを認めること」ができるようになり、それが様々

な場面や状況下での具体的な態度や行動に現れるようにすることが、人権教育の目標である。 

（「人権教育の指導方法等の在り方について［第一次とりまとめ］」文部科学省 2004） 

 

 この目標に向かって人権教育に取り組み続けている。 

 

≪参考資料≫ 

・「『人権教育のための国連 10 年』に関する国内行動計画」人権教育のための国連 10 年推進  

本部 1997 

・「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」2000 

・「人権教育の指導方法等の在り方について［第一次とりまとめ］」文部科学省 2004 

・「人権教育の指導方法等の在り方について［第二次とりまとめ］」文部科学省 2006 

・「人権教育の指導方法等の在り方について［第三次とりまとめ］」文部科学省 2008 

・「かながわ人権施策推進指針」神奈川県 2003 

・「横須賀市人権施策推進指針」横須賀市 2009 
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２節 横須賀市教育全般に係る出来事  

１ 横須賀の教育の指導の変遷 

  ～指導の必携「指導の重点」より～     

平成 14年度 指導の重点 

創意ある教育課程の展開と検証 

～「生きる力」の育成と教育活動の質的向上を目指して～ 

 

観点１ 子どもが生きる教育課程 

 ○ 学校教育目標の具現化を目指し、新たな教育課程の展開と検証を行う。 

○ 育てたい力を明確にした指導計画に基づく学習活動を展開する。 

○ 年間計画の改善と標準授業時数の確保により、子どもの学びを保障する。 

○ 「心のノート」を有効に活用するなど、計画的に道徳教育を推進する。 

 

観点２ 確かな学力を培う授業 

○ 学びの実感がある授業を実践し、基礎・基本の確実な定着を図る。 

○ 目標に準拠した評価を研究・実践し、指導と評価の一体化した授業を展開する。 

○ 主体的な学びを実現するため、体験的・問題解決的学習や選択学習の充実を図る。 

○ 多様な学習形態や指導体制を工夫し、授業を改善する。 

 

観点３ 地域とともに創る学校 

○ 地域・保護者の「ねがい」を捉え、信頼に基づく協働体制を築く。 

○ 子どもが、学校・家庭・地域社会から学ぶ教育活動の一層の充実を図る。 

○ 学校評議員制などを生かし、情報交流の成果を学校運営に反映する。 

○ 常に教育活動を検証し、地域とともに学校評価を進める。 

 

完全学校週５日制のもと、新教育課程実施の年となりました。各学校は、２年間の移行措置

期間で自主性・自律性を発揮し、創意ある教育課程の編成に努めてこられたことと思います。 

今後、さらに子ども一人一人が自らの力を存分に発揮し、学校・家庭・地域の「人・もの・

こと」とのかかわりを通して、学ぶ意味や価値、喜び等を見いだし、心豊かに成長することが

できるよう教育活動を展開していかなければなりません。 

そのためにも、教職員一人一人が新しい時代の教育を創造する当事者としての自覚と責任を

持ち、ともに力を合わせて取り組んでいく必要があります。そして、子どもたちに、「生きる力」

につながる確かな学力を保障し、よりよい教育を実現するために、指導実践を見直す努力が求

められます。 

以上のことから、上記３つの観点を十分に理解し＜創意ある教育課程の展開と検証＞に取り

組んでいただきたいと考えます。 
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平成 19年度 指導の重点 

 本年度の指導の重点は、昨年度からの『確かな学力と豊かな心を育む授業づくり』に加え、

新たに『一人一人の教育的ニーズに応えるための支援教育の推進』を掲げました。 

これらの重点を推進するに当たっては、教師一人一人が資質の向上に努め、学校運営の一翼

を担うという気持ちをもち、学校が組織として動けるシステムの構築が重要です。併せて、子

どもの連続した学びを大切にした異校種間の連携の取組や、学校・地域・家庭との連携の取組

を深めることで、より確実な教育成果が得られるよう推進してください。 

重点１ 確かな学力と豊かな心を育む授業づくりを進める 

 「確かな学力を育む授業」とは、確かな理論と実践に裏打ちされた計画と指導のもと、子ど

も自らが課題をもち、子ども一人一人が主体的にその解決に向けて取り組むことで、実感のあ

る学びを実現させていく授業である。さらに、お互いに高め合える学習集団を形成していく営

みでもある。 

 こうした授業をつくるには、特に次の視点が求められている。 

○授業のねらいの明確化と実現状況を捉える的確な評価 

○体験的な学習や問題解決的な学習の重視 

○学び合いの構築 

 このような授業により、子どもたちは、分かる喜びを感じるとともに、一人一人が自分の存

在意義や能力を肯定的に捉え、他人の存在やかかわり合う喜びを感じ、互いに思いやる心・認

め合う心が育ち、豊かな心も育まれるものである。 

 是非、学校教育における原点ともいえる授業づくりを一層大切にし、子どもたちの学力の定

着・向上を図り、信頼される学校づくりを目指していただきたい。 

重点２ 一人一人の教育的ニーズに応えるための支援教育を推進する 

 平成 16 年度から３年間にわたり重点課題としてきた「不登校」の問題は、その解決に向けて各校

で集中的な取組がなされてきた。この問題については、引き続き不登校児童生徒への支援及び未然

防止に向けた取組を充実していただきたい。しかし学校には、不登校に限らずさまざまな課題をも

つ子どもたちがいる。人間関係に悩んでいたり、いじめや暴力を受けて苦しんでいたり、反社会的

な行動を起こす子どもたちもいる。また、言葉や文化の壁にぶつかり悩みを抱えている外国籍の子

どもたち、障害のある子どもたち、「学習障害（LD）」や「注意欠陥多動性障害（ADHD）」と考えら

れる子どもたちもいる。 

 私たちは、このような子どもたち一人一人に適切に対応していかなければならない。そのために

は、個々のニーズの把握、内外の支援者と関係機関との連携強化、そして、それらを円滑に進める

ための校内の支援体制の構築が不可欠である。以上の点を踏まえ、支援教育のさらなる質の向上を

進めていただきたい。 

≪参考資料≫ 

 ・「平成 14年度 指導の必携」横須賀市教育委員会 2002 

 ・「平成 19年度 指導の必携」横須賀市教育委員会 2007 
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２ 教員育成制度の変容 

  Ⅳ期は、教育改革が叫ばれ様々な答申や報告がなされる中、横須賀市の研修のあり方が大き

く変容した時期である。その第一は、平成 13年（2001年）４月１日より横須賀市が中核市へと

移行し新たなスタートを切ったことである。第二は、平成 15年（2003年）に 10年次研修（横

須賀市では 11年次研修）が法制化されたことである。 

     

 横須賀市は、平成13年（2001年）４月１日、政令指定都市に次ぐ中核市へ移行しました。 

  この中核市への移行は、市民福祉を一層向上させるため、そして、横須賀らしい「活力と

うるおいと生きがい」に満ちたまちづくりを進めるためのものであり、まさに、21世紀の

新しい本市の飛躍、発展の契機になるものととらえております。 

  本市教育委員会においても、中核市移行と新世紀に向けて、特色ある教育行政の実現を

めざし、教育施策の目標と方向、推進策等を定める「教育基本計画」の策定に着手したとこ

ろです。～後略～ 

（指導の必携 平成 13年度・2001年度） 

 

（１）中核市に伴う研修等の準備 

   まさに 21世紀の始まりである平成 13年（2001年）４月１日より、横須賀市は中核市に移

行した。移行は、市の行政体系を大きく変える出来事であり、その準備は着々と進められて

いた。前年の平成 12年（2000年）の指導の必携には、次のように記されている。 

 21世紀を目前に控えた今日、少子・高齢化、高度情報化、グローバル化など社会を取りま

く環境は予想できない早さで変化しています。 

 こうした状況の中で横須賀市は、海・ひと・未来が輝く「国際海の手文化都市」を都市像

に掲げ、時代の動きを鋭く見据え、情報ネットワーク化、環境 ISO14001認証取得をはじめ、

平成 13 年度からの中核都市への移行など、魅力あふれる「住んで誇りに思うまち」を築き

上げようと取り組んでいます。 

 また、本市の学校教育は、教育の現状と課題を明確にしながら、実効ある施策の確立を図

り、明日を拓く豊かな人間性の育成、地域に根ざした創意ある教育活動の展開等、活力ある

学校づくりを目指して取り組んでいるところです。 

 しかしながら、時代の進展とともに学校教育には、生涯学習体系への移行をはじめとして、

学校週５日制や、個性を生かした教育、児童・生徒指導上の問題への対応等、諸施策の確立

とその具現化が大きな問題となっています。 ～後略～      

                                      （指導の必携 平成 12年度・2000年度） 

 

   また、学校教育関係では、特に教職員研修を中核市が実施することになるため、新たな研

修体系や実施体制について、県から移管される研修等も含めて検討が行われた。その状況に

ついて、前年の平成 12年（2000年）の教育研究所所報には、次のように記されている。 
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■中核市の教員研修センターとして 

  平成 13 年度の横須賀市の中核市移行に伴い学校教育課との仕事分担の見直しを進め、横

須賀の研修をどうするか、協議してきた。 

  中核市移行に伴い、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」により、中核市の県費

負担教職員の研修は、当該中核市で行うことになり、横須賀市では、教育研究所が中心とな

り、教員基本研修をはじめ、従来の研修も含め、行うことになった。 

■教員研修センターの課題 

  今年度研修体系のスクラップアンドビルドをし、新しい研修体系を作ったが、まだまだ不

十分なものである。教員の専門職としての資質向上の研修、不適格教員に対する研修体系等、

今後も考え、予算要求していかなくてはならない。  ～後略～ 

                    （教育研究所 所報 第 62号 平成 12年度・2000年度） 

   

今まで、法定の初任者研修を含む基本研修については、県教委と協議し協力するという形

で実施してきた。今後は、横須賀市が中核市として研修を主管するにあたり、横須賀市が必

要な内容を精査し工夫した方法で実施することになる。 

   県教委の取組状況を知るため、市教委学校教育課担当者が県教委義務教育課担当者を訪問

し、１回目の会合を行った。義務教育課の部屋の一角で丸椅子に腰掛けた簡易な会合であっ

たが、たいへん参考になった。義務教育課と会合を行った理由は、移管される研修の中で、

本市にとって重要となる基本研修は義務教育課が長く主管していた経緯からである。内容は、

研修内容の構築と実施にどれだけの人数が必要かということを主にした。即答は難しいとい

うことなので、２回目の会合で返事をもらうことになった。その間、横須賀市教委は学校教

育課と教育研究所で協議を行い、また、県教委義務教育課は、研修に関わる仕事量から、横

須賀市が実施する場合の人数を検討してくれていた。 

   ２回目の打ち合わせでは、基本研修等を実施することになった教育研究所職員も同席して

行われた。義務教育課からの回答は、仕事量からすると、対象人数の規模に関わらず 3.6 人

は必要とのことであった。なお、宿泊研修は、相当数の人数が必要で県教委では、障害児教

育課等の各課や教育センター、教育事務所の応援を頼んでいるとのことであった。 

   また、教育センターが行っている基本研修以外の研修、例えば、長期研修等には引き続き

参加できるのかということについては、検討中とのことで、後日、返事をもらうことになっ

た。その後、この件については電話で連絡をもらい、「児童・生徒指導研修講座」等の課題研

修は引き続き参加をしてもらうが、その他は、法令通り指定都市や中核市が実施するという

ことであった。どうしても、その他の研修に参加したい場合は、案分した費用負担をすれば

参加可能ということであった。理由として、課題研修だけは、指定都市や中核市が独自に行

うより、全県同一に実施した方が効果が高いということである。 

   この費用案分で参加可能との回答については、２つの指定都市でも意見が分かれていて、

「致し方ない」「それでは困る」というものであった。 

   横須賀市教委では、義務教育課からの回答を受け研修の移管と実施に向けて準備を更に進
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め、教育研究所に人員を増やし新たに研修セクションを設置した。そこでは、基本研修の他、

課題研修や管理職研修等も担当することとし、本庁各課と連携をしながら実施することにな

った。 

   なお、県教委でも教育センターの組織規則を一部改正し、本庁各課が実施主体であった基

本研修等を教育センターに移管したところである。（平成 11年・1999年） 

   また、教育センターと第二教育センターを統合し総合教育センターとなり、善行庁舎は、

カリキュラムセンターとして研修等を、亀井野庁舎は教育相談センターとして教育相談を主

業務としてスタートさせた。（平成 14年・2002年） 

   文部科学省は 21世紀が始まった平成 13年（2001年）を教育新生元年と位置づけた。この

頃は、完全学校週５日制、総合的な学習の時間、ゆとりの中で生きる力をはぐくむ等、学校

教育が大きく変わり、教職員研修についても、横須賀市や神奈川県等にとっては、新生元年

となった時期である。 

 

（２）中核市移行にともなう研修の変容 

中核市になったことは、教育分野では、特に教職員研修について大きな変化をもたらした。

平成 12年（2000年）４月１日から施行された改正地教行法（地方教育行政の組織及び運営に

関する法律）の第 59条において、「中核市の県費負担教職員の研修は、都道府県教育委員会

が行う研修に協力するだけでなく、基本的には中核市の教育委員会が行う。」となったので

ある。今まで、横須賀市独自でも多くの研修を主催してきたが、法定の初任者研修、長期研

修等の県教委が主催する研修に多く参加してきた。改正地教行法を厳密に解釈すれば、原則

それらは横須賀市で主催するということである。今までの研修内容や方法の変更だけにとど

まらず組織の変更も必要となる大きな出来事であった。 

     現職教員の研修について、従来は見出しが「本市生涯学習部学校教育課の研修」というよ

うに表記され、研修の内容や趣旨等が紹介されていた。それを中核市移行に伴い、「本市教

育委員会主催の研修体系及び一覧」というように変え、「研修体系」という用語を使うよう

になった。各研修を「基本研修」「専門研修」「課題研修」と大枠でくくり、更に「前期」

「中期」「職能」「担当者」「教科領域等」「課題」等と分類した中に、従来行われていた研

修や新たな研修を組み込み、受講する教職員にとって、研修の位置づけや目指すところが、

より明確になるようにした。 

   次の表は、大きく変わった研修予定案内である。 
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      （横須賀市教育委員会 指導の必携 平成 13年(2001年) 
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（３）中核市移行後に横須賀市が実施した初任者研修の内容 

   「豊かな人間性と教育力に富む教員の育成を目指して、教員としての自覚と実践的指導力

の基礎の育成及び多様な体験を通した幅広い知見の獲得とふれあいを図る」ことをねらいと

して次のような内容で実施された。 

   授業づくりと学習活動の進め方、学級経営のあり方等、初任者が渇望する内容について講

義、協議、参観、実践形式で行われた。市立小・中学校を会場にした授業参観や市立ろう学

校を会場にした横須賀の障害児教育の進め方は、所属校の様子しか知らない初任者にとって

は新たな発見をする重要な機会となった。また、県教委との合同研修に参加することは県内

各市町村の状況を肌で感じることができ、特に、県外出身者にとっては、横須賀市が位置す

る神奈川県の様子を知る絶好の機会であった。宿泊研修について、県教委の３泊４日は、湘

南国際村からふれあいの村へと会場を変更したが、１泊２日の横須賀市は、引き続き湘南国

際村を会場とした。なお、この年度の受講者は 19名である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （横須賀市教育研究所 所報 第 63号 平成 13年度・2001年度） 
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  １年間に渡る初任者研修の実践報告書から初任者の声を抜粋したものである。 

 

  

４月に辞令を頂いた時、これから小学校教師として子どもたちの未来に関わる仕事への責任の大

きさに背筋がピーンと伸びていくのを感じ、１年目がスタートしました。 

１学期、何が分からないのか自分でも分からないほど、初めてのことばかりで戸惑うことが多

くありました。そんな中、私より学校のことを良く知っている子どもたちが、とても助けてくれ

ました。また、周りの先生方にはたくさんのアドバイスを頂き、様々な面で支えて頂きました。 

                          ～中略～ 

 ２学期、学校行事が多く目の前のことをなすのに精一杯の日々が続きました。でも子どもたち

は次々と新しいことに挑戦し、力一杯取り組んでくれました。知らず知らずのうちに私の思いも

「もっとできる。もっとできる。」と、子どもたちへの要求が高くなっていきました。今ここに

いる子どもたちを見つめるのではなく、「もっともっと」と先ばかり見ていた私の顔からは、き

っと笑顔が消えていたのだと思います。一人で煮詰まった気持ちを抱えていたある時、子どもた

ちから手紙をもらいました。「いつも勉強を教えてくれてありがとう。これからも明るく元気な

先生でいてください。」と書かれていました。この手紙が、キリキリしていた私の気持ちをホッ

とほぐしてくれ、もっと今ここにいる子どもたちの思いを大切にしていこうと気づかせてくれま

した。 

  毎日学校へ来るのが楽しいと思える学級経営を目指していこうと思っていたのですが、実際は

そうは簡単にはいかず、気づいたら子どもたちに注意ばかりしていたという日もありました。こ

の手紙によって、もう一度冷静に、学級経営に取り組む姿勢を再認識でき、「子どもたちは担任

である私の鏡。子どもたちにもっと笑顔で接しよう。」 

と思うようになりました。         

                ～中略～ 

  ３学期に入り、初任者研修という場でたくさんのことを学ばせて頂く、という恵まれた環境で

の日々ももう少しとなりました。４月からは２年目、これからが本当の勝負です。            

            ～後略～ 

（平成 14年度 初任者研修実践報告書 H14.5.14） 

 

（４）10年経験者研修の法制化 

    改正教特法（教育公務員特例法）が平成 14 年（2002 年）６月 12 日に公布され、平成 15 年

（2003年）４月１日から施行されることが、各都道府県、指定都市、中核市教育委員会等に通

知された。 
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 教育公務員特例法の一部を改正する法律等の公布について（通知）平成14年８月８日 

   第 1 改正法の趣旨 

 平成14年度から全国の小・中学校で実施されている新しい学習指導要領等の下，基 

 礎・基本を確実に身に付けさせ，自ら学び考える力などを育成し，確かな学力の向上 

 を図るとともに，心の教育の充実を図るためには，実際に指導に当たる教諭等にこれ 

 まで以上の指導力が必要とされていることから，教育公務員特例法を改正して，教諭 

 等としての在職期間が10年に達した者に対する個々の能力，適性等に応じた研修を制 

 度化するものであること。 

   第 2 改正法の概要 

 1  10年経験者研修関係 

 （1） 小学校等の教諭等の任命権者は，小学校等の教諭等に対して，その在職期間 

   が10年（特別の事情がある場合には，10年を標準として任命権者が定める年数） 

   に達した後相当の期間内に，個々の能力，適性等に応じて必要な事項に関する研 

   修（「10年経験者研修」という）を実施しなければならないこととすること。 

  （法第20条の3第1項関係） 

 （2） 任命権者は，10年経験者研修を実施するに当たり，10年経験者研修を受ける 

   者の能力，適性等について評価を行い，その結果に基づき，当該者ごとに10年経 

   験者研修に関する計画書を作成しなければならないこととすること。（法第20条 

   の3第2項関係） 

 （3） 任命権者が定める10年経験者研修に関する計画は，教員の経験に応じて実施 

   する体系的な研修の一環をなすものとして樹立されなければならないこととする 

   こと。（法第20条の4関係） 

 2  施行期日 

    改正法は，平成15年4月1日から施行すること。（改正法附則第1条関係） 

 3  その他 

 （1） 市町村の設置する幼稚園の教諭等に対する10年経験者研修は，当分の間，当該 

   市町村を包括する都道府県の教育委員会が実施しなければならないこと等とする 

   こと。（改正法附則第2条関係） 

 （2） 指定都市及び中核市の県費負担教職員に対する10年経験者研修は当該指定都市 

   又は当該中核市の教育委員会が，市町村の設置する中等教育学校の県費負担教職 

   員に対する10年経験者研修は当該市町村の教育委員会がそれぞれ行うこととする 

   こと。（改正法附則第3条関係） 

 （3） 中核市の設置する盲学校，聾（ろう）学校及び養護学校の幼稚部の教諭等に対 

   する10年経験者研修は，当分の間，当該中核市を包括する都道府県の教育委員会 

   が実施しなければならないこととすること。（改正法附則第3条関係） 

        教育公務員特例法の一部を改正する法律等の公布について 

                                                      （～後略～） 
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  この通知を受け、横須賀市では平成 15年度（2003年度）から教員経験 10年を経過した教職

員を対象に、従来の 11年次教職経験者研修を拡充し、新たな内容の「11 年次教職経験者研修」

を実施することになった。この背景として、教職員の不祥事や指導力不足教員の存在、不適切

な指導などの他、学校の閉鎖性が指摘されていたことは否めない。内容を従来の内容と比較し

たものが次である。 

 

 〔平成 13年度（2001年度）の内容〕 

  ○ねらい 

    人権・同和教育に対する理解と認識を深め、教育実践の場における諸問題について研修

し、様々な課題に対応できる教員としての資質・力量の向上を図る。 

  ○研修日数 ３日 

   ○研修内容 

    ①講義「子どもの人権について考える」 

    ②研究協議「各自のレポート」 

    ③講義「教育公務員としての自覚・心構え・服務について」 

  ○受講者  55名 

 

 〔平成 14年度（2002年度）の内容〕 

    ○ねらい 

    11年次研修を「社会体験研修」として位置づけ、学校以外の社会にも視野を広げ、社会

との連携を図り、自らが体験学習の重要性を認識し、子どもたちに思いやりの心や公共心

を深め、生きる力をはぐくむための指導力向上を図る。 

  ○研修日数 ７～９日（共通研修３日・各事業所における研修４～６日） 

    ○研修内容 

    ①講義「社会体験研修の重要性と開かれた学校づくりの視点」 

        ②講義「社会体験研修に参加して」 

    ③協議「実践交流」 

        ④各事業所体験 ※教育研究所指定及び各自で設定 

        （福祉施設）  フィオーレ久里浜・春光学園・三和保育園 

    （障害者作業所）ぼくのクレヨン・青いとり作業所・清光園 

（流通小売業等）エイヴィ・ヨコスカ産業・平坂書房・ファミリースポーツよこすか・

一本堂・久里浜石油・アクワサーフウィンド 

        （飲食・製造業）住吉仕出しセンター・立花・なんくる・さかくら 

        （事業所）      渡辺設計事務所・原法律事務所・ＳＥＯ・コニカメディカル 

        （その他）   鎌倉プリンスホテル・かもめ助産院・長井動物病院・畜産農家・ 

鎌倉市長谷こども会館 

   ○受講者 30名 
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  〔平成 15年度（2003年度）の内容〕 

     ○ねらい 

「教育公務員特例法の一部を改正する法律」に基づき、採用後 10年の小・中・市立高の

教員の資質能力の向上を図り、個々の適正を伸長する。 

   ○研修日数 校外研修 20日程度（長期休業中に実施）、校内研修 20日程度 

     ○研修内容 

   （１）校外研修（20日） 

   〈指定共通研修〉（４日） 

         ①講義「横須賀の教育」 

         ②講義「授業づくりについて」 協議「実践報告」 

         ③講義「学校教育相談と児童生徒理解」 協議「実践報告」 

     ④講義「社会から見た学校教育」 協議「実践報告」 

   〈社会体験研修〉（６日）※教育研究所指定 

        （福祉施設）  フィオーレ久里浜 

        （障害者作業所）ぼくのクレヨン 

        （流通小売業等）エイヴィ・平坂書房・三春商会 

        （事業所）      渡辺設計事務所・西建設 

   〈選択研修〉（10日）※受講者と管理職で研修計画を作成する。 

     （２）校内研修（20日） 

     〈授業研究〉 

     〈教材研究〉 

     〈特定課題研究〉※児童・生徒指導 

     ○受講者 教諭 14名・養護教諭１名（養護教諭は校外 10日・校内 10日） 

 

このⅣ期は、横須賀市が新採用研修として「初任者研修（法定）」、経験者研修としての「フ

ォローアップ（２年次教職経験者）研修」「６年次教職経験者研修」「11年次教職経験者研修

（法定）」「16年次教職経験者研修」「26年次教職経験者研修」という教職員のライフステー

ジに沿った基本研修の体系を形作った時期である。また、それらを計画する部署として教育研

究所に新たに研修セクションが設置され、学校教育課とより綿密な連携を取りながら実施する

こととなった時期である。 

  なお、本市における基本研修の体系は次のように変容した。 

 

 〔平成 13年度〕 

  〈前期研修〉 初任者研修・６年次教職経験者研修 

    〈中期研修〉 11年次教職経験者研修・社会体験研修・16年次教職経験者研修 

    〈後期研修〉 26年次教職経験者研修 
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 〔平成 14年度〕 

  〈新採用研修〉初任者研修 

    〈経験者研修〉６年次教職経験者研修・社会体験研修（11年次）・16年次教職経験者研修・

26 年次教職経験者研修 

 〔平成 15年度〕 

  〈新採用研修〉初任者研修 

    〈経験者研修〉フォローアップ（２年次教職経験者）研修・６年次教職経験者研修・ 

11 年次教職経験者研修・21年次教職経験者研修（16年と 26年を統合する。） 

  〔平成 16～18年度〕平成 15年度に同じ 

〔平成 19年度〕平成 15年度の体系に「拠点校指導教員研修」が加わる。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「平成 12年度 指導の必携」横須賀市教育委員会 2000 

・「平成 13年度 指導の必携」横須賀市教育委員会 2001 

・「所報 第 62号」横須賀市教育研究所 2001 

・「所報 第 63号」横須賀市教育研究所 2002 

・「所報 第 64号」横須賀市教育研究所 2003 

・「所報 第 65号」横須賀市教育研究所 2004 

 ・「平成 14年度 初任者研修実践報告書」横須賀市教育研究所 2002 

・「教育公務員特例法の一部を改正する法律等の公布について（通知）」文部科学省 2002.8.8 

 ・「創立 50周年記念誌」神奈川県立総合教育センター 2014 

・「教育研究所創立 65周年記念誌」横須賀市教育研究所 2013 

  

３ 学校評価・評議員の導入 

（１）学校評価 

Ⅳ期の中頃になると、県知事選挙や市議会議員選挙で、候補者が従来の抽象的な公約に代わ

り、盛んにマニフェスト（政策綱領）という言葉を使い、実現までの期間や数値目標など具体

的な政策を打ち出すようになった。有権者が判断しやすい反面、当選後には責任を問われる根

拠となる厳しいものである。新しい学校評価の考え方も、この時期に示されたものであった。 

     横須賀市では、教育研究所「学校経営研究員会」が、いち早く学校評価の研究に取り組み

成果をまとめている。研究に対する次の冒頭文に記されていることは、各学校での学校評価

に対する考え方の転換を促す参考資料となったはずである。なお、この研究は、平成９年（1997

年）に始まり、平成 12年（2000年）には横須賀版「学校評価表」を提示するに至った。 

学校評価については、その時々の時代状況を背景に、かなり以前から重要性や必要性が

叫ばれてきました。横須賀の学校でも「教育反省」や「年度末反省」という形で従来から
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の学校評価が行われてきましたが、評価項目の選定や評価基準の確定、 評価方法の確立

といった面で、十分であったとは言えず、学校評価が活かされていなかったようです。 

21世紀に向け、説明責任とともに開かれた特色ある学校づくりの必要性が叫ばれていま

す。また、学校評議員制度も導入されようとしています。このようなとき、学校内部から

の評価だけでなく、民間のマネジメント評価の手法や考え方を取り入れたり保護者や地域

住民による外部からの学校評価の導入も求められています。 

                  （横須賀市教育研究所 紀要 248集） 

平成 14年（2002年）４月になると、文部科学省より小学校設置基準等が施行され、「学校

の自己評価の実施」と「結果の公表」という学校評価が努力義務化された。 

   横須賀市では、学校評価について、平成 13年（2001年）の指導の必携の中で、教育長の次

のような言葉が記され、学校の説明責任と開かれた学校づくりを取り上げ、「自己評価」の

重要性を示唆している。 

学校教育の信頼を向上させる観点から、各学校が自校の教育活動を保護者や地域の方々に

説明することの重要性を認識していかなければなりません。各学校においては子どもの学習

状況や教育課程の実施状況等の「自己評価」を行うとともに家庭や地域の方々の率直な意見

を聞くなどして教育課程、指導計画、指導方法等の改善を図ることが重要となってきます。 

         （横須賀市教育委員会 指導の必携 平成 13年・2001年） 

また、平成 15 年（2003 年）12 月には、学校教育課より「よりよい学校評価のために」と

いう小冊子が発行され、各学校の取り組む内容が示されている。 

   その後、平成 18 年（2006年）３月には、文部科学省が「義務教育諸学校におけるガイドラ

イン」を策定し各都道府県教育委員会に通知した。その中で、「努力義務となって以来、全

国公立の小中学校における自己評価の実施率は 98パーセントを超えているが、実施内容が不

十分であり、評価結果の公表が進んでいないという課題がある。」ことも記されていた。 

    ガイドラインでは、自己評価については、予め目標及び指標を設定した上で、評価を行う

こと、外部評価については、保護者や地域住民等によって構成される外部評価委員会を置く

こと、自己評価及び外部評価の結果については、文書にまとめた上で、ホームページ等で公

表することとなっている。  

   さらに、平成 19年（2007年）に学校教育法及び学校教育法施行規則を改正し、学校評価の

実施を法令上義務付け、学校評価の実施状況を学校設置者（横須賀市教委）に報告すること

となった。 

  第42条 小学校は、文部科学大臣の定めるところにより当該小学校の教育活動その他の学

校運営の状況について評価を行い、その結果に基づき学校運営の改善を図るために必

要な措置を講ずることにより、その教育水準の向上に努めなければならない。 

 〔この規定は、幼稚園、中学校、高等学校、特別支援学校にもそれぞれ準用〕 

                                             （学校教育法 平成19年６月改正） 
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  第66条 小学校は、当該小学校の教育活動その他の学校運営の状況について、自ら評価を

行い、その結果を公表するものとする。 

  ２ 前項の評価を行うに当たっては、小学校は、その実情に応じ、適切な項目を設定して

行うものとする。 

 

  第67条 小学校は、前条第１項の規定による評価の結果を踏まえた当該小学校の児童の保

護者その他の当該小学校の関係者（当該小学校の職員は除く）による評価を行い、そ

の結果を公表するよう努めるものとする。 

 

   第68条 小学校は、第66条第１項の規定による評価の結果及び前項の規定により評価を行

った場合はその結果を、当該小学校の設置者に報告するものとする。 

   〔これらの規定は、幼稚園、中学校、高等学校、特別支援学校にもそれぞれ準用〕 

                      （学校教育法施行規則 平成19年６月改正） 

     

平成 14年（2002年）に努力義務とされた学校評価は、平成 18年（2006年）のガイドライ

ンを経て、平成 19年（2007年）には法律上義務付けられた経緯である。方法も、「自己評価

と公表」から、「外部評価（保護者や地域住民による外部評価委員会設置）・ＨＰ等で公表」

が加わり、さらに「学校関係者評価・評価結果を設置者（市教委）に報告」することとなっ

た。各学校では、評価項目の再設定や基礎資料となるアンケートの作成・配布・回収・分析

など、この業務に携わる仕事量は相当多く苦労している状況であった。 

 

（２）学校評議員制度の導入 

平成 12年（2000年）１月 21日の学校教育法施行規則の改正により制度化され、同年４月

１日から施行されたものである。 

   この制度は、一体となって子どもたちの健やかな成長を図っていく観点から、学校をより

地域に開かれたものにするため、学校が保護者や地域住民の意向を把握し、教育活動に反映

するとともに、その協力を得て学校運営を行っていく仕組みとして設けられた制度である。 

 

   文部科学省は、制度を導入したことにより、学校評議員が、学校や地域の実情に応じて、

学校運営に関し、 

   ・保護者や地域住民等の意向を把握し反映すること  

   ・保護者や地域住民等の協力を得ること  

   ・学校運営の状況等を周知するなど学校としての説明責任を果たしていくこと 

  ができると期待し、さらに、校長が学校運営に当たり、学校の教育目標・計画や地域との連

携の進め方などに関し、保護者や地域住民の意見を聞くとともに、その理解や協力を得て、

特色ある教育活動を主体的かつ積極的に展開していくことが期待される制度であると説明し

ている。なお、以下は制度の概要である。 
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  ＜設置について＞ 

•学校評議員は、設置者の判断により、学校に置くことができる。  

   •学校評議員の人数や任期など具体の在り方は、設置者が定める。 

   ＜運営について＞ 

   •学校評議員は、校長の求めに応じ、校長が行う学校運営に関し、意見を述べることができ

る。  

   •学校評議員に意見を求める事項は、校長が判断する。 

   ＜委嘱について＞ 

   •学校評議員は、校長の推薦により、設置者が委嘱する。  

   •学校評議員には、当該学校の職員以外で、教育に関する識見と理解のある者から委嘱する。 

 

横須賀市教育委員会では、平成 12年度（2000年度）より導入に向けての検討を始めた。ま

た、それと並行し、教育研究所「学校経営研究員会」が、現職校長を対象にした調査計画の

準備を始め平成 13年（2001年）10月に実施した。結果は平成 14年（2002年）３月に公表さ

れ、学校評議員制度導入時の貴重なデータとなった。 

学校評議員制度の実施や運営については、各市町村教育委員会の判断にゆだねられてお

りますが、下記のような視点から、今後、横須賀市はもとより全国的に本制度の必要性が

高まるものと考えています。 

① 地方分権、規制緩和の動向を受け、学校の自主性・自律性の確立が求められている      

が、それに伴い、学校の説明責任、結果責任が強く問われることになる。 

② 学校運営の閉鎖性に対して、保護者や地域から開かれた学校づくりを求める気運が

      今以上に高まってくる。 

③ 現在の学校教育及び子どもの実態を見ると、学校だけでは解決できない課題も多く、

学校・家庭・地域が一体となって子どもの教育にかかわる必要に迫られている。 

 （横須賀市教育研究所 紀要262集「学校評議員」についてのアンケート調査

「学校経営研究員会」平成14年・2002年３月より抜粋） 

上記は、紀要 262 集の「はじめに」に記されているものである。国を挙げての教育改革が

次々と進行している中、学校評議員制度の必要性を端的に表している。 

   調査は、13項目の内容を小学校・ろう・養護学校の 50校、中学校 25校の学校現職校長に

アンケート方式で行われ、小・中学校の結果比較もなされた。興味深い内容について、その

一つを見てみる。 

    問２ 学校評議員の導入で心配されることは何でしょうか。（複数回答 可） 

    〔項目〕                                       〔小学校回答〕〔中学校回答〕 

      ａ) 学校の教育活動への介入・批判              33校         15校 

      ｂ）教職員人事への介入                         15校          6校 
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      ｃ）評議員所属の団体の意見の反映場所になる     13校          7校 

          ｄ）特色ある学校づくりへの理解が難しい          2校          3校 

          ｅ）その他                                      4校          2校 

ｅ）その他についてのコメントは、①ａ）～ｄ）の可能性はあるが、前向きにとらえた

い。批判はあって当然と思う。②人選 ③教職員自身が本質を理解する意義 ④具体的

な即時対応が難しい課題 ⑤学区内の適任者が小学校や高校と重複しないくらい数多く

いるか。 

    〔分析考察〕 

       「学校の教育活動への介入・批判の心配」が多数である。これは、学校評議員制の

意義が十分周知されていないことや自分たちが行っている教育活動について多少の不

安があるように思われる。評議員と学校の関係を明確にすることで、この制度の趣旨

を充実させることができるのではないか。 

学校の自主性や自律性を尊重しながら、保護者や地域の方々の意見を学校運営に反  

映させることが重要であろう。批判や意見は予測されるが、学校づくりの展望（学校

理解と課題）や評議員の貢献できる役割を明確にすることで協力は得られるので  

はないか。 

    〔結果比較〕 

小学校、中学校ともほぼ同じ結果になっている。「学校の教育活動への介入・批判」

の心配が多数である。評議員制度の趣旨の徹底が望まれる。 

      （横須賀市教育研究所 紀要 262集「学校評議員」についてのアンケート調査 

「学校経営研究員会」平成 14年・2002年３月） 

問２の調査結果を見ると、分析考察には記されていないが複数回答（小学校 67校・中学校

33校）が多く、導入に向けての各学校が抱く不安感がうかがえる。また、問 12の「学校評議

員」の導入に当たって設置者である教育委員会に要望したいことがありましたらご記入くだ

さい。」と問 13の「その他学校評議員の導入について、お考えがありましたらご記入くださ

い。」という質問に、評議員への謝礼の予算化、横須賀市広報誌等でのＰＲ、人選の基準、評

議員に趣旨の徹底等々、導入直前に迫った多くの要望が寄せられている。 

   平成 14 年（2002 年）４月 19 日と 22 日にヴェルクよこすかホールにて、教育委員会関係

者、各学校長、学校評議員が集まり辞令交付式が行われた。横須賀市の学校評議員制度につ

いて、学校教育課長より、次のような説明がなされた。 

 

ア 役割については、 

・校長の求めに応じ、学校運営に関した情報提供を受け、地域社会の状況を参考に意見を

述べる。 

   ・家庭や地域社会がそれぞれにもつ機能を活かして、児童生徒の健全育成のために、学習

支援や安全指導の意見を述べ、校長の学校運営を支援する。 

   ・学校の組織として位置づけられる。 
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イ 人数については、 

・５名以内とする。（学校と学校評議員との間で率直な意見交換ができるよう。） 

・幼稚園は、併設小学校の評議員が併任する。 

ウ 選出と身分については、 

・校長からの推薦に基づき教育委員会が委嘱する。 

・１年を任期とした非常勤特別公務員とする。 

エ 留意事項については、 

・職務上知り得た秘密や個人情報に関しては守秘義務がある。 

 

横須賀市で初めての学校評議員は、小学校 226名、中学校 116名、ろう・養護学校８名で、

合計 350 名が委嘱された。また、学校評議員の顔ぶれは、元 PTA 関係者、町内・自治会長、

青少年相談員、民生委員、体育指導員、保護司、保護者、医師など、学校教育や青少年育成に

理解と識見があり、学校運営に支援と協力の意向を持った方々であった。 

   その後、学校評議員制度が軌道に乗るとともに、平成 17年（2005年）からは全体での辞令

交付式がなくなり、各学校長より教育委員会の委嘱辞令が手渡されるようになった。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「義務教育諸学校におけるガイドライン策定のお知らせ（通知）」文部科学省 2006.3 

  ・「平成 13年度 指導の必携」横須賀市教育委員会 2001 

・「紀要 248集『新教育課程に向けた学校評価のあり方』」横須賀市教育研究所 2002 

・「紀要 262集『学校評議員』についてのアンケート調査」横須賀市教育研究所 2002 

  ・「月報 458号」横須賀市教育研究所 2002.12 

 

４ 学校選択制の導入 

  学校教育法施行令により、就学児童・生徒の就学すべき学校は、住民登録上の住所により指

定されている。 

  平成９年（1997年）に文部省から「通学区域制度の弾力的運用について（通知）」が出され、

市町村教育委員会に対して、教育上の影響などに留意しつつ、通学区域制度の弾力的運用に努

めるよう求められた。 

  横須賀市教育委員会では、平成 13年度（2001年度）～14年度（2002年度）に学校選択自由

化についての検討を行い、平成 14 年（2002 年）10 月１日、「中央ブロック」の桜台・坂本・

不入斗・常葉中学校区において、平成 15年度（2003年度）新入生を対象に「学区の自由モデル

事業」として、学校選択制を試行することを決定した。翌年平成 15 年度（2003 年度）には、

「衣笠ブロック」の公郷・池上・衣笠・大矢部中学校区において試行し、平成 16年度（2004年

度）には、市内全ブロックの中学校区において学校選択制を実施した。 

その目的は、児童・保護者の関わりを強め学校や教育への関心を高めること、教職員の意識

改革、学校の活性化であり、選択方法は、次の２通りを併用した。 
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（１）〔ブロック選択制〕市内全学校を６つのブロックに分け、指定の中学校と同じブロックの

中から選択できる。 

（２）〔隣接区域選択制〕ブロック外でも指定の中学校に隣接している中学校から選択できる。 

 

  各中学校には、最大 40名を上限とした受け入れ枠を設け、学校施設に余裕の無い中学校は受

け入れ枠を０とした。（浦賀中学校は平成 17年度に、常葉中学校は平成 18年度に０となった。）

なお、希望者が受け入れ枠を超えた場合は公開抽選とした。対象者は小学校６年生で、学校を

選択できる機会は中学校へ就学するときのみである。 

  選択する側の小学生やその保護者からは、「指定の学校より近い学校にいける」「希望して

いる部活動がある」「仲良しの友達と同じ学校に通える」「今までにない制度で新鮮な気持ち

になる」など肯定的な反応が多かった反面、進学先の中学校における一部の風評を気にし過ぎ

ることもあった。選択される側の中学校では、「入学者数が定まらない」「通学区域が広範化

する」など、従来にない対応を迫られた。 

 

    なお、初年度の平成 16年（2004年）の制度利用者は、児童数全体の 8.8％であった。 

 

＜ブロック一覧＞ 

 小学校名 指定の中学校 選択できる中学校名 

北 

追浜・夏島・浦郷 追浜中学校 追浜・鷹取・田浦 

鷹取 鷹取中学校 鷹取・田浦 

船越・田浦・長浦 田浦中学校 鷹取・田浦・坂本・池上 

中

央 

逸見・沢山・桜・汐入 坂本中学校 坂本・不入斗・田浦・池上・衣笠 

豊島・鶴久保 不入斗中学校 坂本・不入斗・公郷・衣笠 

諏訪・田戸 常葉中学校 坂本・不入斗・常葉・公郷・大津 

衣

笠 

公郷・森崎（一部） 公郷中学校 
公郷・池上・衣笠・大矢部・不入斗・

大津・久里浜 

池上 池上中学校 
公郷・池上・衣笠・大矢部・田浦・

坂本・大楠 

城北・衣笠（一部） 衣笠中学校 
公郷・池上・衣笠・大矢部・坂本・

不入斗 

衣笠（一部）・大矢部（一部）・

森崎（一部） 
大矢部中学校 

公郷・池上・衣笠・大矢部・岩戸・

久里浜・武山・大楠 

東 

山崎・大津・根岸・大塚台（一部） 大津中学校 大津・馬堀・鴨居・公郷・久里浜 

走水・馬堀・望洋（一部） 馬堀中学校 大津・馬堀・鴨居 

望洋（一部）・大塚台（一部）・

浦賀・高坂 
浦賀中学校 

大津・馬堀・浦賀・鴨居・久里浜・

神明 

小原台・鴨居 鴨居中学校 大津・馬堀・鴨居 
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南 

岩戸・粟田（一部） 岩戸中学校 
岩戸・久里浜・神明・野比・北下浦・

長沢・大矢部・武山 

大矢部（一部）・大塚台（一部）・

久里浜（一部）・明浜（一部）・

神明（一部） 

久里浜中学校 
岩戸・久里浜・神明・野比・北下浦・

長沢・公郷・大矢部・大津 

久里浜（一部）・明浜（一部）・

神明（一部） 
神明中学校 

岩戸・久里浜・神明・野比・北下浦・

長沢 

粟田（一部）・野比（一部）・ 

野比東 
野比中学校 

岩戸・久里浜・神明・野比・北下浦・

長沢 

北下浦（一部）・津久井（一部） 北下浦中学校 
岩戸・久里浜・神明・野比・北下浦・

長沢・武山 

野比（一部）・北下浦（一部）・

津久井（一部） 
長沢中学校 

岩戸・久里浜・神明・野比・北下浦・

長沢・武山 

西 

長井 長井中学校 長井・武山・大楠 

富士見・武山・荻野（一部） 武山中学校 
長井・武山・大楠・大矢部・岩戸・

北下浦・長沢 

荻野（一部）・大楠 大楠中学校 長井・武山・大楠・池上・大矢部 

 

≪参考資料≫     

・「『横須賀市学校選択制検証会議』報告書」横須賀市教育委員会 2016 

 

５ 二学期制の導入に向けて 

    平成 14年度（2002年度）より小・中・特殊教育諸学校において新しい教育課程が完全実施さ

れた。この教育課程は、完全学校週５日制という日本の教育にとって大きな試みとなる内容を

柱にしているものである。完全週５日制は、学校以外の社会では昭和の終わり頃（1988年頃）

に導入されていたが、学校においては週１回、週２回と段階的に導入されてきた経緯がある。 

    完全学校週５日制のねらいは、子どもの生活全体にゆとりを確保し、子どもが主体的に使う

ことができる時間を増やし、学校・家庭・地域社会が相互に連携しつつ、子どもたちに社会体

験や自然体験などを経験させ、自ら学び、自ら考える力や豊かな人間性、健康や体力などの「生

きる力」を育むことであるとした。 

  この他に、Ⅳ期は、国・県レベルでは学校評価や人事評価システムの導入、横須賀市では２

学期制や学校選択制の導入など、今までにない新しい制度が次々と導入された時期である。 

  横須賀市が２学期制を導入するにあたっては、学校行事や進路指導など、従来の学校年間予

定を大きく変更する必要があるため様々な議論がなされた。その中で、学びの連続性の実現、

学習活動における評価の充実、児童生徒と向き合う時間や面談等の教育相談の時間の確保など、

新しい教育課程の内容を実現するためには有効な制度であるということから導入の方向へと向

かった。 
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  平成 14年度（2002年度）森崎小学校において、上記内容を実現するための研究が行われ、２

学期制を実施した。次は、研究紀要の一部である。 

 

（紀要「新しい森崎小学校」 平成 14年度（2002年度） 横須賀市立森崎小学校） 

 

 学校週５日制の中で、子どもたちにとってゆとりある学校は、 

（１）学び方のゆとり（時間的なゆとり） 

学習を振り返るゆとりをもち、基礎的・基本的な力が付くようにするため、モジュール制

による授業、ティーム・ティーチングの推進、長期休業中の学習の進め方を工夫する。 

（２）学ぶ場のゆとり（空間的なゆとり） 

ゆとりある学習の中で、学びの場を教室の外にも求め、わかる喜びや学ぶ楽しさを実現

するため、地域素材を生かした教育活動、自ら調べたり実際にやってみたりする学習活動

を進める。 

（３）学び合うゆとり 

    学級を単位とせず、自分の興味や関心に沿った学習活動、学習を振り返り、補充的発展

的な学習活動、学年を越えて異年齢による学習活動を進める。 

  また、教師にとっての指導のゆとりは、 

（１）１学期間が長いので、繰り返し指導ができる。 
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（２）教える単位を長くできるので、様々な学習活動が計画できる。 

（３）通知表を出すまでの期間が長いので、評価と指導が丁寧にできる。 

（４）ティーム・ティーチングなどにより、子どもの学習スタイルに合わせたり、少ない人数で

指導したりすることができる。 

  ２学期制における「子どものゆとり」と「教師のゆとり」を明確に提示している内容である。

なお、前期と後期の区分は、祝日である体育の日の前日を前期終了とし、３連休を挟んだ 10月

15日を後期開始とした。 

 

  （紀要「新しい森崎小学校」 平成 14年度（2002年度） 横須賀市立森崎小学校） 

横須賀市教育委員会は、平成 15年度（2003年度）に、森崎小学校の研究成果を踏まえ、「横

須賀市立小学校及び中学校の管理運営規則に関する規則」の改正により、各学校の判断で２学

期制実施を可能とした。また、２学期制実施校の学期及び休業日に関しての通知も行った。モ

デル校 10校（小学校５校、中学校５校） が実施する。 
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  平成 17年度（2005年度）には、中学校全校が２学期制を実施することとなった。 

 

≪参考資料≫ 

・「横須賀市立学校『新たな学期制のあり方』について（答申）」 

横須賀市立学校学期制検討委員会 2017.9 

・「紀要『新しい森崎小学校』」 横須賀市立森崎小学校 2002  

・「所報 第 64号」横須賀市教育研究所 2003 

・「所報 第 65号」横須賀市教育研究所 2004 

・「所報 第 67号」横須賀市教育研究所 2006 

 

６ 市立横須賀総合高校の誕生 

  横須賀市立横須賀総合高校は、平成 15年(2003年)４月、それまであった市立横須賀高校、市

立商業高校、市立工業高校の三つの高校の歴史と伝統を引き継ぎながら、全日制・定時制とも

に総合学科の高校として、開国の地“久里浜”に誕生した学校である。 

 

  創立 10周年記念「光あふれる学び舎」に、開校当時の様子が詳しく記載されている。 

 

   開校前夜 平成４年(1992年)～平成 15年(2003年） 

       横須賀総合高校への道        前副校長  髙橋 享子 

   平成３年４月、第 14 期中央教育審議会、第 29 回目の報告で「新しい時代に対応する教育

の諸制度の改革について」が発表され、それを受けて文部省（現：文部科学省）は、「高等学

校教育の改革の推進に関する会議」を発足させ、以下の 6項目を発表した。 

 

    １．全日制の課程における学年区分によらない教育課程の編成・実施について 

    ２．学校間連携について 

    ３．専修学校における学習成果の単位認定について 

    ４．技能審査の成果の単位認定について  

    ５．高等学校の入学者選抜について 

    ６．総合学科について 

 

   神奈川県においては、平成５年４月、教育庁指導部高校教育課に「新構想高校開校準備担

当」を設置、５月には「新構想高校開校準備委員会」を発足させ、平成７年４月に全日制普

通科・単位制の県立神奈川総合高等学校を開校した。平成８年４月には県内初の総合学科高

校として、県立大師高等学校が開校した。 

   横須賀市においては、平成４年４月、新しい時代に対応する横須賀市立高等学校のあり方

を検討するため、「後期中等教育検討協議会」が設置された。平成６年３月、「新しい時代に

対応する横須賀市立高等学校」として報告された。同年４月には「横須賀市立高等学校教育

連絡会議」を組織し、協議が開始された。 
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   平成 10年３月、横須賀市立高等学校（横須賀市立横須賀高等学校、商業高等学校、工業高

等学校）を、平成 15 年以降「総合学科」で統合することを決定した。同年４月には、「総合

高校準備室」が開設され、開校への準備が始まった。同年７月には、(仮称)横須賀市立横須

賀総合高等学校の校舎建設コンペが開始され、校舎を商業高校に、グラウンドを工業高校に

作ることが決定された。 

   平成 14年６月、一般公募を経て「横須賀市立横須賀総合高等学校」に正式名称が決定した。

また、同月横須賀市ホームページのＷｅｂ広報６月号に、次のような募集文が掲載された。 

     『市立横須賀総合高校の校長を全国から募集します。』 

   全国から 101名の応募があり、旭化成に勤務していた熊谷和久氏が初代校長に採用 

  され、開校に向け、最後の準備が始まった。 

   同年 10月には、商業高校グラウンドに建設の校舎が竣工。12月、隣接する商業高 

  校が新校舎への引っ越しを完了させた。 

   平成 15年３月、横須賀高校・商業高校・工業高校其々が、最後の卒業式を挙行し、 

  学期末には、閉校セレモニーを執り行った。 

   創立 100年の伝統を誇る工業高校、74年の歴史を刻んだ商業高校、30年の歩みを 

  綴った横須賀高校の幕が静かに下ろされた。 

   平成 15年４月、横須賀市 43万市民(当時)の多くの願いの籠った横須賀市立横須賀 

  総合高等学校が満開の桜の下、新たな歴史を刻み始めた。 

   

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

   開校直後 平成 15年(2003年)頃 

       生徒の個を知り、認め、伸ばす      初代校長  熊谷 和久 

   ～前略～ 

   横須賀市が工業、商業、普通科の３校を１校に統合し、総合学科高校として出発するにあ

たり思い切った決断を下した。全国でもまだ少ない、教職の経験のない私を、統合し新設す

る高校の校長に充てたのだ。私の使命は、民間会社で培った経営手法を学校現場に活かすこ

とであった。そして、私の校長としての学校運営の基本は、学科は総合でも、生徒は個であ

り、その個を知り、認め、伸ばすことだ。だから生徒個人の名前を知り、活躍している場を

見て、できるだけ情報を共有できる環境作りに努力した。それは、生徒のことは先生方にお

任せにしている校長の既存概念とは異なったものだったろう。私にとっては、最初で最後の

校長職だから、自分でやってみなければ、存在の意味がないわけで、違和感を覚えた先生方

も多かったようだが、やり通した。短時日での学校運営を委ねられて、強引な面もあったと

思うが、この場を借りてお詫び申し上げたい。 

   ～中略～ 

   また、廊下の生徒自身の絵画展示やＳＥＡホールのスタインウェイのピアノ利用など、「文

化のシャワー」を生徒たちに浴びせ、ＰＴＡでも文化委員会を立ち上げて、定期的な芸術公

演も開催することで、人間としても感性を磨きあげて、落ち着いた人格形成に資することが
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できた。協力していただいた先生方や生徒諸君、そして保護者の皆様に改めて感謝申し上げ

たい。 

   ～後略～ 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

   ごあいさつ 

       一人ひとりの「夢」実現を大切に      学校長  外川 昌宏 

   ～前略～ 

   「総合学科」は、日本の社会が国際化、情報化、高齢化の進展などにより、大きく変貌して

いくことが予想され、その中で、若者が将来の社会の中でより充実した人生を送り、社会の

有意な形成者となるよう期待して生まれた学科です。そして現在は、当時予想した以上に、

グローバル化や少子高齢化が進んでいると言われています。 

   「横須賀総合高等学校」は開校以来、総合学科が生まれた理念を土台とし、その教育の特

色である、「将来の職業選択を視野に入れた自己の進路への自覚と、生徒の個性を生かした主

体的な学習」を大切にしてきました。 

   校歌には、自分の夢を見つけそれを実現するために、懸命に学習に取り組んでいる生徒の

いきいきとした姿が、謳われているように感じています。～略～１番では、生徒一人ひとり

が夢を抱き、その夢を大きく育んでいる姿を。～略～２番では、生徒達がお互いに協力しな

がら切磋琢磨して主体的に学んでいる姿を。そして、最後に謳う３番で、横須賀総合高等学

校で学んだ「生きる力」と育んできた「夢」を大切にし、社会で充分に力を発揮している逞

しい姿を想像します。 

   「恵まれた施設を活かした教育活動」や「活発な学校行事と部活動」など、各方面からの

評価も高まっております。本校は、まだまだ若い学校です。このような評価をさらに伸ばし、

課題を克服しつつ良き伝統を構築していきたいと考えています。 

   ～後略～ 

 

「光あふれる学び舎」には、卒業生が当時のことを思い出して次のように記している。 

 

       人生最大の学習         総合学科１期生  福田 亮太 

   横須賀総合高校での「学習」は、私の人生の偉大なる財産となっている。 

   ～略～ しかし私は、声を大にして言いたい。横須賀総合高校での一番の「学習」は「『情』

の大切さ」であった、と。 

   私たち１期生は、豊かな個性と有り余るパワーを存分に発揮し、先生方にもいささか苦労

をかけてしまったように思う。しかし、私はそのような日々を誇りに思ってやまない。それ

は、その中には必ず「情」があったからだ。目標に向かってとことん突っ走る「情熱」があっ

た。受験勉強に疲れている人間を見つけたら、全身全霊をかけて励ます「友情」があった。

何より、自分たちの過ごした日々、学び舎、そして仲間に対する「愛情」に溢れていた。それ

は先生方も同様であり、尊敬できる恩師とも出会うことができた。身につけた技術や能力よ

りも、この「情」に溢れた日々を「学習」出来たという確かな事実こそが、何よりの支えとな
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り武器となって、今日の私を存在させている。 

   私の後輩となる生徒は是非、高校３年間の全てを、人生の財産となる「学習」にして欲し

い。一つのことに囚われず、自身の将来を確実に見据え、そして、学力だけではなく「人間

性」も充分に涵養できる。それが、横須賀総合高校という学び舎である。 

～略～ 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

       私の学び得たもの     定時制 ６期生/生徒会長  牧野 聡 

   ～略～横須賀総合高校での四年間は生涯私の中にあり、忘れることはないものです。私に

とって横須賀総合高校とは、多くのことを学び、たくさんの仲間たちと様々な思い出を作る

ことのできた特別な場所です。何故特別であるのかを話したいと思います。 

   高校時代といえば多くの人は十代後半を思い浮かべるのではないでしょうか。しかし私の

場合は二十代後半でありました。始まりからしてちょっと変わっていたのです。 

   入学式、周囲を見渡すと想像していた風景と少し違い戸惑いを隠せない私がいました。定

時制に通う人の多くは成人者、というかってなイメージを持っていたのであり、若い現役の

子たちの中に混じって座っている状況に焦っていたのです。私の頭の中には常にこの環境に

馴染むことはできるのであろうか等の不安でいっぱいの始まりでありました。 

   日が経つにつれてクラスの仲間と会話が増えていったのであります。挨拶をする程度から

始まり、学校のことや家でのことなどを相談されるようになったのです。きっかけは授業で

のグループ学習や学校行事であります。産社、総合の授業ではそれぞれが自分の意見を言い

合うことでお互いを知ることができたのです。行事では、球技大会、スポーツフェスティバ

ルでは力を合わせて勝利を目指すことで絆が深まったのであろうと思います。 

   人と人との関わりを大切にしたいと考えていた私は、周囲の勧めもあり生徒会長を務める

ことになったのです。始めは思うようにいかないことも多く、辛い毎日を過ごしていました。

しかし、いつも私が挫けそうになると、それを知ってか知らずか必ず声を掛けてくれるのが

先生方である。「ご苦労様」「お疲れ様」なにげないその一言が私の支えになっていたのです。 

～略～ 

   年齢の違いで不安に思っていた自分を今では恥ずかしく思います。人と人が関わるうえで

は年齢なんて関係ない、「一人の人間としてどうあるべきかが大切」それを教えてくれたのが

この総合高校なのです。 ～略～ 

 

  個性化・多様化・弾力化をキーワードに生まれた総合学科。 

  生徒たちは、多様な科目の中から、自分の興味・関心・進路の希望に沿って授業を選択して

いる。定時制の課程においても全日制との連携やインターンシップの導入等による幅広い履修

が可能となっている。また、多彩な教職員や施設等の教育環境も恵まれており、自分の夢や目

標を実現させるために、自らの意思でさまざまな取組みを行うことができる。さらに、学校行

事や生徒会活動も盛んで、特に部活動は、運動部・文化部ともに豊富である。高校生活におけ

る部活での同級生・先輩後輩のつながりは、その後の人生において大きな宝物にもなりえる。 

  横須賀市唯一の市立高等学校で学ぶ人として、母校愛はもちろんのこと、横須賀の良いとこ
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ろをたくさん発見し、将来にわたって、横須賀の良さを世界に発信する人になってもらいたい。 

  創立から 20 年以上経過した現在も、学校教育目標(スクール・ポリシー）である「一人一人

の良さを伸ばし、自ら学び、主体的に考え判断し、行動できる、心豊かでたくましく生きる力

に溢れた人間を育成する」の精神は受け継がれている。 

 

≪参考資料≫ 

・「創立 10周年記念『光あふれる学び舎』」横須賀市立横須賀総合高等学校 2013 

 

７ 特別支援教育      

  「特殊教育」「心身障害児教育」から「特別支援教育」への転換がこの時期のキーワードである。 

 

 平成 13年（2001年）「21世紀の特殊教育の在り方について～一人一人のニーズに応じた特別

な支援の在り方について～(最終報告)」が調査研究協力者会議より答申された。また、この年、

文部科学省は省庁再編に伴い、「特殊教育課」の名称を「特別支援教育課」に変更している。 

  この最終報告によると、次のような考え方が述べられている。 

 

   今日、小・中学校の通常の学級に在籍する学習障害児や注意欠陥/多動性障害（ADHD）児、

高機能自閉症児等特別な教育的支援を必要とする児童生徒への対応が求められるようになっ

た。しかし、これについては、特殊教育が、これまで盲・聾・養護学校や特殊学級等に就学す

る児童生徒への教育が中心であったため、必ずしも十分には対応できていない。このため、

小・中学校の通常の学級に在籍する学習障害児や注意欠陥/多動性障害（ADHD）児、高機能自

閉症児等特別な教育的支援を必要とする児童生徒に対しても積極的に対応していく必要があ

る。 

   これまでの特殊教育は、盲・聾・養護学校や特殊教育などの特別な場において、障害の種

類、程度に応じた適切な教育を行うという考え方に基づいていた。しかし、これからの特殊

教育は、児童生徒等の障害の重度・重複化や多様化及び社会の変化等を踏まえ、一人一人の

能力を最大限に伸ばし、自立や社会参加するための基盤となる「生きる力」を培うため、障

害のある児童生徒の視点に立って児童生徒の特別な教育的ニーズを把握し、必要な教育的支

援を行うという考え方に転換する必要がある。 

 

  子どもたちの抱える多様な教育的ニーズに応えるためには、特殊教育という範疇では限界が

あることを突き付けている。 

 

  平成 15年（2003年）に出された「今後の特別支援教育の在り方について」（最終報告）では、

特別支援教育を次のように定義している。 

 

   特別支援教育とは、従来の特殊教育の対象の障害だけでなく、LD、ADHD、高機能自閉症を

含めて障害のある児童生徒の自立や社会参加に向けて、その一人一人の教育的ニーズを把握
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して、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するために、適切な教育や

指導を通じて必要な支援を行うものである。 

 

  その上で、次のような取組を掲げている。 

 

１ 盲・聾・養護学校から特別支援学校へ  

     地域の特別支援教育のセンター的役割を担う学校として「特別支援学校(仮称)」の制

度に改める。 

２ 小・中学校における特殊学級から学校としての全体的・総合的な対応へ 

     「個別の教育支援計画」を策定する。すべての学校に特別支援教育コーディネーター

を置く。 

３ 特別支援教育体制を支える専門性の強化 

 

 これ以降この取組を実行に移すための法律改正を含めた検討が進められていく。 

 

 一方、神奈川県においては、国の動向を鑑みながら、平成 14年(2002年)「これからの支援教

育の在り方」(報告)で、神奈川における「支援教育」を推進していくこととなった。 

 神奈川における支援教育とは、子どもたち一人一人のもつ独自の課題がその子どもの「教育

的ニーズ」であり、その子どもに応じた働きかけが広い意味での「支援教育」であるとし、「支

援教育」は小・中学校、高等学校、または盲・聾・養護学校という学校種を超えて、どの学校で

も行わなければならない、個々の子どもを大切にする学校教育そのものであり、従来からの障

害児教育の枠の中、あるいは延長線上にあるのではなく、すべての子どもたちが、今いる環境

の中で伸び伸びと生活するために、学校としてどのような支援が必要なのかという考え方にた

って、具体的な展開を考えることが必要であるとしている。 

 そして、「特殊教育」から「特別支援教育」に向けて転換した国の教育制度を受けて、次のよ

うに神奈川県として取り組んでいくこととなった。 

 

   支援教育と特別支援教育とは、子どもたちに必要な教育的支援を適切に行うという基本的

な考え方において、差異はありません。違いは、「支援教育」の理念が「すべての子どもたち

の教育的ニーズを対象とする」ことにあり、「特別支援教育」が「障害に起因する教育的ニー

ズを対象とする」ことからわかるように、対象範囲の特定の有無だけであると考えられます。 

   このようなことから、神奈川県教育委員会としては、両者の関係を「特別支援教育は支援

教育の一部である」と整理し、より広い教育的ニーズを対象とする「支援教育」の実現に今

後も取り組んでいきたいと考えています。 

  

  この考えを受けて、神奈川県の支援教育の対象は基本的に障害のあるなしにかかわらず、す

べての子どもたちとなった。障害児や学習障害児、注意欠陥/多動性障害児、高機能自閉症児、

軽度の病弱児等の障害児教育と通常の教育の狭間にいる子どもたち、心因性の背景をもつ不登
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校児、集団への不適応児、対人関係のとりにくい子どもたちなどは自らの力で解決することが

困難な課題（教育的ニーズ）を抱え、周囲からの支援が必要な子どもたちである。この子たち

を優先的に位置づけ、また、いじめや「学級崩壊」などの学校教育の抱える今日的課題につい

てもこの支援教育という視点から見直し、指導を展開していくこととした。 

 

  これら国や県の動きに連動し、横須賀市としての教育の在り方も特別支援教育へと舵を切っ

ていくこととなった。 

 

  精神薄弱者福祉法が知的障害者福祉法へ変更となったことによる名称変更、LD 児,ADHD 児研

修や「個別指導計画」研修の開催、平成 15年（2003年）の教育研究所月報 460号に「今後の特

別支援教育を考える」として巻頭言を掲載し、「特殊教育」から「特別支援教育」への転換の意

識啓発を行っている。 

  教育研究所の研究で「障害児教育の新しい方向性に向けての研究―交流教育を通して―」が

始まったのは、平成 13年度（2001年度）である。平成 16年度（2004年度）までの４年間の研

究であるが、その間に「特別支援教育」への流れが大きく変わった。この研究収録では、発達

障害児・発達障害者への総合的な支援の充実が求められるようになった流れを受けて、その一

助として、特別なことではなく日常の交流という交流教育の在り方が提案されている。これは

Ⅲ期において提唱されたノーマライゼーションの理念の実現に向けた大きな一歩でもあるとい

える。 

 

 横須賀市は、平成 13 年・14 年度（2001・2002 年度）の２年間、文部科学省の「障害のある

子どものための教育相談体系化推進事業」を神奈川県のモデル地域として研究をすすめること

となった。障害のある子どものライフスタイルに沿った支援の必要性について、医療・福祉・

労働・教育が一体となって進めていく意義を感じた研究となった。この時発足した「相談支援

チーム」は、「障害のある子ども及びその保護者を支援するためのネットワークシステムの構築

や具体的な方策について、研究及び事業を行う」ことを目的に、教育・福祉・保健・医療・労働

等の幅広い分野に委員をお願いし、就学前から卒業後までの充実した支援の確立を目指して活

動することとなった。「学級や学校に障害のある子ども・困り感のある子どもが在籍しているが、

その子にとってどのような支援が効果的なのか、悩んでいる」「卒業及び社会への出口を意識し

て、障害のある子に対する日々の支援の在り方について見つめ直してみたい」「障害のある子の

支援にあたり、幼稚園・保育園と小学校との連携について」などの悩みや課題に応える活動と

なった。障害のある子にとっての学校生活や卒業後の生活をいかに考えるかの視点で、学校訪

問をしたり就労相談会「仕事にチャレンジ」を開催したりした。学校訪問では養護学校の地域

の特別支援教育のセンター化に伴い県立の養護学校の教員による専門的見地からの助言指導が、

通常級の担任の困り感のある子どもへの指導に的確に生かすことができるようになった事例も

あった。就労相談会では障害のある子どもの保護者の参加も見られ、卒業後の子どもの姿につ

いての未来像を描く機会にもなった。 

 平成 16年(2004年)に出された発達障害者支援法で、自閉症、アスペルガー症候群、その他の
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広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害、その他これに類する脳機能の障害であって、

その症状が通常低年齢において発症するものを「発達障害」と呼ぶようになった。この支援法

においてもライフサイクルに応じた支援の必要性が求められていて、この相談支援チームの活

動はこれにも応えられるものであった。発達障害児が認知されるに従い、学級・学校で落ち着

かない子がいて学習に集中できないという困った課題が多くなってきた。「困り感」という言葉

は、学習や生活をしている中で、いやな思いや苦しい思いをしていても自分だけでうまく解決

できない状態にある時本人が抱く感情のことを言い、「困っているのは周囲ではなく、本人なの

だ」という本人の視点に立った言葉として使われるようになった。 

 

 平成 11 年(1999 年)の学習指導要領改訂により盲・聾・養護学校における自立活動と重複障

害者の指導に当たって「個別の指導計画」の作成が義務付けられた。神奈川県においては、平

成５年(1993年)から障害のある子どものために「個別教育計画」を作成し、一人一人のニーズ

に応える教育を目指してきていた。平成 15年（2003年）の「今後の特別支援教育の在り方につ

いて」(最終報告)で求められた「個別の教育支援計画」の策定に向けて、平成 16年（2004年）

に神奈川県教育委員会が出した「支援シート」を活用することにより、関係機関のネットワー

ク化や校内支援のチーム対応を図ることになった。神奈川県にあっては、「支援シート」を「個

別の支援計画」、学校がつくる場合は「個別の教育支援計画」と位置付けた。「支援シート」に

は、本人・保護者と作成する「支援シートⅠ」と教育や関係機関との連携で作成する「支援シ

ートⅡ」があり、ライフステージに沿って、支援を必要な場で提供するために、支援にかかわ

る人たちが支援を共有・継続・理解・協働するために作成されることとなった。そのことによ

って、ニーズに応じた支援の実現を図ろうとしたものである。「支援シート」は、平成 17年(2005

年)には盲・聾・養護学校、平成 18年(2006年)には小・中学校の特殊学級・通級指導教室の児

童・生徒、平成 19年(2007年)には小・中学校の通常の学級の支援の必要な児童・生徒へ実施さ

れることとなった。 

 横須賀市にあっても、「障害のある子どもの教育相談体系化推進事業」の相談支援チームの活

動の柱の一つとして「本人・保護者と共につくる個別移行計画」の推進がある。幼稚園・保育

園から就労までの一貫した支援体制を作り上げるという重要な役割を担ったものであった。「相

談支援チーム」のメンバーからプロジェクトチームをつくり、障害児通園施設の在籍児や小・

中学校の特殊学級在籍児童生徒から実施した。その後、就学時の子どもにも対象を広げ、書式

の検討をし、継続して次の教育機関に届けるための専用ファイル使用も開始した。その中で、

神奈川県との「個別の支援計画」との整合性もつけていった。 

 神奈川県の「障害のある子どもの教育相談体系化推進事業」のモデル地域としての研究は平

成 15年度（2003年度）で終了し、その後は「特別支援教育～よこすかライフステージサポート

～」横須賀市単独事業として取り組んだ。一貫した支援体制を作り上げるうえで、「移行計画」

の重要性は外せないものの、この「計画」が「必要な情報」「使える情報」となるためには、真

の意味で、特別支援教育的な視点が育たないと効果が生まれないため、特別支援教育コーディ

ネーターを中心とした校内組織の確立が必要となった。 

 そこで、平成 17年度（2005年度）・18年度（2006年度）に特別支援教育コーディネーター養
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成研修(年間 10回)を行い、平成 19年（2007年）に全校配置し、コーディネーター連絡会を開

催し、特別支援教育推進を図った。特別支援教育コーディネーターは、学校内の関係者や外部

の関係機関との連絡調整、保護者の相談窓口、担任への支援、校内委員会の運営・推進の役割

を担うことになった。 

  平成 18年（2006年）には、横須賀市教育委員会の要覧も障害児教育から特別支援教育へと項

目名称を変更し、特殊学級から特別支援学級になっている。 

  横須賀市における不登校の課題は、依然として重く、平成 15年（2003年）には、横須賀市全

体で取組み、様々な角度から検討を進めるために不登校対策検討委員会が設けられた。平成 16

年（2004年）には、平成９年（1997年）に設けられた不登校児童適応指導教室「スペースゆう

ゆう」に加えて、不登校生徒のための「スペースゆうゆう坂本」が坂本中学校に開設された。

学校の体育館やグランド、教室を使い、不登校生徒への学習支援や様々な体験活動を行う新し

い形の適応指導教室として県下でも注目された。 

  平成 10年(1998年)横須賀市民病院に荻野小学校の病弱児学級として再開されている。 

 

  そして、平成 19 年(2007 年)学校教育法が一部改正され、特別支援教育が法的に位置付けら

れ、すべての学校において特別支援教育の一層の推進がなされることとなった。 

同年、文部科学省から出された「特別支援教育の推進について」では、特別支援教育の理念

として、 

   特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒への教育にとどまらず、障害の有無やその他の

個々の違いを認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる共生社会の基礎となるものであ

り、我が国の現在及び将来の社会にとって重要な意味を持っている。 

 と、述べられている。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「21世紀の特殊教育の在り方について（最終報告）」文部科学省 2001 

・「今後の特別支援教育の在り方について(最終報告)」文部科学省 2003 

 ・「特別支援教育の推進について(通知)」文部科学省 2007 

 ・「これからの支援教育の在り方（報告）」これからの支援教育の在り方検討協議会 2002 

 ・「支援が必要な子どものための『個別の支援計画』～『支援シート』を活用した『関係者の   

連携』の推進～」神奈川県教育委員会 2004 

 ・「教育要覧 平成 18年度版」横須賀市教育委員会 2006 

・「月報 460号」横須賀市教育研究所 2003 

・「紀要 284集『障害児教育の新しい方向に向けての研究―交流教育を通して―』」 

横須賀市教育研究所 2005 

・「プロジェクト研究報告（平成 16年度～17年度）『個別の教育支援計画』の策定に関する実践

的研究」独立行政法人国立特殊教育総合研究所 2006 

＊引用文に当たっては、原文のまま。現在使われていない語彙については当時のまま。 
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８ 情報教育整備 

（１）情報教育整備の流れ 

   平成９年度（1997 年度）に中学校、高等学校、ろう・養護学校に、平成 10 年度（1998 年

度）に小学校にネットワークコンピュータ（インターネットに接続できるコンピュータ）が

整備され、市内の学校すべてがネットワーク化された。これで、ネットワークを利用した教

育の取り組みが始まり、インターネットを利用した教材研究や電子メールを利用した情報共

有や連絡など活発に行われ、また情報交換の場として横須賀教育メーリングリストも開設さ

れた。 

   平成９年（1997 年）９月に全小学校に 10 台のノートパソコンを一律に整備した。特徴とし

ては年次別ではなく全校一斉の整備、児童数に応じた台数、コンピュータ室ではなくノートパ

ソコンでどこでも利用ができる、予備バッテリーや無線印刷システムの採用などである。全校

一斉同一環境という整備の仕方は全国的にも珍しく、視察に来られた自治体が多くあった。 

   同一環境であれば、市内どこに転勤しても困らず、すぐに授業で活用できるという利点が喜

ばれた。平成 10年度（1998年度）には中規模校プラス 10台、大規模校プラス 20台整備した。 

 

   平成 10年度（1998年度）に文部省・郵政省の「先進的教育用ネットワークモデル事業」（学

校インターネット）の地域指定を受けた。全国 30か所、約 1,050校が高速な通信回線（1.5Mbps

相当）を使用し、先進的にネットワークの教育利用を研究していこうという事業である。 

   神奈川県では横須賀市と横浜市が指定され、教育研究所に地域ネットワークセンターが設

置された。 

   通信回線の実験研究という側面もあり、光ファイバー、WLL（無線方式）、ADSL（デジタル

加入者線）の３方式が採用された。横須賀市内では中学校 11校（追浜、坂本、不入斗、常葉、

武山、大矢部、鴨居、岩戸、久里浜、神明、長井）、高等学校３校（商業、岩戸、三崎水産）、

特殊教育諸学校（ろう・養護、武山養護、国立久里浜養護）４校の 18 校が参加した。 

   夏休み中に整備工事を行い、９月 22日神明中学校で生徒が参加しての「オープニング授業」

を行い、市長の「クリック」で鴨居中学校とのテレビ会議を開始し、研究のスタートを切った。 

 

   平成 12年度（2000年度）、総務省補正予算で「地域イントラネット基盤整備事業」の補助

を受けることが決定した。整備事業の内容は、 

 

ア 教育研究所を中心に全小学校、全中学校、ろう・養護学校、商業高校、図書館４館、自然

人文博物館、生涯学習センター計 83か所に光ケーブルを敷設し、100Mbpsのイントラネッ

トを構築する。 

  イ ネットワークセンター（教育研究所）にプロキシサーバ、認証サーバ、共同学習用サー

バを設置、機能の大幅な拡大。 

  ウ 小学校にコンピュータ室を整備し、22台のデスクトップ型 PCを整備。 

エ 小学校に PC室と職員室、図書室に校内 LAN敷設。 

  オ 全小学校、全中学校、ろう・養護学校に特別教室用としてノート型 PC各校６台整備。 
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  という内容であった。横須賀市として情報化の環境が大幅に進展した。 

   機器の保守については、原則として納入した業者が行うことになっていたので、学校側と

しては、インターネットに接続できないなどの障害があったときに、どの業者に連絡をした

らいいのかわからないことがよくあった。インターネットに接続できないのが、コンピュー

タの故障なのか、ネットワーク回線の問題なのかの一次切り分けを判断しなくてはいけなく、

学校として対応が難しい面があった。 

   この事業は横須賀市だけでなく、三浦市、葉山町と二市一町の広域のイントラネット（組

織内限定ネットワーク）を構築し、児童生徒の共同学習を推進するねらいがあった。このネ

ットワークを効率よく運用していくために「三浦半島地区教育ネットワーク協議会」を設立

し、各市町の代表が集まり、定期的な会合をもち、二市一町の連携を深めていった。 

   平成 13年度（2001年度）に入り、大規模な工事も終了し、教育研究所と各学校間が光ファ

イバー（100Mbps）で結ばれ、小学校にも PC 教室ができた。これで、横須賀市内の公立学校

すべてで児童生徒のネットワーク利用が始まった。 

 

   平成 15年度（2003年度）に小学校のパソコン教室のノートパソコンを 20台更新した。 

   各家庭のパソコン普及率は５割を超え（平成 13 年度市内中学１年生への調査より）、家庭

での操作に慣れ親しんでいる児童がいるなかで、操作性と高機能の両者を満たすことを念頭

に置いて機種の選定を行った。また全校での職員室機（学校のメイン機）の更新を行った。

これも市内の教員のコンピュータ所有率が８割を超えてきた中で（同上調査）、各校のメイン

機と位置づける機種なので扱いやすく、現時点の最先端の機能を有していることを念頭に整

備した。 

   ネットワークに接続されるコンピュータが増えるのに伴い、ホームページ等による保護者

や地域への情報提供が増えてきたので、教育研究所からインターネット（外部）へ接続する

回線の増強が必要になり、今までは 1.5Mbpsだったのを、平成 15年度（2003年度）に 100Mbps

に増強した。 

 

（２）インターネットへの接続 

   平成 11 年度(1999 年度）の「先進的教育用ネットワークモデル事業」（学校インターネッ

ト）の研究指定により、教育でのインターネット利用が本格的に始まった。 

   研究指定校は市内では 14校であったが、他の学校にはネットワークパソコンが設置されて

いたので、市内全校でインターネット利用ができる環境にはなっていた。はじめはコンピュ

ータやインターネットは一部の人が利用するもののような印象だったが、身近にインターネ

ットに接する機会が増えてくることにより興味関心が持たれてきた。特に研究指定校では学

校インターネットアドバイザー事業も始まっていたので、あまり経験をする機会がなかった

教員たちも、気軽にインターネットの利用ができる環境が整った。 

   教育情報センターのインターネットサイトへのアクセス数（平成 10 年度 17,696 件、平成

11年度 75,873件）や電子メールの利用（平成 10年度 5,164件、平成 11年度 15,961件）な

ど平成 10年度（1998年度）と平成 11年度（1999年度）では何倍にも利用数が増えた。イン
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ターネットに接続することが増えたことを表している。 

   平成 12年度（2000年度）には中学校に教頭専用機を整備し、校務でのネットワーク利用も

始まった。それに伴いコンピュータの研修に「管理職コース」を年間２回設定・受講しても

らうようにし、校務のネットワーク利用の促進を図った。 

   また児童生徒の直接のインターネット利用が開始されたので、「横須賀市教育情報通信ネッ

トワーク利用に関するガイドライン」を策定し、コンピュータやインターネットの利用方法

など各学校で指導してもらうようにした。 

   平成 13年度（2001年度）の「地域イントラネット基盤整備事業」により、教育研究所を中

心に、全学校が高速回線で結ばれ、学校内も職員室、コンピュータ教室、図書室への校内 LAN

も敷設されたので、様々な場所からネットワークに接続でき、インターネット利用が格段に

増えた。 

   教育研究所のサーバに児童生徒用のグループウエア「学びの泉」、教職員用のグループウエ

ア「ネクスト」、教育用データベース「マイクイック」を整備した。教職員一人一人にアカウ

ント（利用者権限）を発行し、一人一人の利便性を高めるとともに、責任感も高めた。 

   「学びの泉」を利用した学校間の交流の実践がいくつか見られるようになってきた。三浦

市の学校と交流し、お互いの学校の周辺の様子を交換したり、学級で流行っていることの交

換をしたりして、視野を広げることができた。 

   教職員の利用も大幅に増え、電子メールは日常的に利用されるようになった。教育委員会

からの文書連絡や学校間の連絡など電子メールの利用が盛んになった。 

 

（３）教職員のスキルアップの取組 

   平成 11年（1999年）７月、政府のバーチャルエージェンシー（仮想行政庁）から「教育の

情報化プロジェクト」の報告が出された。 

   すべての教室にコンピュータを整備し、すべての教室からインターネットにアクセスでき

る環境を構築する。平成 13年度中にすべての教員がコンピュータを操作できるよう研修を充

実させる等、教育の情報化の方向性が示された。 

   横須賀市としても、教員の操作技術を高めるため、多くの研修を計画・実施してきた。コ

ンピュータの整備が進むにつれ、年々研修の受講者も増加してきた。 

   平成 10 年度（1998 年度）に文部省・郵政省の「先進的教育用ネットワークモデル地域事

業」（学校インターネット）に地域指定され、平成 11年度（1999年度）に研究開始されたこ

とにより、学校のインターネット接続が飛躍的に増加し、さらに教員のコンピュータの操作

技術の向上が求められるようになった。 

   それを受けて、政府の地域特別緊急雇用対策により平成 11 年（1999 年）10 月から「学校

インターネットアドバイザー事業」を開始した。すべての教職員の情報活用能力の育成・向

上を目的に、アドバイザーを１年間学校に常駐させるという事業である。 

   平成 11年度（1999年度）後半は学校インターネットモデル校（中 11校、商業高校、ろう・

養護学校）の 14校に派遣した。基本的には職員室に常駐して、気軽に教職員がコンピュータ

の操作を聞ける体制をとった。また、コンピュータを利用した授業の補助などにも活躍した。 
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   平成 12年度（2000年度）前半は学校インターネットモデル校 14校に教育研究所専属１名

追加し 15 人、平成 12 年度（2000 年度）後半は中学非モデル校と教育研究所に 15 名、平成

13 年度（2001 年度）前半は中学非モデル校と高等学校、巡回派遣、教育研究所に 21 名、平

成 13 年度（2001 年度）後半は小学校 48 校と高校２校巡回派遣４人、研究所１名の 55 人で

行った。巡回派遣とは、所属校を決めないで、学校から要請があった時に派遣され、アドバ

イザー事業が終了した学校から多くの要請があった。 

   アドバイザーになった人たちはコンピュータの専門家というより、コンピュータを若干使

用でき、仕事をしていない人たちがほとんどだったので、また学校は教育用アプリケーショ

ンなど特殊な環境だったので、アドバイザーたちは教育研究所で２週間ほど学校と同じ環境

を体験・研修をしてから学校現場に向かった。また、アドバイザーたちが学校現場で困った

こと・悩んでいることなどを共有するために、メーリングリストを作り、情報交換を頻繁に

行った。 

   忙しい学校現場の中で、はじめはなかなか聞きに来なかった先生方も、アドバイザーたち

が通信を発行し、興味深い内容の記事や授業での活用事例などを知らせるなど積極的に働き

かけることにより、段々と興味を示してきた。 

   アドバイザーたちは半年間で交代していたので、半年の終わりごろには先生方の操作技術

も向上していた。またアドバイザーたちとの人間関係も良くなり、感謝され惜しまれて終了

していくアドバイザーがほとんどだった。 

   平成 10年度（1998年度）には電子メールの利用が 5,164件だったが、平成 13年度（2001

年度）には 33,808件に増え、インターネットのアクセス数も 17,696から 741,503に増えた。 

   平成 13年度（2001年度）で終了した「学校インターネットアドバイザー事業」を、平成 14

年度（2002年度）から「学校 ITアドバイザー事業」と名称を変更し、教職員のスキルアップ

から授業の活用に重点を移し、引き続き実施した。前半は教職員の個人対応が多かったが、

後半は授業サポートが多く見られるようになってきた。 

   国の緊急雇用対策として始まった「学校インターネットアドバイザー事業」も当初の予定

どおり、平成 16年度（2004年度）末で終了した。学校からは引き続きアドバイザー事業を行

ってほしいという要望が強かったので、平成 17年度（2005年度）からは、市の予費で「学校

IT学習サポーター事業」として継続した。小学校のパソコン教室を中心として、IT機器を活

用した学習での授業サポートに特化した事業とした。 

   アドバイザーは 10名体制で、小学校を 7校ずつのグループにし、一つのグループを一人の

アドバイザーが担当して、月に１～２回訪問するようにした。中学校とろう学校・養護学校、

高等学校には各校からの要請に基づいて派遣した。 

   訪問する回数が減ってきたので、各機器の操作についてのオリジナルのマニュアルを作成

し、イントラネット上に掲載したり、各校からのよくある質問などをまとめて、それに関し

ての回答をイントラネット上に公開したりした。 

  

（４）情報機器の整備から活用へ 

   平成 11年度（1999年度）の「先進的教育用ネットワークモデル事業」、平成 13年度（2001
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年度）の「地域イントラネット基盤整備事業」により、情報機器の整備が進み、利用環境が

整ってきた中で、その利活用が求められるようになってきた。 

   ITを授業の中のどの場面でどう利用することが、わかる授業・楽しい授業につながるのか、

また、校務を迅速化・効率化させるためには何をどう使うことが効果的なのかなど、具体的

に検証していくことが重要になってきた。 

   文部科学省も平成 14 年（2002 年）に「IT で築く確かな学力～その実現と定着のための視

点と方策」を発表し、IT活用の具体的な方向性を示した。 

   平成 11年度（1999年度）に教育情報センター事業として「よこすかスクールネット」（学

校のホームページ集）を作成・運用を始めた。忙しくてなかなか学校に来られない保護者、

学校への協力が求められる地域への情報を発信することで、連携を深め開かれた学校づくり

の一助となる一つの方策として位置づけた。最初は資料を各学校から送ってもらい、教育研

究所でホームページを作成して掲載していたが、更新の時期が遅れてしまうなどの問題があ

ったので、平成 14年度（2002年度）からは各学校からも更新できるようにした。児童生徒が

作成したページをアップしている学校も出てきた。また定期的な更新や全面リニューアルを

するなど、積極的に取り組む学校が増えてきた。 

   平成 16年度（2004年度）からは携帯電話版学校のホームページ「よこすかスクール携帯ネ

ット」を公開し、携帯電話からの閲覧もできるようにした。 

   平成 13年度（2001年度）に教職員一人一人にアカウント（利用者権限）を発行した。それ

までは学校に一つアカウントが発行されていたが、これにより個々人で電子メールの利用が

可能になった。はじめはなかなか利用が増えていかなかったが、その簡便性と即時性により

利用が増えていった。 

   平成 14 年（2002 年）１月から国の雇用創出事業で「教育情報デジタル化事業」が始まっ

た。この事業は教育研究所や各学校の教育資料（刊行物等）をデジタル化し、広く閲覧しや

すい方法でインターネット上に公開することを目的とした事業である。デジタル化により教

育情報の永年保存と蓄積、共有化を推進した。 

   平成 14年（2002年）11月に、校務での IT活用を図り、時間短縮・効率化のために各校で

の取組の情報交換を行うため「校務情報化推進連絡会」を開催した。４校に話題提供をして

もらい情報交換を行った。提供された話題は、「校務の情報化を組織的に進める取組」「教職

員 PC共有化から始まる効果と課題」「校務データの共有とセキュリティ対策について」「成績

処理システムの紹介」であった。提供された資料は、グループウエアに公開して、各校で自

由に利用できるようにした。今まで各学校が独自に作業していたことが、将来的には、横須

賀として統一した形式を作成し、各校では直接データを入力できるよう、また転勤などでも

対応できるようなシステムを作っていきたいとの意見が多く出た。 

   平成 16年度（2004年度）から「スクールデジタルコンテスト」が三浦半島地区教育ネット

ワーク協議会の主催で開催された。ITを活用した子どもたちの自由な発想・表現によるデジ

タル作品の発表・交流の場として実施された。より主体的な IT活用をすすめ、ネットワーク
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を含めた IT活用の理解や能力をさらに伸ばすことを目指している。第１回では小学校１年生

から中学校３年生まで 251 点応募があった。第２回から高校生も参加し 243 点の応募、第３

回は 428点の応募があった。 

   ネットワークを利用した授業での活用事例もいくつか出てきた。ネットワークの特徴を生

かし横須賀市内にとどまらず、三浦半島地区教育ネットワークを利用して、平成 15年度（2003

年度）には三浦市の剣崎小学校と諏訪小学校が交流学習を行い、総合的な学習の時間にクイ

ズ形式でお互いの学校・地域などを紹介しあった。また、平成 16年度（2004年度）には上宮

田小学校を中心として横須賀の池上小学校、諏訪小学校、葉山町の一色小学校などが交流学

習を行った。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「所報」第 59号～第 67号 横須賀市教育研究所 1998～2006 

 

９ 学校給食 

（１）第Ⅳ期の主な動き 

・平成 17年（2005年）４月    栄養教諭制度の導入 

    ・平成 17年（2005年）６月 10日 食育基本法成立 

学校栄養職員においては、平成 10年(1998年)の「食に関する指導の充実」で活用が推進さ

れ、平成 17年（2005年）に栄養教諭制度がスタートし、食に関する指導と学校給食の管理を

一体のものとして職務とするとされた。 

中学校では平成 14年（2002年）にミルク給食費が改定され、500円が 550円になった。ま

た、中学校給食は従来弁当にミルク給食やパン注文の昼食であったものが、平成 16 年(2004

年)に弁当注文が開始された。 

小学校では平成 15 年(2003 年)に週２回、自校炊飯が導入された。また、平成 15 年(2003

年)４月１日、横須賀市立大塚台小学校が開校し、ランチルームが設置された。２学級の利用

が可能。（椅子 141脚 テーブル 39台） 

 

大塚台小学校のランチルーム 
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（２）この時代の歩みの一端を辿る（第Ⅳ期） 

ア カレーの街 横須賀 

平成 10 年（1998 年）12 月、海上自衛隊地方総監の退官のお別れパーティーで１つのエ

ピソードが生まれた。 

総監が、「呉市と舞鶴市では、両市が本家争いをするほど、『肉じゃが』を町おこしにつ

なげているが、カレーライスが庶民の食卓に普及したのは海軍カレーにルーツがあるので、

海軍の街である横須賀でカレーの発信の地として、『カレー』を地域の活性化に利用してみ

ては」という話が行われた。 

平成 11年（1999年）に、横須賀市は「カレーの街宣言」を行い、その後の学校給食にも

影響を与えた。 

 

  イ 伝統食と結びつけて考えられた献立 

平成 10年(1998年)12月 22日、夏島小学校では、我が国の伝統食である「年越そば」に

ちなんだ「天ぷらうどん」を実施した。えびの天ぷらは、子どもたちにとって初めてだっ

たので大変喜ばれた。 

    ＜献立の内容＞ 

     （うどん、えびの天ぷら、ちくわの天ぷら、おひたし、牛乳、ゼリー） 

 

  ウ 学習と結び付けた献立 

    平成 11年(1999年)11月 25日、実施。大矢部小学校では、２年生が生活科で収穫したサ

ツマイモを分けてもらい、献立の中に入れるということで、まず、２年生から食べたいも

のを聞いた。次に、他学年からもサツマイモを使ったメニューを考えてもらった。 

    そして、子どもたちの考えたメニューを栄養士に渡し、栄養士と調理員さんで考えても

らい、４種類のメニューを示してもらい、給食部の先生で実施するメニューを決定した。 

    ＜献立の内容＞ 

     （秋の炊き込みごはん、おひたし、牛乳、さんまのかば焼き）  

     ＊市内で作られた「しめじ」を使用 

 

≪参考資料≫ 

 ・「食に関する指導体制の整備について（答申）」文部科学省 2004 

・「横須賀市学校給食研究会資料」横須賀市学校給食研究会 1998，1999 

 

10 電話相談事業とスクールカウンセラー 

（１）電話相談事業の変遷 

平成 10年度（1998年度）の内容を見てみると、実相談は 501回で、女子に関する相談が男子

よりやや上回った。相談者別に見てみると、大人からの相談が 409 回で特に母親からの相談が

86％を占めて、家庭教育、不登校、学業・知能などの相談だった。父親からの相談も増えてき

て 16回あった。子どもからの相談は少なかったが、学校現場でいじめをはじめとした交友関係
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の問題や学級内でのトラブルなどに取り組んでいる結果と考えられる。また中学校に「心の教

室」が設置され、直接相談できるようになったことも大きいと思われる。 

  平成 13年度（2001年度）から「Ｅメール相談」が始められた。家庭に配布する電話相談の案

内チラシにメールアドレスを記載し、各学校を通して配布した。平成 13年度（2001年度）の受

信回数は 61件で、その内容や様子から①Ｅメール相談の利用者は大人も子供も女性が多い、②

曜日や時間の制約がないことは利用者にとって便利である、③匿名性が高く会話では伝えにく

い内容についても文章で相談しやすい、④来所相談者もＥメール相談を利用することによって

情緒が安定する等、利点が挙げられた。 

  平成 14 年度（2002 年度）に教育研究所の教育相談室は教育相談セクションとして総合福祉

会館４Ｆに移転し、青少年相談センターの既存の電話相談「ヤングテレホン横須賀」と統合し、

名称、回線は「ヤングテレホン横須賀」のものを使用し、相談活動を行った。 

  平成 15年度（2003年度）は中学校で電話相談の件数が約 100件減少したが、「心の教室」や

スクールカウンセラーの配置がより一層定着し、そこで直接相談して問題解決されていること

が大きいと考えられる。平成 17年度（2005年度）には、平成 15年度（2003年度）から小学校

に配置されていた「ふれあい相談員」がほとんどの小学校に配置され、中学校には全校スクー

ルカウンセラーが配置された。そのことにより各学校で直接相談により、問題解決が図られる

ようになってきて、電話相談の件数は減少していったと考えられる。 

  平成 19年（2007年）２月から土日祝日も相談に対応するよう相談員を１名増員し、３名体制

で相談に応じるようにしたが、電話相談の件数は減少した。これは小中学校の校内相談体制が

充実してきたことが理由である。小学校は「ふれあい相談員」中学校はスクールカウンセラー

等専門の相談員が各校で直接対応した。また、携帯電話の普及により、メールでの相談もあり、

各機関がそれぞれ専門別に相談を分化、充実してきたことで、相談が分散化したことも一因と

考えられる。 

 平成 20年（2008年）に 22年間続いてきた電話相談事業も、子ども育成部の「子育てホット

ライン」と一本化され、新設される「はぐくみかん」に移管されて教育研究所の手を離れるこ

とになった。名称は「ヤングテレホン横須賀・子育てホットライン」で対象を乳幼児から青少

年まで広げ、相談時間は 365日・24時間体制となった。 

 

（２）スクールカウンセラー（SC）の設置 

平成 13年度（2001年度）から、神奈川県教育委員会は県内公立中学校 33校、公立高等

学校 18校（横浜市、川崎市は独自に事業実施）にそれぞれスクールカウンセラーを派遣し

た。市内の学校にも週１回、一日勤務で配置された。身分は、県費の会計年度職員である。 

 

 〇 横須賀市立中学校校長談話 

 

ＳＣの配置が大変有効に機能し、学校にとっては大変有難い。中学校の３年間は、精神

的に不安定な時期であり、いろいろな問題行動が起こりがちである。家庭では、核家族化

が進み、家庭環境も生徒の健全育成にとって好ましくないこともある。地域で集団で過ご
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すことも少なく、集団生活になじめない子もいる。また、発達段階に課題をもっている生

徒もいる。 

このように様々な課題がある中、登校相談員とともに不登校生徒の相談、見取りや学業

不振生徒の見取りと情報提供する。保護者の悩み相談を受け、内容によっては、スクール

ソーシャルワーカーにつなぐ。教員の仕事への相談で一緒に解決の糸口を探る。等、まだ

まだあるが、学校教育、生徒の健全育成にとって欠かせない存在です。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「所報」第 60号～第 70号 横須賀市教育研究所 1999～2009 

 ・「平成 14年度 初任者研修のてびき」2002 

 

11 その他の市全体の出来事 

（１）平成 13年（2001年） 横須賀市が中核市に 

    全国には、人口が１万人に満たない市から 300万人を超える市まであります。 

    「中核市」は、規模や能力によって市を区分しようとする制度の一つであり、指定都市

（県内では横浜市・川崎市・相模原市)に次ぐ都市制度です。 

    すべての市の仕事を一律にとらえるのではなく、人口が比較的多い市にはどんどん県か

ら事務権限を移し、できるだけ市民に身近な「市役所」で用事が済むようにすることによ

り、市民の利便性を高め、あわせて一層の地方分権の推進を図ろうというのが制度のねら

いです。 

    この制度は、平成７年４月から施行され、平成 13 年４月１日、横須賀市は全国で 28 番

目の中核市に移行しました。 

    なお、平成 27 年４月から中核市に指定されるために必要な人口要件が、30 万人以上か

ら 20万人以上に引き下げられました。 

             (横須賀市 HP 「横須賀市 変化を力に進むまち。」より） 

（２）平成 17年（2005年） 福島県会津若松市と友好都市提携  

 

    平成 17 年４月 17 日、横須賀市と会津若松市は、両市の歴史的なつながりを背景に、未

来に向けて親善交流を推進していくため、友好都市提携を行いました。その後、市民間の

交流や教育・文化・産業等の様々な分野における交流を通して友好を深めています。 

    【会津若松市の概要】 

     会津若松市は、猪苗代湖に隣接し、幕末の白虎隊で有名な鶴ヶ城など、長い歴史と伝統

にはぐくまれてきた城下町です。磐梯山や猪苗代湖などの豊かな自然、東山温泉や芦ノ牧

温泉といった観光資源、酒の蔵元や会津塗り、会津木綿など歴史ある地場産業が広く知ら

れています。広い盆地と豊かな山河を背景に、古くから太平洋岸と日本海岸の接点として、

さまざまな文化が流入し、それが歴史文化資源として蓄積されてきた都市です。 
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    【会津と横須賀の歴史的つながり】 

     会津と横須賀の縁は、三浦一族の佐原十郎義連（よしつら）が、文治５年(1189年)の

奥州合戦での戦功により、源頼朝から会津４郡（会津・大沼・河沼・那摩）を与えられた

ときから始まります。その子孫の芦名氏は会津に移り、黒川城を本拠地として会津を 400

年にわたって統治しました。 

     また、文化７年（1810年）に幕府から江戸湾警備を命じられた会津藩は、鴨居と三崎

に陣屋を構え、三浦半島のほぼ全域を会津藩領としました。その任務が永遠に続くと思

っていた会津藩士は、一家をあげて横須賀に移住してきました。文政３年（1820年）に

任務を解かれるまでに横須賀で生涯をとじた会津藩士とその家族の墓が今も横須賀に点

在しています。 

             (横須賀市 HP 「横須賀市 変化を力に進むまち。」より） 

 

（３）平成 19年（2007年） 市制施行 100周年に横須賀美術館開館 

横須賀美術館は、市政 100周年を記念し、2007年４月 28日に開館しました。建物は、

県立観音崎公園の豊かな緑が三方を囲み、目の前には東京湾が広がる恵まれた環境の中

にあります。館内でも常に周囲の自然が感じられるよう、天井や壁面に大小の丸穴が開

けられ、開放的な空間となっています。海側からと山側からのどちらからもアプローチ

でき、通り抜けできることで、周辺散策と展覧会観覧のどちらも楽しめるのが特長です。 

    【施設紹介】 

     〔展示室・ギャラリー〕 〔谷内六郎館〕 〔ワークショップ室〕 〔図書室〕 

     〔ミュージアムショップ〕 〔レストラン アクアマーレ〕  

     〔海の広場〕 〔屋上広場〕 〔山の広場〕 

    【建築について】 

     山本理顕設計工場の設計による建物は、ガラスと鉄板の入れ子構造からなる外観が特

徴的です。単純ながら美しいガラスの箱の中に展示物と収納庫を配置し、高さを抑える

ことにより景観との調和にも配慮しています。前面にはワークショップ室やレストラン

が入る別棟を付け加え、広場と一体化して開放的に楽しめる空間も設けました。美術を

中心にさまざまな文化が楽しめる美術館活動を展開しています。 

     「小さな丸穴からは森の深い緑が見えます。晴れた日の夕方、丸穴から見る空の色は

驚くほど濃い青色です。大きな丸穴の海を大きな貨物船が通過していきます。雨の日、

寒い日、暑い日、長い時間、短い時間、時の変化を楽しむことができる美術館です」 

 ―山本理顕 

    ＊～世界的に優れた建築家に贈られ「建築界のノーベル賞」とも称されるアメリカの  

プリツカー賞 2024の受賞者に、当館を設計した山本理顕さんが選ばれました～ 
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    【建物の特徴】 

     〔景観と一体化した外観〕 〔滞在型美術館としてのアクティビティ〕 

     〔ガラスと鉄板のダブルスキン構造〕 〔吹抜の回廊〕 〔丸穴の開口部〕 

    【ロゴマークとピクトグラム】 

     グラフィックデザイナーの廣村正彰氏による海の写真を使った「横須賀美術館」のロ

ゴマークと、ヒト型のピクトグラム（単純化した図による表示）によるサイン計画は、

どちらもパッと目をひくものとなっています。  

                           （横須賀美術館 HPより） 

 

≪参考資料≫ 

 ・横須賀市ホームページ 

 ・横須賀美術館ホームページ 
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３節 学力観と進路 

１ 全国学力・学習状況調査 

（１）実施の背景 

   平成８年（1996 年）、中央教育審議会は「21 世紀を展望した我が国の教育の在り方につい

て」で「ゆとり」の中で「生きる力」を育むことを重視する提言をした。それを受け平成 10

年（1998年）に学習指導要領が改訂され、この基本的な考えのもと、「学習内容の削減と基礎

基本の重視」、「完全学校週５日制」、「学習時間の削減」等が実施された。 

更には、経済協力開発機構（OECD）による学習到達度調査（PISA）において、平成 12年（2000

年）と平成 15 年(2003 年)の間の成績の低下から、いわゆるゆとり教育が学力の低下の要因

であるとする立場の人が多くいた。 

   これらのことが、「学力低下論」という世論を引き起こしていったと推測できる。 

 

（２）全国学力・学習状況調査の概要 

   このような背景を受け、文部科学省は、全国的に子どもたちの学力状況を把握するため、

「全国学力・学習状況調査」を平成 19年度（2007年度）から実施した。 

ア 調査の目的 

   ・義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な児童生徒の学力や学習

状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図る。 

   ・学校における児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てる。 

   ・そのような取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立する。 

イ 調査の対象学年 

    小学校：第６学年 

    中学校：第３学年 

ウ 調査の内容 

（ア）教科に関する調査 

     国語、算数（小学校）、数学（中学校） 

（イ）生活習慣や学校環境に関する質問紙調査 

・児童生徒に対する調査 

・学校に対する調査 

エ 調査の方式 

    ・平成 19年度（2007年度）は悉皆調査 

オ 調査結果の公表・提供 

・国全体、各都道府県・指定都市、地域の規模等における調査結果を公表。 

    ・教育委員会及び学校に当該教育委員会・学校の調査結果を提供。 

    ・児童生徒に個人票を提供。 

≪参考資料≫ 

 ・文部科学省全国学力・学習状況調査の概要 
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２ 学力向上の取組 

平成 12 年（2000 年）の「生きる力と確かな学力」を掲げた学習指導要領の改訂に伴い、平成

12年度（2000年度）から２年間にわたり「学習指導研究員会」を発足し、「これからの学校にお

ける学習指導のあり方を考える」を研究主題に、池上小学校、大矢部小学校、鴨居小学校、鷹取

小学校、馬堀中学校、不入斗中学校、公郷中学校の教員がそれぞれの学校で研究実践を進めた。 

研究では、これからの社会で重視され、求められる学力をとらえ、授業づくり、授業改善の

視点を明らかにした。また、評価については「‘教師’から‘子ども自身’へ」、「‘結果’より

‘過程’へ」、「‘画一的’から‘多角的’へ」を打ち出し、知識・理解に偏りがちな評価を、学

習意欲、思考・判断・表現の評価も重視して研究実践をし、各校の教育につなげた。 

平成 16年（2004年）には、「指導の必携」の重点目標に「確かな学力の定着」が示され、学

力低下の懸念の払拭が課題であり、自ら学ぼうとする意欲を高める授業の工夫・改善が必須で

あるとされた。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「紀要 263集『これからの学校における学習指導のあり方を考える』」横須賀市教育研究所 

  2002 

 ・「平成 16年度 指導の必携」横須賀市教育委員会 2004 

 

３ 進路指導の変遷   

  神奈川県の公立高校入学者選抜制度は、平成９年（1997年）に大きな変化を見せ、選抜新方

式がとられるようになった。 

（１）「ア・テスト」が廃止された。選抜の資料は、学習成績：学力検査＝６：４となった。 

（２）「第一希望」「第二希望」と二校を志願できる「複数志願制」がとられた。 

（３）推薦入学の枠もさらに拡大され、専門学科は 30%以内、専門コースも 10%となった。 

（４）学力検査は、第一希望校で、普通科は国社数理英の５教科、専門学科は５教科のうち指定

された３教科を受検することになった。 

（５）選考のしかた 

第一希望校での選考は定員の 80%の合格者を決定 

    普通科・・・第一希望の定員のうち 70%を学習成績と学力検査の結果で選考   

          第一希望の定員のうち 30%を学習成績、学力検査、調査書記入事項、 

各高校の「選考にあたって重視する内容」により総合的に選考 

    専門コース、専門学科・・・学習成績、学力検査、調査書記入事項、面接、実技 

                 の結果から総合的に選考 

第二希望校での選考は定員の 20％の合格者を決定 

    普通科・・・学習成績、学力検査の結果、調査書記入事項から総合的に選考 

    専門コース、専門学科・・・学習成績、学力検査、調査書記入事項、面接、実技 

の結果から総合的に選考 

 



第Ⅳ期 ２章 行政としての視点から 

３節 学力観と進路 

61 

 

（６）合格発表 

   受検者一人ひとりに封筒を手渡す方法 

（７）数値の算出 

   学習成績  ２学年の９教科＋３学年の９教科×２＝135点満点 Ａ 

   学力検査  普通科 ・・・５教科×50点＝250点満点 Ｂ 

         専門コース、専門学科・・・学力検査（３～５教科）×傾斜配点の比重＝Ｂ 

 ６：４の比率による数値 とは 

  ａ（Ａを 100 点満点に換算した数値）×0.6 ＋ ｂ（Ｂを 100 点満点に換算した数値）×0.4 

（８）推薦枠の拡大 

平成 13年（2001年）には、「入学者選抜制度学区検討協議会」が発足され、普通科の推薦

枠が拡大された。この頃の横須賀三浦学区での普通科推薦は、三崎高校、初声高校、大楠高

校、津久井浜高校、逗子高校、久里浜高校、岩戸高校で実施しており、のちには、横須賀高

校、横須賀大津高校、追浜高校、逗葉高校でも実施された。 

（９）学区外受検枠 

   普通科学区外も８％から 25％に拡大した。 

この頃の進路指導で問題とされたのは、次のような点である。 

・ ア・テストがなくなり、入試の比重が拡大したので、中学の成績では差がつきにくく、

担任による高校決定のアドバイスがしにくくなる。 

・ 複数志願制であるから、合格の可能性がさらに読みにくくなり、私立高校の併願が増

加する。生徒、保護者は塾のデータを重視するようになった。 

・ 推薦実施校の増加や、新しい高校の開校が続き、希望進路決定や情報集めは生徒自身

でしていかなければならなくなる。 

・ 進路日程が詰まってきて複雑になる。 

    例  平成 13年度 １月 22日 

23日 

24日 

29日 

２月 10日 

11日 

18日 

３月１日 

14日 

19日 

 私立推薦面接 

 私立推薦発表 公立推薦面接 

 公立推薦面接 

 公立推薦発表 

 私立一般入試、面接 

 私立一般発表 

 公立学力検査 

 公立発表 

 公立定時制面接 

 公立定時制発表 

・ 公立、私立の入試が推薦と一般で４回もあり、ある学校では受検（受験）校が 40数校

となって、私立は日程や書類がすべて異なるから、教員の緊張は大変だった。進路関

係の仕事は夜の８時過ぎに願書や提出書類の仕分けや点検を行う日々であったという。 
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・ 合格発表は封書で本人への手渡し式となったため、複数志願制で第二希望での合格者

は、第一希望校で「不合格の通知」を受けた後、合格した第二希望校まで「合格通知

書」を受領しに行った。 

   ・ 生徒は、入試結果開示請求をすることができた。 

また、平成 14年度（2002年度）頃からは、神奈川県教育委員会は生徒数の減少や社会の変化

に対応するための「県立高校改革推進計画」により、高校の統合や新しい高校づくりを進めた。 

「総合学科、単位制、フレキシブルスクール、科の再編、校名の変更など」多様化がますま

す進行し、横須賀三浦学区でも、平成 15年度（2003年度）に、市立横須賀高校と市立工業高校

と市立商業高校が統合され、「総合学科の市立横須賀総合高校」となり、平成 16年度（2004年

度）には、県立初声高校と県立三崎高校が統合して、「単位制の普通科高校」となった。 

  私学でも、横浜商工は横浜創学館に校名を変更し、逗子開成は高校の募集をやめた。 

                                       

  さらに、神奈川県教育委員会は、「入学者選抜制度、学区検討協議会」の検討を経て、平成 16

年度（2004年度）からの公立高校の新入試制度の概要を発表した。それは、今までの制度と大

きく変わるもので、「複数受検機会の設定」「多様な選抜方法」「特色ある高校づくりの推進」を

方針とするものであった。 

（１）前期選抜・・・学力検査はなく、面接（自己 PR書を提出する）を行う。 

 作文、実技検査、自己表現活動の検査も実施できる。 

 調査書や面接をもとに、事前に公表する「総合的選考の基準」により総合

的に選考する。 

 誰でも志願できる。前期に受検せず、後期のみでも志願できる。 

（２）後期選抜・・・３～５教科の学力検査で選考する。 

 志願は１校のみ。志願変更ができる。 

全日制普通科・・・数値を中心にした選考（第一次選考 80％） 

               高校ごとの選考基準（第二次選考 20%） 

普通科以外・・・・総合的選考、面接、作文、実技検査、自己表現活動の検査を実施

できる。 

（３）数値の算出 

調査書の学習の記録Ａ＝第２学年の９教科＋第３学年の９教科×２（135点満点） 

学力検査の結果Ｂ＝３～５教科の得点合計（150～250点）   

数値Ｃ＝ａ（Ａを 100点満点に換算した数値）×0.6 ＋ｂ（Ｂを 100点満点に換算した

数値）×0.4 

（４）数値による選考、総合的選考、選考基準は事前に公表する。 

（５）定時制は、前期後期とも、全日制と同日程、同一問題で入試を行う。 

（６）二次募集は、全日制、定時制は別日程 

（７）通信制は、前期選抜なし 

平成 17年度（2005年度）からは、さらに各高校による選考方法が弾力化された。 
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（８）３~５教科の学力検査は、高校独自の問題を実施する場合がある。 

（９）数値の算出は、高校独自の扱いができる。 

     調査書の教科の評点Ａを一定の範囲で重点化した数値にする場合がある。 

  （３教科２倍以内） 

     学力検査の得点の評点Ｂを一定の範囲で重点化した数値にする場合がある。 

                               （２教科２倍以内） 

     数値Ｃの m：nを ４：６，５：５，６：４の中から高校ごとに決める。 

この時期の中学生（中学校）は大変であった。 

平成 14年度（2002年度）から学習成績が絶対評価になったので、現２年生は受検時に、２年

生の時の相対評価と３年生の絶対評価という異なる評定が資料になるという心配がおこった。 

その後も、絶対評価による評定のしかたの学校間格差が顕著になった。甘い絶対評価が拍車

をかける中で、学力が低い学校でも内申の成績は高いので高望みが増えて、その結果第一希望

の公立高校の不合格者が増えた。するとその受け皿であった私学の「特進学級」のレベルが上

がり、大学進学者も増えていった。 

 

平成 17年度（2005年度）からは、普通科の学区も撤廃された。 

学区の撤廃については、「受験競争の激化」「高校の序列化」「近隣の高校の入学を希望する生

徒に対する影響」「地域とのつながりの希薄化」「中学校の進路指導への影響」などを懸念する

県民も多かったにもかかわらず、特色ある高校づくりの推進のため、学校選択幅の拡大の声に

応えるとして、普通科の 18学区から全県１区となった。生徒や保護者は、広範囲の説明会や見

学会に積極的に出かけて、自分の目で確かめ資料や情報の収集を自分で行わなければならなく

なり、中学校の進路指導でも合否の予測がしにくくなって併願者が増加し、模擬テストも含め

て塾に頼る生徒が確実に増えることから家庭の経済的負担がさらに増加していった。 

進路日程も、１月中旬頃から、私立推薦募集～～公立前期選抜～～私立一般入試～～公立後期

選抜～～私立二次試験～～全日制二次試験～～定時制二次試験発表の３月下旬まで、長期間にわ

たった。２月初旬に合格が決定した生徒たちの４月までの空白の２ヶ月は影響が大きかった。 

 

不登校生徒の進路についても、配慮が必要になってきている。 

不登校生徒に対して、中学校では学習結果の通知表への評定記入に際して、本人・保護者の意

向を確認した上で「評価せず」とすることは可能になっている。しかしそれは「学校で通常の授

業を受けていないのだから評価はできないとか評価は１である」というような短絡的な考え方で

はなく、学校に登校できなくても、家庭で学習をしたり相談学級等で学習支援を受けていたりす

るような生徒については、生徒の努力が適切に評価されるような工夫と土台を作ってこそである。

たとえ長期の不登校生であっても、３年間を見通した支援と進路指導が大切である。 

 

≪参考資料≫ 

・「新入選制度はなにをもたらしたのか～『新神奈川方式』を検証する～」 

神奈川県高等学校教職員組合 1997 

 ・「県立高校改革推進計画の軌跡 記録集」神奈川県立総合教育センター 2013
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３章 横須賀の特徴 ～学校現場から～ 

１節 横須賀市の児童生徒 

１ 児童生徒数と教員定数の変遷 

Ⅳ期（平成 10 年～平成 19 年）は、全国の都市同様、横須賀市も人口減少が始まった時期で

ある。43 万人前後で推移していた市の人口が、平成 16 年（2004 年）には、前年より 2,000 人

強の減少により 428,588 人と 43 万人を割った。今までも何度か 43 万人を割ったことがあった

が、この年を最後に 43万人を越えることはない。 

  人口減少と聞くと横須賀市全体が縮小したように思えるが、平成 11年（1999年）には「カレ

ーの街よこすか」の旗揚げ、平成 12 年（2000）には三浦縦貫道の一部開通、平成 13 年（2001

年）には全国 28番目となる中核市移行、ウェルシティ市民プラザ、リサイクルプラザアイクル

の開館、平成 14年（2002年）にはヴェルニー公園オープン、市民防災センターあんしんかん開

所、平成 15年（2003年）には県立福祉大学開学、市立横須賀総合高校開校、平成 17年（2005

年）にはソレイユの丘開業、平成 18年（2006年）には児童相談所開所、平成 19年（2007年）

には猿島が国から市に移譲、横須賀美術館開館、市制 100 周年記念事業展開等々、今に続く横

須賀の街の形態が出来上がった時期である。 

  このような街作りが進む中で、児童生徒数は市の人口減少に伴い、Ⅲ期のような急減ではな

く緩やかな減少または横ばい傾向となってきた。児童生徒数の微減の中で、平成 11 年（1999

年）に坂本小学校と青葉小学校は統合し桜小学校が新設され、平成 18年（2006年）には、陽光

小学校が鶴久保小学校に統合した。また、中学校は１校、平成 19年（2007年）に桜台中学校と

坂本中学校が統合し、統合校の名称は坂本中学校となった。一方で、平成 15年（2003年）には

近隣の住宅数増加に伴い、大塚台小学校（池田町３丁目）が新設されている。 

 

【横須賀市児童・生徒数の推移（人）】 

区分 

年度 
小学生 中学生 合計 

平成 10 年（1998 年） 23,198 12,412 35,610 

平成 11 年（1999 年） 22,896 11,912 34,808 

平成 12 年（2000 年） 22,555 11,602 34,157 

平成 13 年（2001 年） 22,512 11,471 33,983 

平成 14 年（2002 年） 22,410 11,223 33,633 

平成 15 年（2003 年） 22,425 10,833 33,258 

平成 16 年（2004 年） 22,321 10,572 32,893 

平成 17 年（2005 年） 22,327 10,474 32,801 

平成 18 年（2006 年） 22,297 10,428 32,725 

平成 19 年（2007 年） 22,120 10,553 32,673 

             （横須賀市教育委員会 教育要覧 平成 19年度版 2007） 

 

    上の表から、児童数は横ばい傾向だが、生徒数は微減傾向となっていることがわかる。そし
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て、学校が小規模化することで弊害が指摘され始めるようになり、教育研究所所報には次のよ

うに記されている。 

「例えば、クラスで同性によるチームが２つできないとか、中学校で部活が成り立たなく

なってきている部分もある。子どもたちが多様になってきている分、１学級当たりの人数は

少ない方が、密に良い対応ができるが、少なければ問題もよく見えすぎてしまうという課題

も出てくる。」 

               （横須賀市教育研究所 所報第 61号 平成 11年度・1999年度） 

 

【横須賀市教職員の推移（人）】 

区分 

年度 
小学校 中学校 合計 

平成 10 年（1998 年） 1,031 676 1,707 

平成 11 年（1999 年） 1,014 654 1,668 

平成 12 年（2000 年） 1,002 644 1,646 

平成 13 年（2001 年） 1,014 655 1,669 

平成 14 年（2002 年） 1,026 656 1,682 

平成 15 年（2003 年） 1,048 660 1,708 

平成 16 年（2004 年） 1,057 662 1,719 

平成 17 年（2005 年） 1,075 667 1,742 

平成 18 年（2006 年） 1,079 672 1,751 

平成 19 年（2007 年） 1,080 675 1,755 

             （横須賀市教育委員会 教育要覧 平成 19年度版 2007） 

 

【初任者教員数の推移（人）】 

区分 

年度 
小学校 中学校 高等学校 ろう・養 合計 

平成 10 年（1998 年） 3 6 0 0 9 

平成 11 年（1999 年） 10 1 0 0 11 

平成 12 年（2000 年） 10 2 0 0 12 

平成 13 年（2001 年） 14 5 0 0 19 

平成 14 年（2002 年） 33 17 0 0 50 

平成 15 年（2003 年） 45 18 0 0 63 

平成 16 年（2004 年） 48 22 0 0 70 

平成 17 年（2005 年） 52 30 0 0 82 

平成 18 年（2006 年） 60 22 0 0 82 

平成 19 年（2007 年） 61 21 0 0 82 

           （横須賀市教育研究所 所報 第 64号 平成 14年度，第 69号 平成 19年度） 
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教職員数について、Ⅲ期中頃までは小学校 1,100 人程、中学校 700 人程で推移していたが、

Ⅲ期後半から減り始め、Ⅳ期前半の平成 12年（2000年）に小・中学校とも最少となる。 

    このことについて、横須賀市教育研究所の所報に「退職者数のみ補充するという文部科学省

の方針だけでは、高齢化している学校の活性化は望めないのではないだろうか。中核市のフロ

ントランナー・横須賀市としての独自のプランは考えられないだろうか。」（第 62号 平成 12

年度）と、教職員数減少に対しての切実な内容が記されている。なお、平成 13 年度（2001 年

度）からは微増に転じたことにより、「増加の傾向は今後続くと思われるので学校の活性化が

期待される。」（第 64号 平成 14年度）と、明るい兆しの内容も記されるようになった。 

    また、微増が続いていることについては、定年退職者の増加とともに「各学校に特別支援学

級の増加と、児童生徒数の減少幅が学級数の減少に影響しなかったということが推測される。」

（第 68号 平成 18年度）と記されている。 

【退職教職員数の推移（人）】 

区分 

年度 
小学校 中学校 

高等学校 

特別支援 
合計 

平成 17 年（2005 年） 41 14 4 59 

平成 18 年（2006 年） 54 12 6 72 

平成 19 年（2007 年） 53 15 5 73 

（横須賀市教育研究所 所報 第 69号 平成 19年度） 

 

    Ⅳ期の後半になると、徐々に進む世代交代ということで、定年などの理由による退職者の増

加が指摘されるようになった。 

  このことについて、所報 68号には、「本市においては、今後これまで以上に大量退職者の時代

を迎えることになるだろう。そしてこのことに伴い、逆に初任者は確実に増加してきている。単

純計算で、20％弱の教員が５年経験未満の教員ということになる。いわゆる『2007年問題』が話

題になることが多い昨今だが、学校教育の現場においても、教育技術や知識、伝統などが断絶し

てしまうことが懸念される。初任者研修はもちろん、校内において、経験年数の浅い教員を育て

ることが、一般にベテランと呼ばれる教員の急務であると考えられる。」と記されている。 

    Ⅳ期の教職員数は、減少から増加へ、高齢化から若年化へと変化の激しい時期であったと言

えるのではないだろうか。 

 

≪参考資料≫ 

・「横須賀市の人口推移（明治 41年～）」横須賀市ホームページ 

・「教育要覧 平成 19 年度版」横須賀市教育委員会 2007 

・「所報 第 61号 平成 11年度」横須賀市教育研究所 2000 

・「所報 第 62号 平成 12年度」横須賀市教育研究所 2001 

  ・「所報 第 64号 平成 14年度」横須賀市教育研究所 2003 

・「所報 第 68号 平成 18年度」横須賀市教育研究所 2007 

・「所報 第 69号 平成 19年度」横須賀市教育研究所 2008  
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２節 横須賀市の教育研究 

１ 読書指導・学校図書館研究 

（１）図書館教育の変遷 

この時期のことがら・内容を、◎文部科学省（旧文部省）、市・県教委、教育一般 ○神奈

川県・全国学校図書館協議会（以下、SLA）、公共図書館 ◇横須賀市学校図書館研究会に分

け、記載する。 

 

・平成 10年度（1998年度） 

     研究テーマ『自ら学ぶ力と豊かな心を育てる学校図書館教育のあり方』 

◇７月 30日 学校図書館フィールドワーク 富弘美術館 

○８月 25日 第 46回県 SLA夏期研究大会 

提案「昔話を読もう―子ども達自らが創り出していく授業を  

目指して」 鈴木 優子（衣笠小） 

◇ 公共図書館見学 南図書館 

   ・平成 11年度（1999年度） 

     研究テーマ『自ら学ぶ力と豊かな心を育てる学校図書館教育のあり方』 

◇７月 29日 学校図書館フィールドワーク 相田みつを美術館 

◎８月 平成 12年（2000年）を『子ども読書年』にすることを国会決議 

○８月９日～10 日 第 25回関東地区 SLA研究大会 

提案「行ってみたくなる学校図書館」 百瀬 美佐子（野比東小） 

   ・平成 12年度（2000年度） 

     研究テーマ『自ら学ぶ力と豊かな心を育てる学校図書館教育のあり方』 

◎５月５日 東京上野に「国立国会図書館国際子ども図書館」が開館 

◇７月７日 講演会 横須賀市立児童図書館 

演題「公共図書館と学校図書館の連携」 講師 坂本 和子（館長） 

◇７月 27日 学校図書館フィールドワーク 国立国会図書館国際子ども図書館 

◎８月 文部省、公立学校図書館調査を発表するとともに、司書教諭の計画

的発令を求める通知を出す。 

○２月 第 37回県小教研 中央研究大会 

提案「アニマシオンを取り入れた読書活動」 秋吉 玲子（桜小） 

   ・平成 13年度（2001年度） 

     研究テーマ『自ら学ぶ力と豊かな心を育てる学校図書館教育のあり方』 

◇６月 27日 研修会「学校図書館におけるコンピューターの活用」 

講師 一柳 直行（教育研究所） 

◇７月 26日 学校図書館フィールドワーク  横浜市立港北小学校 

○８月 24日 第 49回県 SLA夏期研究大会 

提案「総合的な学習における学校図書館の役割」 

長谷川 貴子（長井小） 
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◎12月 12日 「子どもの読書活動の推進に関する法律」の公布・施行 

○２月 第 38回県小教研 中央研究大会 

提案「図書室にボランティアを」 百瀬 美佐子（野比東小） 

 

・平成 14年度（2002年度） 

     研究テーマ『豊かな心を育てる学校図書館づくり』 

○７月30日～８月１日 第 33回全国 SLA研究大会横浜大会 

提案「読書感想画をどう指導するか」 新倉 程子（鶴久保小） 

提案「図書委員会活動の活性化をどう図るか」 

百瀬 美佐子（野比東小） 

提案「図書委員会活動の活性化をどう図るか」 

伊部 えりさ（大楠中） 

◎８月 文科省、「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」を策定 

◇８月６日 学校図書館フィールドワーク 千葉県袖ケ浦市立昭和中学校 

◇10月 18日 学校図書館研修会「司書教諭の役割と実践」 

講師  井上 光子（横浜市立篠原西小学校教諭） 

◇11月 15日 市教育課程研究会一般部会第２日目 

提案「司書教諭のいる学校図書館の活用」 

百瀬 美佐子（野比東小） 

◎１月 文科省、学校図書館法に基づき、司書教諭の発令を進めるよう通知 

 

   ・平成 15年度（2003年度） 

     研究テーマ『豊かな心を育てる学校図書館づくり』 

◎４月  全学校に司書教諭を配置 

◇７月 29日 学校図書館フィールドワーク 横浜雙葉小学校 

◇11月 26日 学校図書館研修会「中学校における司書教諭の活動の実際」 

講師  山上 優（横浜市立日吉台中学校教諭） 

◎１月 県教委、「かながわ読書のススメ～神奈川県子ども読書活動推進 

計画～」を策定 

◎２月 文科省、学校図書館調査を発表。朝の読書活動が増加した。 

 

   ・平成 16年度（2004年度） 

     研究テーマ『豊かな心を育てる学校図書館づくり』 

◇７月 28日 学校図書館フィールドワーク 国立国会図書館国際こども図書館 

◇10月 15日 研修会「アニマシオンの実践」 

講師 岩辺 泰吏（アニマシオン研究家） 

 

   ・平成 17年度（2005年度） 

     研究テーマ『豊かな心を育てる学校図書館づくり』 
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◎７月 29日 「文字・活字文化振興法」の公布・施行 

◇８月２日 学校図書館フィールドワーク 川崎市立柿生小学校 

○８月 24日 第 52回県 SLA夏期研究大会 

提案「春から始める読書感想画」 新倉 程子（長井小） 

提案「『ものづくり』に生かす学校図書館」 関場 孝男（長井中） 

 

   ・平成 18年度（2006年度）   

     研究テーマ『豊かな心を育てる学校図書館づくり』 

◇８月１日 学校図書館フィールドワーク 東京こども図書館 

○８月９日～11 日 第 35回全国 SLA研究大会郡山大会 

提案「春から始める読書感想画」～読書感想画を描こう～ 

   新倉 程子（長井小） 

◇10月 20日 学校図書館講演会「学年に応じた調べ学習」 

講師  蔵元 和子（読書活動家） 

◎１月 市教委、「横須賀市子ども読書活動推進計画～愛読プラン～」を  

策定 

○２月 第 43回県小教研 中央研究大会 

提案「学校図書館の利用および情報の適切な活用」 

内藤 恵理子（汐入小） 

 

   ・平成 19年度（2007年度） 

     研究テーマ『豊かな心を育てる学校図書館』 

◇７月31日 学校図書館フィールドワーク 三鷹市立第四小学校・昭和館 

○８月 21日 第 54回県 SLA夏期研究大会 

提案「パワーポイントを利用したブックトーク」 

奥村 佳奈（高坂小） 

◇11月 14日 学校図書館講演会「絵本を子どもたちへ」～読み聞かせについて～ 

講師  菊地 彰子（読書活動家） 

◎３月 11日 「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画（第二次）」閣議

決定 

 

（２）横須賀市の図書館教育 

“自ら学び、自ら考える力の育成、基礎基本の定着、個性を生かす教育の推進”を通して、

児童・生徒の「生きる力」を育成することが骨子とされた平成 10年度版（1998年度版）学習

指導要領。“子ども読書年” “朝読書” “司書教諭の配置”等、世の中の動きも相まって、

単に静かに本を読む場所・本を借りる場所であった図書室が、図書資料を活用した教科学習

における学習活動の場としての学校図書館に変容していった時期でもある。 

   当時の様子を、平成９・10年度研究会長 住田先生、平成 11～13年度研究会長 安田先生は

次のように振り返っている。 
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  ≪日々の授業に結び付ける工夫≫ 

図書館と日々の授業が結び付けば、学校の図書館も生き生

きと動き出すだろうと課題を設けて取り組みました。情報資

料ということで、本だけに限らず、広く授業に生かせる資料

を見つけたり、問題の解決のためには欠くことの出来ない存

在としての資料の役割を実践を通して積み重ねていきまし

た。 

    教師は、指導の効率化のために資料を常に使いましたが、

児童が一人一人資料を必要とするとなると、たちまち資料不

足、本不足、整備不良に直面しました。そこで、児童は市立

の図書館へ足を運ぶことが増え、学校間での本の貸し借りを

することもありましたね。 

    教材を前もって調べ参考になる図書を各学年の教室の前に並べて関心を引き出す工夫を

する学校もありました。だんだん本の購入に計画性が出てきたことも喜ばしいことでした。 

      読書指導では、朝の１０分間読書の成果が、中学校を中心に全国的に報告されていまし

た。本市でも、大津中学校で上森先生が良い実践をされており、後に続く学校が増えてい

きました。学校で１０分間本を読む時間を提供することで、児童生徒は落ち着き、本を手

にするという機会が持てたようです。「子ども読書年」が国で採択され、追い風を受けて、

読書に関する期待感が高まったと思います。 

    小学校でも、教師だけではなく、保護者や地域の方による読み聞かせを試みる学校が増

えていきました。 

 

  ≪“子ども読書年”と“司書教諭必置”という追い風≫ 

    ～略～ 横須賀の図書館研究会をこれからどうするか、世

の中も情報化の時代に入り、情報活用研究というように名称

も変わっていく流れになり、図書館研究会のあり方そのもの

が変わるようなところに来たので、川崎市の例などを見なが

ら、どうしたものかと迷いました。情報活用能力も養わなけ

ればならないし、子どもたちの心の荒れというものも非常に

目立った時期になりましたので、読書の大切さもやはり伝え

ていかなければならない、ということでそのバランスをどう

とるか。 

    でも、2000 年が子ども読書年であったり、社会全体に読書

の重要性が見直される時期でもあり、そのような社会の風を受けましたのと、組織が大き

くなったとはいえ、研究会の一人一人の担当者がしっかりやってくれていたのとで、ここ

までやってこられました。司書教諭の配置が間近に迫っていたので、学校図書館に対する

世間の目も変わってきたということもあったと思います。 

    授業時間の削減で時間をどうとるかという問題を今も引きずっていますが、授業の中で

利用指導を行うことがだいぶ定着してきたので良かったと思います。 

    また、コンピューターの導入に伴い考えていかなければならないこととして、図書館の

住田 絢子 氏 

安田 澄子 氏 
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管理の面での活用という点で課題を残したままになってしまいましたが、それもこれから

是非いい形で解決していけたらと思います。 

 

「＜２＞ 展望編 これからの学校図書館」には、６名の教諭からの思いや提言が述べられ

ている。 

 

   ○展望―１『朝の読書を』 ―子どもたちに時間と場所と、そして本を― 

                         上森  義喜（坂本中学校教諭） 

   ○展望―２『読書感想画の可能性』 ―感想画を通して育っていく力― 

                         新倉  程子（鶴久保小学校教諭） 

   ○展望―３『たのしいアニマシオン』 

          ―読書にアニマシオンを取り入れた活動を― 

                         秋吉  玲子（武山小学校教諭） 

   ○展望―４『司書教諭のいる図書室に』 ―本と子ども・授業・教師をつなぐ― 

                         百瀬  美佐子（野比東小学校教諭） 

 

   ○展望―５『情報センターとしての学校図書館』  

         ―子どもたちが積極的に利用したくなるような環境整備を― 

                         内藤  恵理子（汐入小学校教諭） 

 

「学校の施設の中で、特に学校図書館については、資料面においても学校教育に欠くこ

との出来ない役割を果たしているとの認識に立って、図書資料の充実のほか、様々なソフ

トウエアや情報機器の整備を進め、高度情報社会における学習情報センターとしての機能

の充実を図っていく必要がある。」と、平成８年（1996年）に中央教育審議会第 1次答申が

出され、これからの学校図書館には、これまでのように図書を揃え静かに読書をする「読

書センター」としての機能に加え、多様なメディアを利用し情報活用の方法を学ぶ「学習

情報センター」としての機能の充実が求められるようになった。 

さらに、学校図書館法の改正により、平成 15 年度より 12 学級以上の学校に司書教諭が

配置されることになり、４月から横須賀市でも各校に司書教諭が置かれることになった。

しかしながら、司書教諭の仕事は多岐にわたり、片手間にできるものではない。 

    学校図書館が真の意味で学習のセンターとなるためには蔵書の充実や館内整備ももちろ

ん必要だが、司書教諭を含め、子どもの学びに携わる教師一人一人が、子どもとどのよう

に向き合うかが重要である。                  （各展望より抜粋） 

 

≪参考資料≫ 

・「横須賀市学校図書館研究会史 第２巻 平成元（1989）年～平成 18（2006）年」 

  横須賀市学校図書館研究会 2006 

  ＊ ＜１＞ 回想編 あのころの学校図書館 の部分は、平成 15年（2003年）８月 18日（月）

佐島マリーナ内レストランでおこなわれた座談会をまとめたもの 
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３節 各学校の取組 

１ 校外行事  

（１）中学校の取組 

Ⅳ期は、「総合的な学習の時間」が新設されたことや、学校週５日制が導入されたことで、

校外行事は今までどおりとはいかなくなり、各学校でさまざま検討が加えられた。 

 

   例えば、教育課程の中では、「特別活動」、「行事」、「総合的な学習の時間」の時間配分が問

題となって行事の精選が進められた。規模を縮小していく中で、２年時キャンプをとりやめ

たり、授業時間を確保するために修学旅行を 10月に実施したりする学校も出てきた。 

   また、進路学習として行われていた「職場体験」を校外学習として扱い、修学旅行も「総

合的な学習の時間」の一環として、各学校のテーマ設定のもと、独自の方向を出す学校も出

てきた。 

 

   平成 13年（2001年） 坂本中学校の修学旅行に見られるように、出発の集合場所を「新横

浜」にする学校が多かった。１、２年時の校外学習の集合経験を生かすためである。また、

この頃の京都での班行動は「タクシー行動」が多くなっていた。効率的に回ることもできる

し、運転手さんとの会話で昼食場所なども教えてもらい、生徒たちには好評だった。教師も

何箇所かのチェックポイントに分かれて、生徒たちの行動を把握することができた。 

 

   １日目  新横浜駅集合 ～ 京都 ～ 奈良公園 ～ 班別自主行動 ～  

 清水（順正）で夕食 ～ 祇園コーナー体験学習 

   ２日目  京都市内班別自主行動 （チェックポイント 金閣寺、銀閣寺、清水寺  

        三十三間堂） 

   ３日目  亀岡 ～ 保津川下り ～ 嵐山 ～京都 

 

また、平成 17年（2005年）の大津中学校の修学旅行は、「尾瀬」である。 

   総合的な学習の時間で「環境学習」を行ってきたので、日本でも様々な環境保護運動発祥

の地となっている尾瀬に行き、自然のすばらしさや大切さを体感しながら貴重な自然を守っ

ていこうということで、実地体験をレポートにまとめる事後学習につなげた。 

 

   １日目  長瀞ライン下り ～ 谷川岳ロープーウェイ 

   ２日目  尾瀬ハイキング 鳩待峠から尾瀬ケ原 14～18㎞ 12名ずつに山岳ガイド 

   ３日目  郷土の体験学習（ガラス細工、月夜野焼き）  伊香保グリーン牧場 

    

   この頃から旅行会社もプレゼンテーションをして、さまざまな修学旅行コースを提案して

くるようになった。各学校でも、修学旅行の時期をあらかじめ決められてしまう「悌団」か

ら抜け、会津方面や飯田方面、民泊体験、田植え体験など、新たな候補地を検討しだした。   
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  ＊「梯団」の問題 

   平成 12年（2000年）５月 12日、「神奈川県公立中学校長会定期総会」が横須賀市文化会館

で開催された。この時、他市の参加者から「横須賀市は梯団を抜ける学校が多い。ルール違

反である。」という批判の声が上がった。 

   各校独自の実施計画に任せると、当然条件のよい時期に希望校が殺到し、電車、バス、旅

館、見学地等の確保が難しく収拾がつかなくなる（主に京都、奈良）。ましてや旅行先が重な

るのは神奈川県内だけのことではない。関東近辺の中学校も集中する。このような混乱を避

けるため県中学校長会が中心となって調整し、旅行業者と相談して「梯団」を築き上げてき

た経緯がある。また、梯団を利用すると一人一人の費用も割安になるという利点もあった。 

   平成 15年（2003年）４月から「総合的な学習の時間」が教育課程に位置づけられ「体験学

習」が重視されるようになると、いっそう学校独自の修学旅行のあり方が研究され始める。

そのような経過の中で「梯団」は足枷になってきたのである。 

 

（２）学校独自の修学旅行（小学校） 

平成 13年（2001年）夏島小学校（児童数 60名・学級数２）が総合的学習と学校の立地場

所等の関係で学校独自の計画で日光修学旅行を実施した。旅行の目的や計画はグループ行動

が中心で各グループが、日光への行き方や見学場所・見学時間等も考えた。 

往 路 

集合時間  8:00～9:00 

集合場所  京浜急行 「追浜駅」各グループに分かれて「浅草駅」まで乗車 

        東武鉄道 「東武浅草駅」から特急列車「スペーシア」に全児童乗車 

「東武日光駅」へ 

見学・散策 事前に計画した博物館・東照宮・日光彫等の見学 

宿泊場所  ホテル高照 

  復 路  

貸切バスで華厳の滝・中禅寺湖・戦場ヶ原・湯ノ湖・竜頭の滝・光徳牧場等の見学と散策を

実施。学校まで帰校 

  旅行会社  近畿日本ツーリスト 

   

数年間学校独自の修学旅行を行ってきたが、現在は、梯団での修学旅行に戻った。 

   その後、大塚台小学校も一時期、学校独自の修学旅行を実施したが、現在は、梯団での修

学旅行に戻った。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「PTA広報 第 158号」横須賀市立坂本中学校 PTA 2001.7.16 

 ・「研究報告『一人ひとりの生徒を理解し、一人ひとりを大切にする授業の工夫』」 

横須賀市立大津中学校 2002 
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 ・「紀要 261集」横須賀市教育研究所 2002 

 ・「学校だより №28」横須賀市立大塚台小学校 2005.10.20 

 

２ 指導法の工夫・変遷     

（１）T.T.（ティーム・ティーチング）指導 

ア T.T.の導入 

    T.T.指導が導入されてきたのは、平成５年（1993年）頃である。主に英語科で行われた。

主導教師を T1、補佐を T2として、T1、T2が共に授業を進める役割を担う指導法であるが、

その指導形態はさまざまあった。 

（ア）T1、T2が共に指導を進める。 

   例：授業初めの英会話復習、新出文型の掲示を目的とした英会話、英語の音楽、 

     板書など 

（イ）T1が授業を進め、T2がそれを補助する形態 

（ウ）T1が授業を進め、T2が同時に個別指導を行う形態 

（エ）T1、T2の指導形態に加え、ALT来校の際には、更に ALTが授業進行、指導補助 

個別指導、評価を行う形態 

 

イ T.T.の利点 

（ア）生徒に実際に英語を使ったコミュニケーションの形態を明確に示すことができる。 

（イ）新教材の提示や復習等が、効果的に自由に行える。 

（ウ）授業を進める中で、個別に必要な指導が随時行える。 

（エ）授業時における評価が、適切に行える。 

（オ）全員に対して個別指導が必要な際、迅速に行える。 

（カ）教員同士の研修の場として、互いにアイディアを出しながら、授業改善を行える。 

十分な打ち合わせ時間がなかなかとれないことや、T2の役割、働きが少なくなること

もあったが、それぞれの教員が積極的に授業に関わろうとスキルを高めあう姿勢が生ま

れて、創造的な授業の原動力となった。 

                 平成 12年度（2000年度）鷹取中学校研究委託報告より 

 

（２）選択授業 

   選択授業は、生徒が自分の特性や興味、関心に応じて自分で選択した教科で、補充的な学

習や発展的な学習を通して、学習意欲の向上や、主体的に学習する姿勢や態度を育てること

を目的としたものである。 

   教育課程が新しくなって、選択授業の時間を何コマ入れるか、選択はどの教科にするか、

選択教科の内容をどうするかは、学校ごとに検討され、さまざま工夫された。 

   例えば、平成 14年（2002年）の坂本中学校の教育課程の選択授業を見ると、２年生は２時

間、３年生は４時間設定されている。 
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    ２年生   １時間    国語、数学、英語        Ａコース 基礎基本 

                                                          Ｂコース 応用発展 

          １時間    音楽、美術、技術・家庭、体育  実用コース 

    ３年生   ２時間    国語、数学、英語        Ａコース 基礎基本 

                                                          Ｂコース 応用発展 

          １時間    社会、理科、体育        発展コース 

          １時間    音楽、美術、技術・家庭、体育  実用コース 

英語や数学はどうしても、基礎基本の復習や応用発展という内容になりがちであるが、し

かし他の教科は、普段に取り組むことができない挑戦的な内容で、生徒の興味関心をひきつ

けることができた。 

   各教科の内容は、次のとおりである。   

   

    音楽・・・・筝の演奏 

    美術・・・・鋳型メダルで指輪作り 

    体育・・・・バドミントン、剣道 

    技術・・・・スピーカーの製作、大根ジャガイモの栽培 

    家庭・・・・ミシンで小物作り 

    国語・・・・毛筆で書写 

 

（３）少人数授業 

   生徒数の減少で教室に余裕が出てくると、生徒一人一人を丁寧に見ていこうということで、

少人数授業の指導形態も盛んに考えられるようになった。 

   特に、１年生の英語や数学では、基本をしっかり指導するためには効果的であった。出席

番号順に、男女均等にという配慮のもとで、クラスを二つに分けることが多かった。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「平成 12年度 研究委託報告資料」横須賀市立鷹取中学校 2001 

 ・「坂中トピックス №28」横須賀市立坂本中学校 2002 

 

３ 横須賀市のキャリア教育 

我が国において「キャリア教育」という文言が公的に登場し、その必要性が提言されたのは、

平成 11 年（1999 年）12 月、中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育との接続の改善に

ついて」においてであった。同審議会は、「キャリア教育を小学校段階から発達の段階に応じて

実施する必要がある」とし、さらに「キャリア教育の実施に当たっては、家庭・地域と連携し、

体験的な学習を重視するとともに、学校ごとに目的を設定し、教育課程に位置付けて計画的に

行う必要がある」と提言している。 

  そして同答申において、キャリア教育を次のように定義している。 
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  望ましい職業観・勤労観及び職業に関する知識や技能を身に付けさせるとともに、 

  自己の個性を理解し、主体的に進路を選択する能力・態度を育てる教育 

 

  この答申を受け、キャリア教育に関する調査研究が進められ、平成 14 年（2002 年）11 月に

は、国立教育政策研究所生徒指導研究センターが「児童生徒の職業観・勤労観を育む教育の推

進について（調査研究報告書）」を報告した。 

  一方、学校における教育活動が、ともすれば「生きること」や「働くこと」と疎遠になった

り、十分な取組が行われてこなかったりしたのではないかとの指摘も踏まえ、同年、文部科学

省内に「キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議」を設置し、平成 16年（2004

年）１月には、その報告書「児童生徒一人一人の勤労観・職業観を育てるために」を発表した。 

 

（１）小学校におけるキャリア教育 

キャリア教育を実践していく上では、基礎的・汎用的能力があげられ、具体的には大きく

次の４つに分けられる。 

 

・人間関係形成・社会形成能力……いろいろな人とうまくやっていく力 

    ・自己理解・自己管理能力 ………自分を認め、自分の力を磨いていく力 

    ・課題対応能力 ……………………課題を見つけ、解決していく力 

    ・キャリアプランニング能力………どんなキャリアを歩むか決める力 

 

横須賀の小学校では、各教科・教科外活動を通してキャリア教育にも通じる教育活動を行

っている。  

   以下に、事例を二つ紹介する。 

 

＜「いらっしゃいませ」が町にこだまする授業＞ 

３年生社会科の授業、「まちの人たちのしごと『わたしたちのまちのお店』」の単元では、

お店の見学をしたり、お店で働く人々の仕事の様子について調べるだけでなく、自分たち

がお店に立って品物を売ったり、品出しをしたりして、働くことの喜びや大変さを実感し

ている活動が市内あちこちの商店街でみられる。小学生にとって、労働という視点で仕事

を行ったという体験は、キャリア教育にもつながっていることを感じる。 

＜「名人の所に修行」グループ新聞作りの授業へ＞ 

４年生国語「伝えたいことをはっきりさせて書こう『？！修行』の体験を伝えよう」で

は、グループで町の名人宅へ修行に行き、そこでの体験を基に新聞作りに初挑戦した。知

らない方の家に行く体験。教えて頂く体験。友達と協力して新聞を作る体験。この初めて

の体験に子どもの緊張や喜び等が伝わってくる。さらに様々な体験や経験はキャリア教育

にも繋がっていることを感じる。 
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次にこの授業に至るまでの計画からその様子を、掲載する。 

 

国 語 科 学 習 指 導 案 

 

追浜小学校  指導者  高橋 ちほり 

 

１．日 時   平成 16（2004）年６月 23日（水）  C1234(13:30～14:30)  

 

２. 学 級   ４年１組 （男子 15名 女子８名  計 23名） 

 

３．単元名   伝えたいことをはっきりさせて書こう 

  教材名    『？！修行』の体験を伝えよう 

 

４．単元の目標 

   「名人にチャレンジ」で、友だち・家の人・地域の人に知らせたいことを、新聞に書いて

表現することができる。 

 

５．単元の評価規準 

国語への関心・意欲・態度 書く能力 言語についての知識・理解 

◎自分が伝えたいことを、新

聞で表現しようとしている。 

 

 

○新聞を読んだり、作ったり

しながら、新聞のよさを知ろ

うとしている。 

◎書こうとすることの中心

を明確にしながら、段落の

続き方などに気をつけて書

いている。     

（エ） 

○読者を想定し、目的に応

じて、新聞に取り上げる話

題を選び、適切に書く。       

（イ） 

○文章を見直したり、間違

いを正したり、説明を書き

加えたりしている。 

（オ） 

○句読点を適切に打ち、ま

た、意味の変わるところ、会

話部分など必要な箇所は行

を改めて書く。 

      （ウの（イ）） 

 

６．単元について 

   書く能力の育成を目指し、「伝えたいことをはっきりさせて書く」ことを目標にした単元で

ある。 

   本単元では、新聞の性質・役割について学習しながら、相手意識や目的意識をしっかり持

って記事を書き、新聞を作ることがねらいとなる。そのためには、最低限必要な要素の「い
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つ・どこで・だれが・何を・どうした」を落とさずに書くということはもちろん、新聞記者と

しての心得となる「正確・簡潔・わかりやすく」に基づいて、読み手が読みたいと思うこと

は何か、どんな書き方をすれば読み手にわかりやすい内容になるのかなど、読み手を意識し

た新聞作りが求められる。 

   新聞は、知らせることを第 1の目的として作られる。そのためには、「知らせたい」という意

欲をもって活動に向かうことが大切になる。そこで、書きたいことを探して取材するのではな

く、知らせたいことを見つけておき、そのことを知らせるために新聞を作るという学習過程を

とることで、目的意識や相手意識をもって意欲的に書く活動に取り組ませたいと考えている。 

   ４年生にもなると、社会科等で地域についての学習をすることもあり、地域の文化や歴史

に関心を持ち始めるころである。そこで、総合的な学習の時間（本校では『？！
は て な

』の時間）を

使って各自が地域の名人に触れ、さらに「調べたい・知りたい・体験したい」と関心をもっ

たことをテーマとして選び、取材することにした。実際に足を使って調べることによって、

新たな事柄を知ったり感動を味わったりする中で、一人ひとりの「知らせたいこと」がはっ

きりしてくるにちがいない。 

   知らせたいことがあるということは、記事にしていく過程で、どの内容を選択し、どんな

見出しをつけ、どんな写真や図を取り入れるかなどの具体的な作業に結びつけていく。 

   一人ひとりが知りたいことを自分の力で調べ、分かったことや感動を知らせたいという意

欲をもつこと。これを単元全体の基盤として、新聞作りにあたらせたい。取材活動は、総合

的な学習の時間を中心に進め、それぞれの取材活動での達成感・満足感を味わうことができ

るよう、教師は取材状況をきちんと把握しているようにしたい。また、知らせたいことをど

のように表現したらより効果的かという指導も大切にしたいと考えている。 

   グループは３～５人で一組とし、協力し合ってそれぞれ一つの新聞を仕上げるようにして

いきたい。取材したことを整理したり、下書きを読み合ったり、見出しをつけたりすること

も、全てグループで話し合いながら進めていきたい。 

   また、仕上がった新聞については、クラス全体で読み合わせを行い、読み手の立場から、

それぞれの新聞の良い点を発表し合う時間を設けたい。さらに、地域や各家庭にも配り、新

聞の感想を書いていただく予定である。書いていただいたものについては、クラス全体で読

み合う場を設け、子どもたちの書くことへの意欲づけにつなげたい。また、校内の隣り合う

学年（３・５年）にも配り、書くことや情報発信することの楽しさにも気づかせていきたい

と考えている。 

 

７．児童の実態 

   本校は全学年単学級であるため、本学級の児童も 1 年生の時からクラス替えがなく、今ま

でずっと持ち上がりできた。途中３度ほど、転入生を迎え入れ、その度にクラスの雰囲気が

大きく変わることがあったそうだが、子どもたちはお互いの性格を担任以上によく知ってい

て、「○○さんはこんな時いつもこうだよ」「△△さんにはこうしてあげるといいよ」など、

教えに来てくれることも多い。その一方で、友達関係にやや馴れ合いムードがみられ、「どう

せ・・・だから」といった雰囲気が感じられるのも事実である。 
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   男子が多いこともあるが、外遊びが大好きで、いつも体を動かしてにぎやかに活動してい

る。いろいろなことに興味を示し、活発な反応を示すのだが、やや持続しない傾向にある。

どの子も子どもらしく、大変人なつっこく、入れ替わり立ち替わり担任のそばにやってきて

は、順番待ちまでして、いろいろな話をしてくれる。一人ひとりが担任と深く関わりたいと

強く願っていることを感じる。 

   一方で、全体的に、話をしたり聞いたりする態度は身についているとは言えず、自己中心的

に行動してしまう場面が時に見受けられる。また、日々のあいさつや授業中の発言の声は極端

に小さく、それ以外の場面でも、いざとなると自分に自信がもてない様子の子がとても多い。 

   ４月以来、何かにつけてしっかりと声を出す、という練習を重ねてきているが、まだ不十

分な状態である。毎朝のスピーチでは、順番に自分のことを話してもらっていたが、前日の

自分の行動（遊んだことなど）ばかり、しかも１～２文程度と、内容に深まりが見られなか

った。そのため、二巡目からは視点を変え、「新聞記事の中から話す内容を見つけよう。話す

ための事前準備をしよう。」と投げかけ、クラスで定期購読している朝日小学生新聞などから、

気に入った記事を一つ選び、スピーチメモを書いてみんなに記事を紹介する、という活動を

続けている。最近では、スピーチをするしないにかかわらず、給食の待ち時間などちょっと

した時間に、新聞に目を通す姿が見られるようになってきている。 

   書くことについては、４月から短時間（15分程度）でテーマを決めて文を書くことを続け

ている。初めは、何を書いたらいいかわからない、書くことがない、と口々に訴えていた子

どもたちだったが、担任から「長く書こう、上手に書こうと思わないこと。一つの場面を選

び取って、そのことだけ書くつもりで書き進めてごらん」と声をかけ続けるうちに、「時間が

たりない」、「もっと書きたい、延長して」という声が聞かれるようになってきた。 

   クラス替えがなく、互いに知り合っている仲間ということもあり、集団としての意識が十

分育っているとは言えない実態がある。仲間で力を合わせて共に何かをする心地よさを実感

できないまま、ただなんとなく生活してきているのがとても気になっている。なんとか、子

どもたち相互の横糸をつむぎ合わせ、共に何かに打ち込む楽しさを経験させたい、と考え、

４月からこの子どもたちと向き合ってきた。 

   この単元もその一つである。書くことの力を向上させることはもちろん、新聞作りを通し、

力を合わせ心を通い合わせることができたらと考えている。そして、知っているつもりにな

っていたお互いのことを今まで以上により深く知り、それぞれのよさを一層理解するための

機会として大いに生かしていきたい。 

 

８．書くことの日常化をめざして 

   書くことに対する意識には個人差があり、クラス全体で見ると、やや面倒だと感じている

子が多い。1 週間に 1 回程度位置づけている作文タイム（15 分程度）でも、４月スタートの

時点では、何を書いていいのかわからない、書くことがない、と口にする子が大半であった。

３分の２にあたる子たちが「作文はきらいだ」と言っていた理由もそこにあるようだった。 

   そこで、 
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   ・たくさん書こうと思わない 

   ・上手に書こうと思わない 

   ・書くことを 1 つにしぼる 

  の３つをあげて、子どもたちの書くことに対する意識を変えるところから始めることにした。

なかなか鉛筆の進まない子には、「この前、あなたはこんなことを言っていたね」「あのあと

どうなったの」などと話しかけて、その子が身近な出来事を題材化できるように働きかけて

みたり、それでも書き進められない子には、「○○について書いて、先生に教えてよ」という

ように具体的なテーマを与えたりしている。 

      そして、少しでもよいところがあった時には、週 1 回発行している学級文集「見つめ合っ

て ひびき合って 高め合って」の中で、どんどん紹介する形をとっている。そしてその都

度、作品のよさを互いに共有しあうために、声に出して読み合う場を必ず設けている。初め

は、自分の作品を読むなどもってのほか、作品が通信にのることすらいやがっていた子たち

が、回を重ねるごとに、「今日は誰のが載ってる？」、「あっ、○○さんのが載ってるよ」など

うれしい言葉を発するようになり、どの子の表情にも互いの作品に触れるのを楽しみにして

いる様子が少しずつ表れるようになってきている。また、友達の作品を鑑賞する時も、いつ

もは雑然としてなかなか人の話に耳を傾けられずにいる子どもたちが、この時ばかりはすっ

と静まり、一人ひとりの言葉にしっかりと耳を傾けられるようになってきたのである。書く

ことはきらいと言っていた子どもたちの中に、最近では、「どちらかというと好き」と答える

子が多くなってきたのもうれしい変化である。 

   書くことの能力を高めるために、日々の国語の授業を大切にし、一つの教材を通じて書く

ことの基礎基本を地道に学びとらせていくことはもちろん大事なことであるが、それだけで

はなく、書くことを子どもたちの生活の中に根付かせ、日常化させていくこともまた大切な

ことだと感じている。 

   子どもたちは、書くことを通して、表現力を育てると同時に心を豊かなものにしていく。

具体的には 

   ・自分自身をふりかえり、自分の生活や経験を見つめ直すようになる。 

   ・友だちのよさに改めて気づき、その子のことをより深く知るようになる。 

   ・自分を取り巻く社会や環境にしっかりと目を向けるようになる。 

  のである。また、根気強く書き続けていく中で、多少のことには屈しないたくましさも育っ

ていくと考える。 

   自分の思いを、普段から積極的に言葉に表していく経験を積むことこそが、「生きて働く国

語の力」へとつながる、と信じ、日々子どもたちと向き合っている。  
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９．「書くこと」の年間指導計画（合計 95時間） 

                      ◎「書くこと」主教材  ○その他 

時間 教材 時数 主なねらい 作文タイム 

５月 ◎お元気ですか 

 

 

 

○ツバメが住む町 

 ６ 

 

 

 

 ５ 

◎相手や目的に応じて、あいさつ

の言葉や書き方に注意して手紙を

書く。（ア） 

 

○調査項目にしたがって、調査し

て分かったことをはっきりさせて

書く。（エ） 

 

６月 ◎伝えたいことをはっきりさ

せて書こう 

「新聞記者にチャレンジ」 

 

１４ 

◎読者を想定し、目的に応じて、

新聞に取り上げる話題を選び、適

切に書く。（ア、イ） 

９月 ○一つの花  ５ ○資料を使って調べたことや感想

を分かりやすくまとめて書く。

（イ、ウ） 

10月 ◎グラフをもとに  ６ ◎書こうとすることが読み手にと

って分かりやすいように、事柄を

分けるなどして書く。（エ） 

11月 ○体を守る仕組み 

 これが「わたし」です 

 

 

◎生活を見つめて 

 四年一組生活白書 

 

 ８ 

 

 

 

１５ 

○書こうとすることについて、引

用部分をはっきりさせて書く。

（エ） 

◎調べて分かったことと考えたこ

とを区別し、段落と段落の続き方

に注意して書く。（エ） 

１月 ◎つぶやきを言葉に 

 

 

○手と心で読む 

 手話との出会い 

 ６ 

 

 

 

１０ 

◎自分だけの表現を工夫する。

（ウ） 

 

○調べたこと、体験したことを踏

まえて、考えたことを書く。（エ） 

３月 ○ごんぎつね １１ ○発表原稿や展示物を、相手や目的

に応じて書く。（ア、イ、ウ） 

 

     「書くこと」の総時数        ８６時間 

    そのうち、「書くこと」主単元     ４７時間 

 

９時間 

     ＊作文タイム（９時間）・・・年間を通して、週に 15分間（１ユニット）ずつ 

                   この時間については、余剰時間を活用する 

友
だ
ち
を
見
つ
め
よ
う 

 

自
分
た
ち
を
と
り
ま
く 

社
会
に
目
を
向
け
よ
う 
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10．総合的な学習の時間（？！
は て な

の時間）との関連 

   今回の新聞作りは、『？！』の時間での学習「名人にチャレンジ」と連携させて計画した。

子どもたちは新聞作りに先立ち、５つのグループに分かれ、地域に住んでおられる各名人の

ところへ修行に出かけている。名人とは、五十嵐先生（日曜大工の名人）、小川先生（茶道の

名人）、小田切先生（書道の名人）、西澤先生（詩吟の名人）、丸山先生（和菓子作りの名人）

の５名の方々である。 

   まず初めに、この５人の方に来校していただき、クラス一斉に交流会を持った。それぞれ

のお話を伺い、子どもたちは、「もっと教えてもらいたい、自分たちも実際に体験してみたい」

という希望を強く持った。そこで、自分が最も強く心を引かれた方のところへ修行の申し出

に行き、ＯＫをいただいてから、それぞれグループに分かれて修行に出たのである。（修行は

各グループとも共通して９ユニットをとった。グループによっては、資料をお借りしに行く

などのために、放課後出直したところもある。） 

   そこでの体験を家の人や地域の人に発信するための方法は多々あるが、子どもたちとの話

し合いの結果、今回は新聞作りという共通の表現方法を選択した。子どもたちは新聞に親し

む活動の経験はあるが、字数を意識して新聞に仕上げていく活動は初めてである。基本的な

ところから丁寧におさえていくために、国語科の中で新聞作りを取り上げ、じっくり取り組

ませることにしてみた。 

   新聞を作るために書きたいことを探すのではなく、知らせたいことを周りの人々へ発信す

る手段として新聞作りをするという今回の学習の流れにより、子どもたちが目的意識や相手

意識をはっきり持った上で意欲的に書く活動を展開できると考えた。 

   新聞完成後、ご指導いただいた方にはお礼状とともに、できあがった新聞をお届けするつ

もりである。保護者・地域・隣り合う学年にも配布し、寄せていただいた感想やアドバイス

等については、しっかり読み合う場を設けたい。 

   また、今回修行に行けなかった他の名人のところへは、パートⅡ、パートⅢとして再度修

行をお願いし、今度は新聞以外の表現方法（例えば、家の人などを招いた形での発表会など）

で、体験したことを発信させていただきたいと考えている。 

総合的な学習の時間（？！
は て な

の時間）との関連図 
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11．指導計画  14時間（42ユニット） 

                           ＊１ユニットは 15分間 

次 ﾕﾆｯﾄ ねらい 主な学習活動 指導上の留意点 評価・ □評価方法 

一 ① 

４ 

・新聞のよさに

ついて探る。 

・今までのスピー

チの経験を通し、

新聞について気づ

いたことを発表す

る。 

 

・最近のニュース

映像を見て、記事

にしてみる。 

 

・日刊新聞の記事

と自分の記事とを

読み比べて感想を

持つ。 

・新聞作りをするめ

あてを確認させる。 

・これまでに書いた

スピーチメモを用意

しておく。 

 

・児童の興味を引き

出すようなニュース

を録画しておく。 

・日刊新聞・小学生新

聞など数種類の新聞

を用意しておく。 

 

・自分の書いた文章

を見直し、学習課題と

学習意欲につなげる。 

Ａ 

新聞のよさに気づくこ

とができる。 

Ｂ 

新聞のよさを探そうと

している。 

□発言の様子・ワークシ

ートの記述 

② 

３ 

・「名人にチャレ

ンジ」から新聞

作りのための学

習 計 画 を 立 て

る。 

・学習計画をたて

る。 

 

 

・新聞を書く上で

大切なことに気づ

く。 

・新聞を書く目的や

伝える相手を確認さ

せる。 

 

・教科書を参考に、自

分たちの『記者の心得

三ヶ条』に気づかせ、

意識させる。 

Ａ 

進んで新聞作りの計画

をたてることができる。 

Ｂ 

新聞作りの見通しを持

つことができる。 

□発言の様子・学習計画

表作りの様子 

二 ① 

５ 

・新聞の記事を

分担する。 

・グループで、新

聞の内容・題字・分

担について話し合

い、伝えたい事柄

を決める。 

 

・誰がどの事柄を

記事にするか、分

担を決める。 

 

・グループごとの話

し合いで決めさせる。 

 

・記事に軽重をつけ、

およその文字数をき

めさせる。 

 

・簡単な割り付けに

ついて示す。 

Ａ 

新聞全体のまとまりを

考え、記事を分担するこ

とができる。 

Ｂ 

グループ内での記事の

分担をすることができ

る。 

□話し合いの様子・ワー

クシートの記述 
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・簡単な割り付け

について学ぶ 

② 

４ 

◆本時 

・記事として書き

たいことを選び、

下書きを進める。 

・友だちの修行レ

ポートを読み、下

書きの書き方につ

いて考える。 

 

・記事を下書きす

る。 

・児童参考作品を読

み合わせ、記事として

ふさわしい表現に気

づかせる。 

 

・取材メモ・修行レポ

ートをもとに、記事と

して書きたいことを

選ばせる。 

 

・書けたら微音読に

よって推敲させる。 

Ａ 

伝えたいことが読者に

わかるように推敲する

ことができる。 

Ｂ 

記事として書きたいこ

とを選んで書き進める。 

□下書きの記述内容 

③ 

４ 

・下書きを読み合

い、記事の内容を

推敲する。 

・下書きを読み合

う。 

 

 

 

・記事の内容を見

直す。 

・下書きチェックカ

ードで自分の記事を

振り返らせる。 

 

・グループの友だち

の記事の良いところ

などを考えさせる。 

Ａ 

伝えたいことが読者に

的確に伝わるように推

敲することができる。 

Ｂ 

記事の内容が読者に伝

わるように推敲するこ

とができる。 

□発言の様子・チェック

カードの記述内容 

④ 

３ 

・自分の記事に見

出しをつける。 

・見出しの工夫に

気づく。 

 

 

・見出し作りをす

る。 

・一般紙から新聞記

事を用意しておき、見

出し作りの工夫に気

づかせる。 

 

・実際の見出しや友だ

ちの見出しを参考に

させ、適切な見出しの

書き方に気づかせる。 

 

・自分の記事にふさ

わしい見出しをつけ

させる。 

Ａ 

読者をひきつけるため

の効果的な見出し作り

をすることができる。 

Ｂ 

自分の記事に見出しを

つけることができる。 

□見出し作りカードの

記述・見出しのつけ方 
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⑤ 

３ 

・読み手がより一

層読みやすい割り

付けを工夫する。 

・再度割り付けの

工夫をする。 

・割り付けの方法を

確認する。 

 

 

 

 

・実物大新聞用紙に

下書き用紙を置き、配

置を再度確認させる。 

Ａ 

新聞全体のまとまりを

意識し互いの考えを取

り入れながら、協力し合

って割り付けをするこ

とができる。 

Ｂ 

友だちの考えを取り入

れながら、工夫して割り

付けをすることができ

る。 

□割り付けの仕方 

⑥ 

９ 

・友だちの考えを

取り入れながら、

工夫して新聞を仕

上げる。 

・記事を清書す

る。 

 

・新聞を仕上げ

る。 

・記事を楽しく仕上

げるために、カットな

ど活用できる物を用

意しておく。 

 

・取材中の写真、カッ

ト、漫画、クイズなど

も適切に入れるよう

にさせる。 

Ａ 

新聞全体のまとまりを

意識し互いの考えを取

り入れながら、協力し合

って新聞を仕上げるこ

とができる。 

Ｂ 

友だちの考えを取り入

れながら、工夫して新聞

を仕上げることができ

る。 

□新聞作りの様子・新聞

の完成度 

三 ① 

４ 

・読み合って新聞

のよさを認め合

う。 

・できあがったも

のを読み合い、相

互評価する。 

・ポスターセッショ

ン形式で新聞のよさ

を伝え合うようにさ

せる。 

 

・感想を交流し、互い

のよさを認め合うよ

うにさせる。 

 

・学習の振り返りを

する。 

Ａ 

できあがった手作りの

新聞を読み合い、それぞ

れのグループのよさ、互

いの努力を認め合うこ

とができる。 

Ｂ 

新聞を読み合い、手作り

新聞のよさを認め合う

ことができる。 

□ポスターセッション

の様子 
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② 

３ 

・地域・家庭・名人

から寄せられた感

想をもとに話し合

い、次の活動に生

かせるようにす

る。 

・地域・家庭・名人

から寄せられた感

想と、自分たちの

感想とのちがいに

ついて話し合う。 

 

 

 

 

 

 

・新出漢字の確認

をする。 

・寄せられた感想を

もとに、自分たちの新

聞のよいところや問

題点に気づかせ、次の

活動への意欲づけを

する。 

 

・地域の人・家の人・

名人の言葉づかいや

表現方法のちがいな

どに気づかせる。 

Ａ 

寄せられた感想を読み、

自分たちの表現のよい

ところや問題点に気づ

くとともに、他者の表現

に関心をもったり調べ

たりしようとする。 

Ｂ 

寄せられた感想を読み、

自分たちの表現のよいと

ころや問題点に気づく。 

□話し合いの仕方・振り

返りカードの記述 

12．本時の目標 

   取材で集めた情報の中から記事として書きたいことを選び、下書きを進める。 

13. 本時の展開（42ユニット中 ４ユニット） 

学習活動 指導上の留意点 評価・ □評価方法 

１．今日のめあてを

確認する。 

 

２．友だちの修行レ

ポートを読み、下書

きの書き方について

考える。 

 

 

３．自分の修行レポ

ートにもとづいて、

下書きを書く。 

 

 

 

 

 

 

 

・学習計画表を見ながら確認させる。 

 

・『？！』の時間に取りくんだ修行レポ

ートの中から、参考作品を一つ選んでお

く。 

・選んだ作品を読み合わせ、記事として

生かせる箇所に気づかせる。 

 

 

・『記者の心得三ヶ条』を確認させる。 

 

・わかりやすい文章表現をさせる。 

 

・体験したことを正しく伝えられるよう

にさせる。 

 

 

・机間巡視をしながら個別にアドバイス

をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［関心・意欲・態度］ 

Ａ：新聞を書く目的や伝える相手

を意識して、伝えたいことをはっ

きりさせて書こうとしている。 

Ｂ：伝えたいことをはっきりさせ

て書こうとしている。 

＊個別に対話しながら、書くこと

の抵抗を取り除いていく。 

□下書きを書いている様子 

□発表の様子 

修行レポートをもとにして、下書きを書こう 
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４．次回の学習の進

め方を確認する。 

・書き進められない場合は、個別に指導

する。 

 

・書き終わったら、微音読によって推敲

させる。 

 

・学習計画表を見ながら、次回の確認を

させる。 

［書くこと］ 

Ａ：伝えたいことが読者にわかる

ように、記事として書きたいこと

を選んで書き進めることができ

る。 

Ｂ：記事として書きたいことを選

んで書き進めることができる。 

＊書きたいことが見えてくるよう

に、個別に対話をしながら気づか

せていく。 

□下書きの記述内容 

 

【学習で子どもたちが作成した新聞】 
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（２）中学校におけるキャリア教育 

新教育課程で「総合的な学習の時間」が新設されると、そのテーマを学校ごとに考えねばな

らなくなった。「福祉」「環境」「国際理解」などのテーマが多かったが、「進路学習」もそのひ

とつで、多くの学校で「総合的な学習の時間」を使って「職業体験」が行われるようになった。 

   学区内の商店、スーパー、美容院、銀行、保育園、幼稚園、老人ホームなどに、教員が一軒

一軒電話をかけ、訪問し、お願いするという地道な努力のもとに、次第に２日間くらいお世

話になるという形が定着していった。 

 

   このように、地域で生徒がお世話になるという職業体験の取り組みは、「開かれた学校」「地

域との連携」をキーワードにして、学校、家庭、地域の三者一体の教育の中で子どもたちを

育て指導していく重要性を改めて認識させた。 

   多くの中学校で「校区教育力推進協議会」が開かれ、学校の現状、校外での子どもたちの

様子、問題行動の発生防止、地域行事の参加呼びかけ、体育活動の推進などが話し合われ、

地域における教育の役割分担と互いの教育力の相乗効果をもたらすようになっていった。 

   人材ボランティアバンクが作られ、地域の方に、総合的な学習の例えば「環境」や「福祉」

の講師になってもらうこと、また、「地域清掃」や「防災教育」として地域の避難場所や組織

づくりに中学生が参加していく流れも作ることができるようになっていった。 

 

   またこの頃、村上龍の『13歳のハローワーク』という本がベストセラーになった。職業の

紹介や職業の内容、その職に就くために求められる能力や経験などが書かれてあって、子ど

もにも大人にも参考になったと思われる。 

   その背景には、高い失業率、平成 14年（2002年）頃から増加した無業者（ニート）フリー

ターなど、若者を取り巻く厳しい雇用情勢があったからであろう。そこから、若者が望まし

い職業観、勤労観、及び職業に関する知識を身につけ、自己の個性を理解し、主体的に進路

を選択する能力や態度を育てる「キャリア教育」の推進を図るプランの策定が始まった。 

 

   平成 18年度（2006年度）、19年度（2007年度）の神明中学校では、「キャリア教育を視点

とした学校教育の見直しと実践」という研究を行っている。ここでは、「キャリア教育」とは、

「生徒一人一人の職業観、勤労観を育てる教育」「社会で生きていくために必要な力の育成」

とうたっている。 

   中学校教育の最終目標はもともとそこであり、今までも、授業でも部活動でも行事でも取

り組んできたはずであるが、改めて「キャリア教育」という言葉が出てきたのは、教育はす

でに、教員と保護者だけではなく、地域（多くの大人）の力も借りながら進めていかなけれ

ばならない時代になっていたからであろう。 

  「働かない、自立できない、地域の中で戦力になっていない若者」や「核家族化の中で、コ

ミュニケーションや人間関係が希薄になっている環境」が多い中で、「社会の中で自分の立場

を自覚し、自分自身の考え方と意志をしっかり持った子どもたち」を、地域と学校が手を取り

合って育てて、地域ももう一度活性化していかなければという動きが出てきたからであろう。 
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地域の多くの大人と関わらせ、大人の力や技術を子どもたちに伝えていく「地域の教育力」

を活用させた実践として、神明中学校や岩戸中学校の「ゼミ学習」、大津中学校の「ふれあい

教室」などがある。 

   例えば神明中学校では、「祭り囃子太鼓」「竹細工」「自然体験」「そばうち」「ビーズ」「甲冑

つくり」「能鑑賞、謡曲」「篆刻」「熱気球、凧」「尺八」「琴」「茶道」などの講座に、生徒たち

が、地域の方の講師（師匠）に弟子入りして、さまざまな生き方や考え方、礼儀、マナー、文

化を学ぶという実践である。２年生の総合的な学習の時間を使って行った。 

 

   なお、この頃は、どの中学校でも校内に「地域連携部」という組織を作って、校長、教頭は

もちろん、教員も地域の行事に積極的に参加したり、祭礼や町内運動会などに中学生が参加

しやすいように、部活動を中止にしたりして、地域の行事に協力するようにしていた。 

 

  また、「職業体験」や「地域連携」とは違う切り口で、生徒の生きる力をサポートしていこ

うという実践が、鷹取中学校の「人権教育」である。進路指導と道徳指導をタイアップさせ

て、生徒に「自分を見つめ他とのかかわりあいの中で、いかに、生きるかを学びながら自己

形成を果たしていくか」をテーマとして学ばせている。 

  １年次 「自分をみつめる」 

     家族や地域社会の中で育っていることを理解し、その一員であることを自覚し 

     よりよく生きようとする向上心を育て、個性を伸ばす 

  ２年次 「他とのかかわりあいの中で自分を知る」 

     他とのかかわりあいの中で自分をより伸張させる態度を身につけ、個々の個性 

     や立場を尊重し、幅広いものの見方や考え方ができるようにする 

  ３年次 「自己実現を目指す」 

     他とのかかわりあいの中で、自分の将来の在り方を考え、その希望達成のために必要

な力を養う 

       ３年間の中で進路に向けて自己を見つめ、進むべき道を明確にしていくためにも、自分の

特性に目を向け、良い点を発表させ、将来の自分はこうありたいという希望をもたせていく

という進路・道徳指導計画を全校で取り組んでいた。                 
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